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1 

1. 概要  

 島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）では，原子

炉建物等の地震応答解析における入力地震動は一次元波動論，2次元ＦＥＭ解析又は直接入

力（以下「一次元波動論又は 2次元ＦＥＭ解析等」という。）により評価を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，既工認において採用実績の

ある一次元波動論又は 2 次元ＦＥＭ解析等を採用しており，解放基盤表面で定義される基

準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤条件を適切に考慮

したうえで，一次元波動論又は 2次元ＦＥＭ解析等により，地震応答解析モデルの入力位置

で評価した入力地震動を設定する。 

本資料は，解析モデルに建設時以降の敷地内の追加地質調査結果の反映等を行っているこ

とも踏まえて，今回工認で評価を行う建物・構築物について，入力地震動の評価方針，解析

モデルの設定方法及びその妥当性を示すものである。 

 また，本資料は，以下の添付書類の補足説明をするもので，使用する計算機プログラム

についても以下の資料に準ずる。 

 

・Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-1「１号機原子炉建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-2「１号機タービン建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-3「１号機廃棄物処理建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-4「サイトバンカ建物の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-1-5「サイトバンカ建物（増築部）の耐震性についての計算書」 

・Ⅵ-2-11-2-2「１号機排気筒の耐震性についての計算書」 
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2 

2. 入力地震動の評価方針  

 入力地震動は，「2.1 評価手法の選定」にて，各建物・構築物の評価手法を選定し，「2.2 

地盤モデル及び地盤物性値の設定」にて，設定した地盤モデルを用いた線形解析により評価

する。 

 また，「3. 評価手法及び地盤の物性値」にて，今回工認で入力地震動評価に採用してい

る評価手法及び地盤の物性値を既工認と比較して示す。 

なお，「4. 入力地震動に関する検討」にて，入力地震動に影響を及ぼす可能性のある各

種検討及び今回工認に用いる原子炉建物の地盤モデルの妥当性確認を実施する。 

 入力地震動の評価及び妥当性・保守性の確認に関する検討フローを図 2－1に示す。 
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一
般
的
な
入
力
地
震
動
評
価
の

ス
テ
ッ
プ

＜
評
価
フ
ロ
ー
＞

（
赤

線
枠

内
は

島
根

2号
機

の
評

価
の

特
徴

）
＜
妥
当
性
及
び
保
守
性
の
確
認

＊
１
＞

(1
)評

価
手
法
の

　
 選

定

サ
イ
ト
の
地
形
，

地
質
及
び
建
物
の

埋
込
み
深
さ
等
に

応
じ
て
，
評
価
手

法
を
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４

６
０
１
-1
98
7に

基
づ
き
選
定
す
る
。

耐
震
ク
ラ
ス
，
埋
込
み
状
況
，

周
辺
地
盤
へ
の
設
置
状
況
の
確
認

建
物
・
構
築
物
ご
と
に

評
価
手
法
を
選
定

・
一
次
元
波
動
論
に
よ
る
入
力
地
震
動
評
価
に
関
す
る
保
守
性
の
確
認
[4
.2
]

図
2－

1 
入
力
地
震
動
の
評
価
及
び
妥
当
性

・
保
守
性
の
確
認
に
関
す
る
検
討
フ
ロ
ー
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4 

2.1 評価手法の選定 

建物・構築物の入力地震動の評価手法は，耐震クラス，建物・構築物の埋込み状況及び

周辺地盤への設置状況を踏まえて，以下のとおり使い分けを行う。なお，埋込み及び切欠

きの影響については適切に評価する。 

 

(1) 水平方向 

 「耐震Ｓクラス施設」の建物については，原子炉建物の既工認の考え方と同様に，速

度層の傾斜及び建物周辺の地形等の影響を考慮するため，それらをより詳細にモデル化

した「2次元ＦＥＭ解析」を基本とする。 

 「耐震Ｓクラス施設以外」の建物については，タービン建物等の既工認の考え方と同

様に，「一次元波動論」による評価を基本とする。 

 

(2) 鉛直方向 

 入力地震動に対して建物直下地盤による影響が大きく，速度層の傾斜等の影響は小さ

いことから「一次元波動論」による評価を基本とする。（添付資料－1において，2次元

ＦＥＭ解析との比較により速度層の傾斜等の入力地震動への影響が小さいことを確認

している。） 

 

構内配置図を図 2－2に，建物・構築物の入力地震動の評価手法の選定フローを図 2－3

に，建物・構築物の入力地震動の評価手法の一覧を表 2－1に示す。 
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5 

2.2 地盤モデル及び地盤物性値の設定 

(1) 地盤モデル 

土木構造物を含めた入力地震動の評価手法の概念図を図 2－4に示す。また，各建物・

構築物の入力地震動評価用の地盤モデルは，「1. 概要」に示す各建物・構築物の地震

応答計算書又は耐震性についての計算書に示す。 

 

(2) 地盤物性値 

 地盤物性値設定の基本方針を以下に示す。表層地盤の等価物性値の詳細な設定方法に

ついては，「3.2 地盤の物性値」及び「別紙－1 表層地盤の等価物性値の設定につい

て」に示す。 

 

 1) 表層地盤 

表層地盤の物性値は，原子炉建物を対象に，既工認から追加地質調査結果の反映等

を行った今回工認モデルを用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの全波

に対して等価線形解析を実施し，等価物性値を設定する。原子炉建物で算定した等価

物性値を各建物・構築物に適用する。 

 

 2) 表層地盤を除く岩盤 

 表層地盤を除く岩盤の地盤物性値については，既工認で設定した値を用いる。 

11



 

6 

 

 

図 2－2 構内配置図 

  

緊急時対策所

ガスタービン発電機建物

44m盤

50m盤

8.5m盤

15m盤

原子炉建物

廃棄物処理建物 １号機廃棄物処理建物

１号機原子炉建物

タービン建物

１号機タービン建物

制御室建物

排気筒
１号機排気筒 8.5m盤

サイトバンカ建物

サイトバンカ建物（増築部）

：耐震Ｓクラス施設（埋込みあり）

：耐震Ｓクラス施設以外（埋込みあり）

：耐震Ｓクラス施設以外
（高台に設置された埋込みを有しない建物）

：耐震Ｓクラス施設以外
（解放基盤相当の岩盤に設置された埋込みを有しない建物）

(注)破線は波及的影響を及ぼすおそれのある建物・構築物を示す。
 PN
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7 

 

  

耐
震

S
ク

ラ
ス

施
設

で
あ

る
か

Y
ES

N
O

N
O

Y
ES

凡
例

：
建
物

・
構
築

物
の
名

称
（

埋
込

み
深

さ
：

設
置

レ
ベ

ル
～

地
表

面
レ

ベ
ル

）

一
次

元
波
動

論
（
E+
F+
P）

埋
込

み
が

あ
る

か

選 定 フ ロ ー 対 象 建 物 ・ 構 築 物

•
緊
急
時
対
策
所

•
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物

•
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

•
サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

（
増
築
部
）

•
タ
ー
ビ
ン
建
物

（
8
.5
m：

E
L0
.
0～

8.
5
m）

•
廃
棄
物
処
理
建
物

（
1
5.
0
m：

EL
0
.0

～
1
5
.0
m）

•
排
気
筒

（
6
.5
m：

E
L2
.
0～

8.
5
m）

＜
水
平
方
向
＞

•
原
子
炉
建
物

（
1
9.
7
m：

EL
-
4.
7～

1
5.
0
m）

•
制
御
室
建
物

（
1
4.
9
m：

EL
0
.1

～
1
5
.0
m）

埋
込

み
が

あ
る

か Y
ES

N
O

一
次

元
波
動

論
（

E+
F+
P）

一
次
元

波
動

論
（

2E
）

•
緊
急
時
対
策
所

•
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物

•
タ
ー
ビ
ン
建
物

（
8
.5
m：

E
L0
.
0～

8.
5
m）

•
廃
棄
物
処
理
建
物

（
1
5.
0
m：

EL
0
.0

～
1
5
.0
m）

•
排
気
筒

（
6
.5
m：

E
L2
.
0～

8.
5
m）

•
原
子
炉
建
物

（
1
9.
7
m：

EL
-
4.
7～

1
5.
0
m）

•
制
御
室
建
物

（
1
4.
9
m：

EL
0
.1

～
1
5
.0
m）

一
次

元
波
動

論
（

2E
）

直
接

入
力

＜
鉛
直
方
向
＞

注
２
:
排
気
筒
の
基
礎
上
に
設
置
さ
れ
て
い
る
建
物
・

構
築
物
は
，

排
気
筒
の
地
震
応
答
解
析
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
基
礎
上
の
応

答
を
入
力
地
震
動
と
し
て
用
い
る
。

解
放

基
盤

表
面

か
ら

の
地

震
動

の
増

幅
が

あ
る

か

N
O

Y
ES

２
次

元
Ｆ
Ｅ

Ｍ
解
析

（
2E
）

＊
1

注
記

＊
1：

表
3－

1の
＊

８
と

同
じ

•
1
号
機
原
子
炉
建
物

＊
2

（
1
4.
9
m：

EL
0
.1

～
1
5
.0
m）

注
記

＊
2：

原
子

炉
建

物
（

２
号

機
）

と
同

じ

評
価

手
法

を
採

用
•

１
号
機
排
気
筒

（
8
.5
m：

E
L0
.
0～

8.
5
m）

•
１
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物

（
1
5.
3
m：

EL
-
0.
3～

1
5.
0
m）

•
１
号
機
廃
棄
物
処
理
建
物

（
1
0.
0
m：

EL
5
.0

～
1
5
.0
m）

注
１
:
破
線
枠
内
の
建
物
・

構
築
物
は
，
上
位
ク
ラ
ス
施
設
に
対
す
る

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
建
物
・
構
築
物
で
あ
り
，

そ
れ
ぞ
れ
の
損
傷
モ
ー
ド
を
踏
ま
え
，
水
平
方
向
の
地
震
応
答

解
析
に
基
づ
き
評
価
す
る
。

た
だ
し
，
１
号

機
排
気
筒
は
立
体
架
構
モ
デ
ル
と
し
て
い
る
こ
と

か
ら
，
水
平
方
向
と
同
様

に
一
次
元
波
動
論
（
E
＋
F
＋
P
）

に
よ
り
，
鉛
直

方
向
の
入
力
地
震
動
を
考
慮
す
る
。

図
2－

3 
建
物
・
構
築
物
の
入
力
地
震
動
の
評
価
手
法
の
選
定
フ
ロ
ー
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耐
震

ク
ラ

ス
建

物
・

構
築

物
の

設
置

状
況

建
物

・
構

築
物

入
力

地
震

動
の

評
価

手
法

選
定

理
由

等

水
平

鉛
直

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

埋
込

み
あ

り
EL

15
m盤

•
原

子
炉

建
物

•
制

御
室

建
物

•
１

号
機

原
子

炉
建

物
＊

１

２
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

（
２

Ｅ
）

＊
２

一
次

元
波

動
論

（
Ｅ

＋
Ｆ

＋
Ｐ

）

【
水

平
方

向
】

・
原
子
炉
建
物

：
「
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
」
と
し
て
，
既
工
認
と
同
様

に
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
モ
デ
ル
を
採
用

・
制

御
室

建
物

：
「

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

」
と

し
て

，
原

子
炉

建
物

と
同

様
に

2次
元

Ｆ
Ｅ

Ｍ
モ

デ
ル

を
採

用

・
1号

機
原

子
炉

建
物

：
原

子
炉

建
物

で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
，

原
子

炉
建

物
（

2号
機

）
と

同
じ

評
価

手
法

を
採

用

【
鉛

直
方

向
】

建
物

の
設

置
状

況
が

「
埋

込
み

あ
り

」
の

た
め

，
埋

込
み

を
考

慮
し

た
一

次
元

波
動

論
（

Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

を
採

用

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

以
外

•
Ｓ

ク
ラ

ス
施

設
の

間
接

支
持

構
造

物

•
重

要
Ｓ

Ａ
施

設

•
重

要
Ｓ

Ａ
施

設
の

間
接

支
持

構
造

物

•
波

及
的

影
響

を
及

ぼ
す

お
そ

れ
の

あ
る

施
設

埋
込

み
あ

り

EL
8.

5m
盤

も
し

く
は

EL
15

m盤

•
タ

ー
ビ

ン
建

物

•
廃

棄
物

処
理

建
物

•
排

気
筒

•
１

号
機

タ
ー

ビ
ン

建
物

＊
１

•
１

号
機

廃
棄

物
処

理
建

物
＊

１

•
１

号
機

排
気

筒
＊

１

一
次

元
波

動
論

（
Ｅ

＋
Ｆ

＋
Ｐ

）
一

次
元

波
動

論
（

Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

【
水

平
方

向
】

・
タ

ー
ビ

ン
建

物
：

「
Ｓ

ク
ラ

ス
施

設
以

外
」

，
「

埋
込

み
あ

り
」

と
し

て
，

埋
込

み
を

考
慮

し
た

一
次

元
波

動
論

を
採

用

・
廃

棄
物

処
理

建
物

：
同

上

・
排

気
筒

：
同

上

・
1号

機
タ

ー
ビ

ン
建

物
：

「
Ｓ

ク
ラ

ス
施

設
以

外
」

，
「

埋
込

み
あ

り
」

と
し

て
，

タ
ー

ビ
ン

建
物

（
2号

機
）

と
同

じ
評

価
手

法
を

採
用

・
1号

機
廃

棄
物

処
理

建
物

：
「

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

以
外

」
，

「
埋

込
み

あ
り

」
と

し
て

，
廃

棄
物

処
理

建
物

（
2号

機
）

と
同

じ
評

価
手

法
を

採
用

・
1号

機
排

気
筒

：
「

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

以
外

」
，

「
埋

込
み

あ
り

」
と

し
て

，
排

気
筒

（
2号

機
）

と
同

じ
評

価
手

法
を

採
用

【
鉛

直
方

向
】

建
物

の
設

置
状

況
が

「
埋

込
み

あ
り

」
の

た
め

，
埋

込
み

を
考

慮
し

た
一

次
元

波
動

論
（

Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

を
採

用

埋
込

み
な

し

高
台

EL
44

m盤
も

し
く

は
EL

50
m盤

•
緊

急
時

対
策

所

•
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

一
次

元
波

動
論

（
２

Ｅ
）

一
次

元
波

動
論

（
２

Ｅ
）

【
水

平
，

鉛
直

方
向

】

・
緊

急
時

対
策

所
：

「
Ｓ

ク
ラ

ス
施

設
以

外
」

の
建

物
で

，
「

埋
込

み
を

有
し

な
い

」
，

高
台

の
EL

50
m盤

に
設

置
さ

れ
た

「
解

放
基

盤
表

面
か

ら
の

地
震

動
の

増
幅

が
あ

る
」

建
物

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

一
次

元
波

動
論

（
２

Ｅ
）

を
採

用

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

：
「

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

以
外

」
の

建
物

で
，

「
埋

込
み

を
有

し
な

い
」

，
高

台
の

EL
44

m盤
に

設
置

さ
れ
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解
放

基
盤

表
面

か
ら

の
地

震
動

の
増

幅
が

あ
る

」
建

物
で

あ
る
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と

か
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一

次
元

波
動
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相
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岩
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•
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物
＊

１

•
サ
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築
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＊
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Ｓ
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を
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さ
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」
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）
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岩
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築
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Ｓ
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さ
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岩
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＊
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応
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い
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－

【
水

平
方

向
】

・
排

気
筒
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ニ
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室
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「

排
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筒
の

基
礎

上
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」
さ

れ
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い
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，
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筒
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地

震
応

答
解

析
に

よ
っ

て
得

ら
れ

る
基

礎
上

の
応

答
を

入
力

地
震

動
と

し
て

採
用

・
燃

料
移

送
ポ

ン
プ

エ
リ

ア
竜

巻
防

護
対

策
設

備
：

同
上

注
記
＊
１
：
上
位
ク
ラ
ス
施
設
に
対
す
る
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
建
物
・
構
築
物
に
つ
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ
の
損
傷
モ
ー
ド
を

踏
ま
え
，
水
平
方
向
の
地
震
応
答
解
析
に
基
づ
き
評
価
す
る
。

た
だ

し
，

１
号

機
排

気
筒

は
立

体
架

構
モ

デ
ル

と
し

て
い

る
こ

と
か

ら
，

水
平

方
向

と
同

様
に

一
次

元
波

動
論

（
E＋

F＋
P）

に
よ

り
，

鉛
直

方
向

の
入

力
地

震
動

を
考

慮
す

る
。

＊
２

：
2次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
の

切
欠

き
地

盤
の

表
面

応
答

で
あ

る
た

め
「

２
Ｅ

」
と

表
記

し
て

い
る

が
，

建
物

の
埋

込
み

に
よ

る
切

欠
き

地
盤

を
詳

細
に

モ
デ

ル
化

し
て

い
る

た
め

，
埋

込
み

と
切

欠
き

の
影

響
は

入
力

地
震

動
に

考
慮

さ
れ

て
い

る
。

表
2－

1 
建
物
・
構
築
物
の
入
力
地
震
動
の

評
価
手
法
の
一
覧
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図
2－

4 
入
力
地
震
動
の
評
価
手
法
の
概
念
図

 

引
下
げ

直
接
入
力

引
上
げ

一
次
元
波
動
論

2次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析

一
次
元
波
動
論

＋
地
質
デ
ー
タ
に
基
づ
く
2次

元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析

一
次
元
波
動
論

今
回
工
認
で
適
用
す
る

建
物
・
構
築
物

E
L8
.
5m
盤
に
設
置
さ
れ
た

埋
込
み
を
有
し
な
い

建
物
に
適
用

タ
ー
ビ
ン
建
物
等
に
適
用

（
タ
ー
ビ
ン
建
物
等
の
水
平

方
向
及
び
鉛
直
方
向
，
原
子

炉
建
物
及
び
制
御
室
建
物
の

鉛
直
方
向
）

速
度
層
の
傾
斜
や
地
形
の
影
響
を
考
慮
し

よ
り
詳
細
に
入
力
地
震
動
を
評
価
す
る
建
物
に
適
用

（
原
子
炉
建
物
及
び
制
御
室
建
物
の
水
平
方
向
）

取
水
槽
等
に
適
用

［
入

力
地

震
動

］
基

準
地

震
動

を
そ

の
ま

ま
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

［
入

力
地

震
動

］
建

物
基

礎
下

端
レ

ベ
ル

の
地

震
動

を
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

［
入

力
地

震
動

］
建

物
基

礎
下

端
レ

ベ
ル

の
地

震
動

を
建

物
モ

デ
ル

に
入

力

建
物

位
置

に
お

け
る

２
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
に

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

入
射

波
（

E 1
）

を
入

力

建
物

基
礎

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

入
射

波
（

Ｅ
1）

反
射

波
（

Ｆ
1）岩

盤
③

岩
盤

④

岩
盤

⑤

岩
盤

⑥

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

解
放

基
盤

表
面

E
L
-
10
m

E
L
-2
1
5m

基
準

地
震

動

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

EL
-2

15
m
に

お
け

る
入

射
波

を
算

定

建
物

基
礎

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

＊
既

工
認

モ
デ

ル
と

同
様

建
物

位
置

に
お

け
る

１
次

元
地

盤
モ

デ
ル

に
解

放
地

盤
モ

デ
ル

の
入
射
波
（
E 1
）
を
入
力

岩
盤

③

岩
盤

④

岩
盤

⑤

岩
盤

⑥

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

表
層

①
-
1

入
力

地
震

動
（

Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

建
物

基
礎

下
端

地
表

面

E
L
-2
1
5m

反
射

波
（

Ｆ
1’

）
入

射
波

（
Ｅ

1）

入
射

波
(E

1)
反

射
波

(F
1’

)

土
木

構
造

物
位

置
に

お
け

る
１

次
元

地
盤

モ
デ

ル
に

解
放

地
盤

モ
デ

ル
の

入
射

波
（

E 1
）

を
入

力

［
入

力
地

震
動

］
地

盤
－

構
造

物
連

成
モ

デ
ル

の
下

端
レ

ベ
ル

に
地

震
動

＊
を

入
力

＊
：

入
射

波
（

E 2
）

を
２

倍

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル

地
表

面
▼

岩
盤

，
埋

戻
土

岩
盤

１
次

元
波

動
論

に
よ

る
応

答
計

算

地
表

面

E
L
-2
1
5m

構
造

物

粘
性

境
界

粘 性 境 界

粘 性 境 界

解
析

モ
デ

ル
下

端
レ

ベ
ル

▼

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル
の

下
端

レ
ベ

ル

地
盤

－
構

造
物

連
成

モ
デ

ル
の

下
端

レ
ベ

ル
の

地
震

動
を

算
定

入
射
波
(E

2)
反
射
波

(F
2)

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

建
物

中
央

の
速

度
層

に
基

づ
き

モ
デ

ル
化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

建
物

中
央

の
NS

方
向

及
び

EW
方

向
の

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

土
木

構
造

物
周

辺
の

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
モ

デ
ル

化
の

考
え

方
］

土
木

構
造

物
の

解
析

断
面

位
置

に
お

け
る

速
度

層
に

基
づ

き
モ

デ
ル

化

［
解
放
地
盤
モ
デ
ル
］

＊
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3. 評価手法及び地盤の物性値 

3.1 評価手法 

建物・構築物及び土木構造物における，既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比

較を表 3－1及び表 3－2に示す。 

建物・構築物の入力地震動は建物基礎底面位置で評価する。なお，今回工認の建物・構

築物の地震応答解析モデルは，既工認と同様に質点系モデルを採用する。 

土木構造物の入力地震動は構造物の基礎底面又はＦＥＭモデルの下端位置で評価する。

なお，今回工認の取水槽及び屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の地震応答解析モ

デルは，既工認から変更し，地盤－構造物連成系の 2次元ＦＥＭモデルを採用する。 

建物・構築物を代表して原子炉建物の既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比較

を表 3－3及び表 3－4 に示す。なお，原子炉建物については，既工認と同様に，側面地盤

が埋戻土であることを踏まえ，地震応答解析モデルにおいて側面地盤ばねは考慮しないこ

ととするが，入力地震動評価においては，建物の埋込みによる切欠き地盤の影響を考慮し

た評価を行っていることから，側面地盤からの地震動の入力に対する影響について検討し，

その結果を「別紙－2 側面地盤からの地震動の入力に対する影響について」に示す。 

入力地震動評価のための解析モデルについては，建設時以降の敷地内の追加地質調査結

果の反映等により，最新のデータを基に，より詳細にモデル化したものである。 

表層地盤の物性値ついては，建物の規模や施設の重要性を踏まえて，原子炉建物を代表

として，等価物性値を設定する。原子炉建物で算定した等価物性値を各建物・構築物に適

用する。なお，島根サイトの敷地は，東西方向の地下構造はほぼ水平成層であり，南北方

向の地下構造は北に緩やかに傾斜しているが，敷地全体では大局的に見てほぼ水平な構造

である。また，「4.1 表層地盤の物性値に関する検討」に示すように，表層地盤の物性値

の変動が入力地震動に及ぼす影響は軽微である。以上のことから，表層地盤の物性値の設

定において，原子炉建物を代表することは妥当であるといえる。 
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表 3－1 入力地震動の評価手法の比較（建物・構築物） 

建物・構築物 

入力地震動の評価手法 建物・構築物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 変更理由 
入力地震動 

出力位置 

相互作用モデル 
建物・構築物の 

設置レベル＊５ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 水平＊４ 鉛直 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
の
間
接
支
持
構
造
物 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
及
び 

原子炉 

建物 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM 解析 

2E＊８ 

― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM 解析 

2E＊８ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― EL -4.7m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL -4.7m 

制御室 

建物 
直接入力 ― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM 解析 

2E＊８ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

S クラス施設を含

む建物・構築物で 

あるため，原子炉 

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.1m 

タービン 

建物 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991 追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.0m 

廃棄物処理 

建物 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991 追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
EL 0.0m 

排気筒 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論＊１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論＊１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― EL 2.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） 
EL 2.0m 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

ガスタービン 

発電機建物 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊２ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊２ 

― ― EL 44.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 44.0m 

緊急時 

対策所 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

（引下げ，引上げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

― ― EL 48.25m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 48.25m 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

1 号機 

原子炉建物 
直接入力 ― 

（引下げ） 

一次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM 解析 

2E＊８ 

― 

２号機原子炉 

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 

ジョイント要素を

用いた 

３次元ＦＥＭ 

モデル 

― EL 0.1m 

1 号機 

タービン建物 
― ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL -0.3m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL -0.3m 

1 号機 

廃棄物 

処理建物 

― ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL 5.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 5.0m 

1 号機 
排気筒 

直接入力 ― 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

(引下げ，引上げ) 

一次元波動論 

E+F+P 

２号機排気筒の 

評価手法と 

合わせる 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） EL 0.0m 

サイトバンカ 
建物 

直接入力 ― 直接入力＊６ ― ― ― ― 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 7.3m 

サイトバンカ 
建物 

（増築部） 
― ― 直接入力＊６ ― ― ― ― 基礎固定モデル ― EL 7.3m 

排気筒モニタ室 ― ― 

排気筒の基礎上 

の地震応答解析 

結果を用いる＊７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.8m 

（排気筒基礎上） 

燃料移送 
ポンプエリア 
竜巻防護 
対策設備 

― ― 

排気筒の基礎上 

の地震応答解析 

結果を用いる＊７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.7m 

（排気筒基礎上） 

注記 ＊１： 排気筒の既工認は，改造工認（平成 25 年）を示す。 

 ＊２： 高台の EL 44m 盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「２Ｅ」とする。 

 ＊３： 高台の EL 50m 盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「２Ｅ」とする。 

 ＊４： 水平方向の相互作用モデルにおいて，側面地盤ばねは考慮しない。 

 ＊５： 代表的な設置レベルを示す。 

 ＊６： EL 8.5m 盤に設置された埋込みを有しない建物であり，解放基盤相当（Vs=1600m/s）に支持されていること

から，既工認（サイトバンカ建物（増築部）においてはサイトバンカ建物）と同様に直接入力とする。 

 ＊７： 排気筒の基礎上に設置されている建物・構築物であるため，排気筒の地震応答解析によって得られる基礎

上の応答を入力地震動として用いる。 

 ＊８： 2次元ＦＥＭモデルの切欠き地盤の表面応答であるため「２Ｅ」と表記しているが，建物の埋込みによる切

欠き地盤を詳細にモデル化しているため，埋込みと切欠きの影響は入力地震動に考慮されている。 

 注１： 「Ｅ+Ｆ+Ｐ」は地盤の切欠き力の影響を考慮した建物基礎底面位置の地震動を表す。 

 注２： 「２Ｅ」は地盤表面の地震動を表す。  
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表 3－2(1) 入力地震動の評価手法の比較（土木構造物） 

土木構造物 

入力地震動の評価手法 土木構造物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 
入力地震動 

出力位置＊１ 

相互作用モデル 
土木構造物の 

設置レベル＊２ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 

屋
外
重
要
土
木
構
造
物 

取水槽 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -65.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -10.75m 

屋外配管ダクト 

（タービン建物 

～排気筒） 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -30.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 5.2m 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵 

タンク格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.85m 

屋外配管ダクト 

（Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク～原子炉建物） 

― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -20.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 11.011m 

屋外配管ダクト 

（タービン建物～放水槽） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -30.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 1.6m 

取水管 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -17.812m 

取水口 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -22.0m 

津
波
防
護
施
設 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -19.1m 

防波壁（逆Ｔ擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 8.0m 

防波壁（波返重力擁壁） ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -13.0m 

１号機取水槽流路縮小工 

（北側壁含む） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -85.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL -6.575m 

(北側壁:EL -8.2m) 

防波壁通路防波扉 

（１号機北側） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -15.9m 

防波壁通路防波扉 

（２号機北側） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -12.4m 

防波壁通路防波扉 

（荷揚場南） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -3.9m 

防波壁通路防波扉 

（３号機東側） 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 6.5m 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

第１ベントフィルタ 

格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 1.7m 

低圧原子炉代替注水 

ポンプ格納槽 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL -0.3m 

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 35.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 46.8m 

ガスタービン発電機用 

軽油タンク基礎 
― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E＊３ 

EL 45.8m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

(底面鉛直ばね 

モデル) 

EL 45.8m 

屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油

タンク～ガスタービン 

発電機） 

― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 40.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 45.7m 

注記＊１：地震応答解析モデル（2次元ＦＥＭモデル又は地盤ばねモデル）のモデル下端位置を示す。 

＊２：代表的な設置レベルを示す。 

＊３：高台の EL 44m 盤に設置された埋込みを有しない土木構造物であることから，「２Ｅ」とする。 

注：「２Ｅ」は，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波の２倍の地震動を示す。 
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表 3－2(2) 入力地震動の評価手法の比較（土木構造物） 

土木構造物 

入力地震動の評価手法 土木構造物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 
入力地震動 

出力位置＊１ 

相互作用モデル 
土木構造物の 

設置レベル＊２ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

免震重要棟遮蔽壁 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL 30.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 

EL 43.85m 

（杭下端レベル） 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -100.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 15.3m 

取水槽循環水ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

― ― 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

取水槽海水ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

― ― 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

取水槽海水ポンプ 

エリア防水壁 
― ― 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

取水槽の地震応答 

解析結果を 

用いる＊３ 

― ― 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

１号機取水槽ピット部 ― ― 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

（引下げ，引上

げ） 

一次元波動論 

2E 

EL -85.0m 
地盤－構造物連成系の 

2次元ＦＥＭモデル 
EL 0.7m 

注記＊１：地震応答解析モデル（2次元ＦＥＭモデル又は地盤ばねモデル）のモデル下端位置を示す。 

＊２：代表的な設置レベルを示す。 

＊３ ：取水槽に設置される土木構造物であるため，取水槽の地震応答解析による応答値を基に算定した静的震度を用 

 いる。 

注 ：「２Ｅ」は，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波の２倍の地震動を示す。 
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表 3－3 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法の比較（主な解析条件） 

 既工認 今回工認 

入力地震動の

評価（概要） 

 
（ＮＳ方向） 

 
（ＮＳ方向） 

※解放基盤表面から EL -215m までの 

１次元モデルは既工認と同じ。 

評価手法 

解析方法 周波数応答解析 同左 

入力地震動の

算定方法 

[計算機 

コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[VESL-DYN] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

入力地震動の解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から EL 

-215m までをモデル化 

・引上げ：幅は約 600m の範囲とし，高さ

は EL -215m 以浅をモデル化 

・引下げ：同左 

 

・引上げ：同左 

 

速度層区分 建設時の地質調査結果に基づき設定 建設時の地質調査結果に加えて，建設時以

降の敷地内の追加地質調査結果（ボーリン

グ，ＰＳ検層）に基づき設定 

地盤物性値＊１ ・岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

・表層地盤については，文献(1)に基づく標

準的な砂質土のひずみ依存性を考慮した

等価物性値を設定 

・同左 

 

・表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

境界条件＊２ 

(2 次元ＦＥ

Ｍ) 

・底面：粘性境界 

・側面：粘性境界 

・底面：粘性境界 

・側面：エネルギー伝達境界※ 

※側方地盤への波動の逸散をより詳細に評

価する境界条件に変更 

入力地震動 

出力位置 

EL -4.7m 同左 

備考 建設工認 第１回 添付書類Ⅳ-2-4-1 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

今回工認 添付書類Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

地震応答解析モデル 

相互作用 

モデル 

水平：地盤ばねモデル（SR モデル） 

鉛直：― 

水平：地盤ばねモデル（SR モデル） 

鉛直：地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばねモデル） 

建物設置 

レベル 

EL -4.7m 同左 

  箇所：主な相違点 

注記＊１：今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 3－5に示す。 

＊２：2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件を参考資料－1に示す。  
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表
3－

4 
原
子
炉
建
物
の
地
震
応
答
解
析
に
用
い
る
入
力
地
震
動
の
解
析
モ
デ
ル
の
比
較
（
2
次
元
Ｆ
Ｅ
Ｍ
解
析
モ
デ
ル
）
 

今
回
工
認

 

  

既
工
認
 

  

 

  

  

Ｎ
Ｓ
 

Ｅ
Ｗ
 

注
１
：
今

回
工

認
モ

デ
ル

で
は

建
物

基
礎

底
面

レ
ベ

ル
の

振
動

を
同
一

と
す
る

た
め
，

建
物
基
礎
底

面
レ
ベ

ル
の
平

面
を
保

持
す
る

拘
束
条
件
を

設
け
て

い
る
。

 

ま
た

，
建

物
床

レ
ベ

ル
の

水
平

変
位

を
同

一
と

す
る
た

め
，
切

欠
き
地

盤
側
面

に
は
水

平
変
位
を
保

持
す
る

拘
束
条

件
を
設

け
て
い

る
。

 

注
２
：
既

工
認

モ
デ

ル
と

今
回

工
認

モ
デ

ル
に

よ
る

入
力

地
震

動
の
比

較
を
添

付
資
料

－
2
に
示
す
。
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3.2 地盤の物性値 

今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 3－5 に，地盤物性の不確かさを考

慮した解析用地盤物性値を表 3－6 に，表層地盤（①-1：埋戻土）のせん断剛性及び減衰

定数のひずみ依存性と等価物性値の設定の考え方を，既工認と比較して表 3－7に示す。 

埋戻土の剛性と減衰のひずみ依存性は，既工認では文献(1)に基づく標準的な砂質土のひ

ずみ依存性としていたが，今回工認では試験結果に基づくひずみ依存性に変更する。表層

地盤を除く岩盤（①-2～⑥）の地盤物性値は，既工認で設定した値を用いる。 

なお，島根原子力発電所の建物・構築物の支持地盤は硬質岩盤であるため，既工認にお

いて，表層地盤のみ地震動レベルに応じた非線形性を考慮することとし，表層地盤の物性

値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏まえ，剛性及び

減衰定数はそれぞれの地震動レベル（Ｓｓ，Ｓｄ）に対してモデルの要素の大きさを考慮

した等価物性値（一定値）を設定する。 

また，地震応答解析においては，表 3－5 に示す物性値を基本ケースとし，地盤物性の

不確かさを考慮する。地盤物性の不確かさ（岩盤）については，「NS2-補-023-01 地盤の

支持性能について」に示すとおり，地盤調査結果の平均値を基に設定した基本ケースのＳ

波速度及びＰ波速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±σ）を考慮して設定する。

なお，表層地盤①-1 の地盤物性値の不確かさについては，ＰＳ検層の結果により設定し

た岩盤①-2～⑥の変動係数（岩盤①-2～②：±20％，岩盤③～⑥：±10％）に基づき，±

20％を変動係数として設定する。 
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表 3－5 今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量＊２ 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数＊２ 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 
Ｓｓ 127＊３ 422＊３ 20.7 0.45 0.341＊３ 8＊３ 

Ｓｄ 156＊３ 516＊３ 20.7 0.45 0.512＊３ 7＊３ 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3＊４ 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3＊４ 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

注記＊１：層番号は解析モデル図(表 3－4)を参照 

＊２：単位体積重量及びせん断弾性係数については，今回工認では既工認の値（MKS 単位系）を単位換算（SI 単位系） 

した値を示す。 

＊３：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 

＊４：既工認では，慣用値として 5%としていたが，今回工認では他の岩盤（③～⑥）と同様に 3％とする。 
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表 3－6 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

(a) Ｓ波速度 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 
Ｓｓ 127 153 102 

Ｓｄ 156 187 125 

岩盤①-2 250 300 200 

岩盤② 900 1080 720 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 

(b) Ｐ波速度 

層番号 
地盤のＰ波速度 Ｖｐ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 
Ｓｓ 422 506 338 

Ｓｄ 516 620 413 

岩盤①-2 800 960 640 

岩盤② 2100 2520 1680 

岩盤③ 3600 3960 3240 

岩盤④ 4000 4400 3600 

岩盤⑤ 4050 4455 3645 

岩盤⑥ 4950 5445 4455 
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表 3－7 表層地盤のせん断剛性及び減衰定数のひずみ依存性と等価物性値の設定の考え方 

 既工認 今回工認 

埋戻土の 

せん断剛性 

及び 

減衰定数の 

ひずみ 

依存性 

 

 
 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」より引用 

設定根拠 
文献(1)に基づく標準的な 

砂質土のひずみ依存性 

埋戻土における動的変形試験結果により 

設定したひずみ依存性 

評価 

フロー 

  

等価 

物性値 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ 

せん断剛性（G） 減衰定数（h） せん断剛性（G） 減衰定数（h） 

0.65(t/cm2) 
（剛性低下率 G/G0 0.485） 

5%（慣用値） 
表 3－5参照 

（等価物性値の設定方法については，別紙－1参照） 
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（○：試験結果）

・２号機原子炉建物の一次元 

モデルに基づき設定 

・表層地盤の初期せん断弾性 

係数(G0)，ひずみ依存性(G/G0- 

γ,h-γ)を設定 

等価線形解析による収束計算 

・Ｓ１,Ｓ２による収束値から算

定した平均的な剛性低下率に

基づき，等価なせん断弾性係

数(G)を設定 

・各建物の表層地盤の物性値に

設定 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 

G(平均)=ΣHG/ΣH 

剛性低下率=G(平均)/G0 

※剛性低下率は S1，S2共通とし， 

 表層地盤の３層の平均値に基づき設定 

G/G0 h 

γ 

EL -10m 
解放基盤表面 

地表面 

下降波 上昇波 上昇波 下降波 

EL 15m 
EL 5m 

EL -4.7m 

EL -110m 

EL -50m 

EL -160m 

EL -215m 

（表土 埋土） 

有効ひずみ γ 剛性 G 減衰 h EL 15m 

0 0.1% 0 1.0 t/cm2 0 10% 20% 

S2 

S1 

S2 

S2 
S1 

S1 

3
8
0 
3
1
0 

3
1
0 

c
m 

表層地盤の有効ひずみ，剛性及び減衰 

等価線形解析の概念図 

層
厚

H 

・2 号機原子炉建物の NS 方向及

び EW 方向の 2 次元 FEM モデル

に基づき設定 

・表層地盤の拘束圧依存性を考

慮した初期せん断弾性係数

(G0)，ひずみ依存性(G/G0-

γ,h-γ)を設定 

等価線形解析による収束計算 

・各要素の収束値を要素面積の重み

付け平均することにより地震動ご

との剛性低下率及び減衰定数を算

定し，Ｓｓ及びＳｄそれぞれで平

均化することにより，地震動レベ

ルに応じた等価物性値を設定 

・2 号機原子炉建物の 2 次元 FEM で

算定した等価物性値を各建物の表

層地盤の物性値にも設定 

基準地震動Ｓｓ， 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

等価線形解析の概念図 
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4. 入力地震動に関する検討 

4.1 表層地盤の物性値に関する検討 

(1) 検討概要 

 入力地震動を算定する際の表層地盤①-1 の物性値については，既工認において表層

地盤の物性値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏

まえ，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄそれぞれの地震動レベルに応じた一定

値を設定することとしている。 

 本検討では，建物の規模や施設の重要性を踏まえて原子炉建物を代表として，表層地

盤①-1 のひずみ依存特性を考慮した等価線形解析（以下「等価線形解析ケース」とい

う。）より得られた水平方向の入力地震動と表層地盤①-1 を等価物性値とした線形解析

（以下「今回工認ケース」という。）より得られた水平方向の入力地震動を比較し，今

回工認ケースにおける表層地盤の物性値に関する設定方法の妥当性を確認する。 

 今回工認ケースと等価線形解析ケースの入力地震動を比較し，地震動レベルに応じた

一定値を設定することによる入力地震動評価への影響があると判断された場合は，等価

線形解析ケースによる入力地震動を用いた地震応答解析により，建物・構築物及び機器・

配管系への影響検討を実施する。 

 なお，本検討は，地震動により収束物性値が異なることから，基準地震動Ｓｓ及び弾

性設計用地震動Ｓｄの全波に対して影響を確認することとする。 
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(2) 検討条件 

a. 表層地盤①-1の物性値の設定 

(a) 今回工認ケース 

 今回工認ケースに用いる等価物性値を以下に示す。等価物性値の設定について

は，「別紙－1 表層地盤の等価物性値の設定について」に示す。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮した各要素の初期せん断弾性係

数を要素面積に応じて重み付け平均した値とする。 

 

Ｇ０＝1.707×102（N/mm2） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

今回工認ケースで設定している剛性低下率Ｇ/Ｇ０を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.2 0.3 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

今回工認ケースで設定している減衰定数ｈを表 4－2に示す。 

 

表 4－2 減衰定数ｈ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.08 0.07 
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(b) 等価線形解析ケース 

 等価線形解析ケースに用いる物性値を以下に示す。物性値については，Ⅵ-2-1-

3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の解析用物性値の算定式を用いること

とする。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により要素ごとに

算定する。 

 

Ｇ０＝749×σｍ’0.66 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝20.7×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00027
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.0958γ

γ + 0.00020
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－1 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係  
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b. 解析モデル 

本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－2に，地盤物性値を表 4－3 に示す。 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－2 2 次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－3 地盤物性値 

(a) 今回工認ケース 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層 

①-1 

Ｓｓ 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

Ｓｄ 156 * 516 * 20.7 0.45 0.512* 7 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 

    （4.1(2)a.(a)参照） 

 

(b) 等価線形解析ケース 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層 

①-1 

Ｓｓ ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

Ｓｄ ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を要素ごとに考慮した物性値（4.1(2)a.(b)参照） 
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(3) 検討結果 

 図 4－3 及び図 4－4 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固

有周期を示す。今回工認ケースの入力地震動は等価線形解析よる入力地震動の加速度応

答スペクトルと比較すると，主要施設の周期帯（図中のグレーハッチング以外の部分）

で概ね一致しており，有意な差がないことから，表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が

入力地震動に及ぼす影響は小さいと判断できるため，今回工認ケースにおいて，表層地

盤①-1 の物性値を一定値とする設定方法は妥当である。 

 表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動に及ぼす影響が小さい要因として，

島根原子力発電所の建物・構築物が硬質岩盤に支持されており，表層地盤①-1 の分布

する領域が地盤全体に対して限定的であること及び建物直下地盤である岩盤③と比較

して，表層地盤①-1 の地盤剛性は 10-2倍程度と小さいことから，表層地盤①-1 の剛性

の変動が地盤全体の剛性に寄与する割合は小さく，建物直下地盤に与える影響が軽微で

あると考えられる。 
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(1) Ｓｓ－Ｄ 

  
(2) Ｓｓ－Ｎ１ 

  
(3) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

図 4－3(1) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ） 
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主要施設の名称 

①制御棒の挿入性（燃料集合体） 

②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(4) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

  
(5) Ｓｓ－Ｆ１ 

  
(6) Ｓｓ－Ｆ２ 

図 4－3(2) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ） 
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⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(1) Ｓｄ－Ｄ 

  
(2) Ｓｄ－Ｎ１ 

  
(3) Ｓｄ－Ｎ２ＮＳ 

図 4－4(1) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(4) Ｓｄ－Ｎ２ＥＷ 

  
(5) Ｓｄ－Ｆ１ 

  
(6) Ｓｄ－Ｆ２ 

図 4－4(2) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(7) Ｓｄ－１ 

図 4－4(3) 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(4) 保守性に関する詳細検討 

本検討において，表層地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動に及ぼす影響は小

さいことを示したが，一部のケースにおいて，今回工認ケースよりも等価線形解析ケー

スの応答が大きくなる周期帯があることを確認した。 

ここでは，主要施設の周期帯において，今回工認ケースに対する等価線形解析ケース

の応答比率が最も大きくなったケース（弾性設計用地震動Ｓｄ－1，ＮＳ方向）に対し

て，後述する「4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に

関する検証」にて示す入力地震動評価用の地盤モデルが有する保守性の観点から，表層

地盤①-1 の地盤物性値の変動が入力地震動評価に及ぼす影響について，設計上の配慮

の必要性を検討する。 

表 4－4に，弾性設計用地震動Ｓｄ－1（ＮＳ方向）における本検討（今回工認ケース

及び等価線形解析ケース）及びシミュレーション解析（観測記録及びシミュレーション

解析結果）における応答比率の比較を示す。 

 表 4－4 に示すように，等価線形解析ケースが今回工認ケースの応答を上回る周期に

おいて，本検討において確認した影響（応答比率②/①＝1.15）は，シミュレーション

解析により確認した保守性（応答比率④/③＝1.35）より小さいことから，今回工認の

入力地震動評価に用いている地盤モデルが有する保守性に対して表層地盤①-1 の地盤

物性値の変動が入力地震動評価に及ぼす影響は軽微であり，設計上の配慮は必要ないと

判断できる。 

 

表 4－4 本検討及びシミュレーション解析における応答比率の比較 

周期＊１ 

(s) 

本検討 

（弾性設計用地震動Ｓｄ―１，ＮＳ方向） 

（図 4－4(3)） 

シミュレーション解析＊２ 

（2000 年鳥取県西部地震，ＮＳ方向） 

（図 4－29(a)） 

① 

今回工認 

ケース 

(m/s2) 

② 

等価線形解析 

ケース 

(m/s2) 

応答比率 

（②/①） 

③ 

観測記録 

(m/s2) 

④ 

解析結果 

(m/s2) 

応答比率 

（④/③） 

0.198 7.26 8.32 1.15 0.63 0.85 1.35 

注記＊１：応答比率（②/①）が最大となるときの周期 

＊２：「4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に関する検証」の「(3) 検討

結果」参照 

 

 

  

37



 

32 

4.2 一次元波動論による入力地震動評価の保守性に関する検討 

(1) 検討概要 

 一次元波動論により水平方向の入力地震動を算定している建物・構築物について，2

次元ＦＥＭ解析による入力地震動を算定し，一次元波動論による入力地震動の加速度応

答スペクトルと比較することで，一次元波動論による入力地震動評価の保守性を確認す

る。 

 対象とする建物・構築物は，一次元波動論により入力地震動を算定している建物・構

築物のうち，Ｓクラスの間接支持構造物であるタービン建物及び廃棄物処理建物を代表

とする。 

タービン建物及び廃棄物処理建物の入力地震動を算定するための 2 次元ＦＥＭモデ

ルは，表 3－4に示す今回工認の原子炉建物の 2 次元ＦＥＭモデルを基に，各建物位置

での表層の掘削形状及び速度層境界レベルを反映することにより作成する。 

 今回工認では，対象建物・構築物に隣接する建物・構築物等地下部分は，埋戻土でモ

デル化することを基本としているが，本検討においては，対象建物・構築物の基礎底面

が隣接する建物・構築物等の基礎底面よりも浅い位置にある場合，隣接する建物・構築

物等の剛性をより詳細にモデル化するために，隣接する建物・構築物等を等価な物性値

としてモデル化する。 

 一次元波動論と 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動の加速度応答スペクトルを比較

し，影響があると判断された場合は，2次元ＦＥＭ解析による入力地震動を用いた地震

応答解析により，建物・構築物及び機器・配管系への影響検討を実施する。 

 なお，本検討は，評価手法の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓ

ｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

a. 隣接する建物・構築物等のモデル化 

 タービン建物のＮＳ方向及び廃棄物処理建物のＥＷ方向は，表 4－5，図 4－5及び

図 4－6 に示すように，基礎底面が隣接する建物・構築物等の基礎底面よりも浅い位

置にあることから，隣接する建物・構築物等の剛性をより詳細にモデル化するために，

タービン建物のＮＳ方向については南側に隣接する原子炉建物及び北側に隣接する

取水槽の地下部分を，廃棄物処理建物のＥＷ方向については東側に隣接する 1 号機

廃棄物処理建物及び西側に隣接する原子炉建物の地下部分を等価な物性値としてモ

デル化する。 

 

表 4－5 隣接する建物・構築物等の基礎底面位置 

(a) タービン建物 

タービン

建物 

隣接する建物・構築物等 

東側 

1 号機タービン 

建物＊ 

西側 

なし（埋戻土） 

南側 

原子炉建物 

北側 

取水槽 

EL 0.0m EL -0.3m － EL -4.7m EL -12.1m 

注記＊：タービン建物の基礎底面より僅かに深い位置にあるが，概ね同じ高さにあることから，1

号機タービン建物の地下部分は埋戻土でモデル化する。 

 

(b) 廃棄物処理建物 

廃棄物 

処理建物 

隣接する建物・構築物等 

東側 

1 号機廃棄物 

処理建物＊ 

西側 

原子炉建物 

南側 

なし（埋戻土） 

北側 

タービン建物 

EL 0.0m EL 5.0m EL -4.7m － EL 0.0m 

注記＊：廃棄物処理建物の基礎底面より浅い位置にあるが，西側にある原子炉建物の地下部分を

等価な物性値でモデル化するため，東側についても西側に合わせて等価な物性値でモデ

ル化する。 
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原子炉建物

タービン建物

１号機タービン建物

取水槽

PN
A

A

B B

 

 

(a) ＮＳ方向（Ａ－Ａ断面） 

 

(b) ＥＷ方向（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 4－5 2 次元ＦＥＭモデル詳細図（タービン建物）  
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原子炉建物

タービン建物

廃棄物処理建物

1号機廃棄物処理建物

PN

B B

A

A

 

 

(a) ＮＳ方向（Ａ－Ａ断面） 

 

(b) ＥＷ方向（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 4－6 2 次元ＦＥＭモデル詳細図（廃棄物処理建物）  
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b. 隣接する建物・構築物等の等価剛性及び等価単位体積重量の算定 

 隣接する建物・構築物等の等価剛性及び等価単位体積重量の算定方法を以下に示

す。 

 

(a) 建物（原子炉建物及び 1号機廃棄物処理建物） 

 隣接する建物の等価物性値は各建物の質点系地震応答解析モデル（以下「ＳＲモ

デル」という。）に基づき設定する。 

 

イ. 等価せん断弾性係数 

隣接する建物モデルの等価せん断剛性は，ＳＲモデルのせん断剛性に基づき設

定する。ｉ層の等価せん断弾性係数Ｇｉ′は以下の式により算出する。 

Ｇ
ｉ

′ =
Ａ

Ｓｉ

Ａ
× Ｇ 

ここで， 

Ｇ ：建物のせん断弾性係数 

ＡＳｉ ：ｉ層のせん断断面積(ＳＲモデルのｉ層のせん断断面積の和) 

Ａ  ：建物面積 

 

ｉ層の等価せん断弾性係数Ｇｉ’を高さ方向に重み付け平均することにより，

等価せん断弾性係数 eqＧを以下の式により設定する。 

Ｇ
ｅｑ

=
∑ (ｈ

ｉ
× Ｇ

ｉ
′)

∑ｈ
ｉ

 

ここで，ｈｉ ：ｉ層支配高さ 

 

ロ. 等価単位体積重量 

隣接する建物モデルの等価単位体積重量は，ＳＲモデルの質点重量に基づき設

定する。ｉ層の単位体積重量γｉは以下の式により算出する。 

γ
ｉ

=
ｗ

ｉ

Ａ × Ｈ
ｉ

 

ここで， 

ｗｉ  ：ｉ層の質点重量(ＳＲモデルのｉ層の質点重量の和) 

Ａ  ：建物面積 

Ｈｉ  ：ｉ層の支配高さ 
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ｉ層の単位体積重量を高さ方向に重み付け平均することにより，等価単位体積

重量 eqγを以下の式により設定する。 

γ
ｅｑ

=
∑ (γ

ｉ
× Ｈ

ｉ
)

∑Ｈ
ｉ

 

 

(b) 取水槽 

 取水槽の等価物性値は取水槽の 2 次元ＦＥＭモデル（以下「取水槽ＦＥＭモデ

ル」という。）に基づき設定する。取水槽の構造モデルを図 4－7に，物性値を表 4

－6に示す。 

 

イ. 等価せん断弾性係数 

取水槽の等価せん断剛性は，取水槽ＦＥＭモデルのヤング係数及びポアソン比

に基づき設定する。等価せん断弾性係数 eqＧは以下の式により算出する。 

Ｇ
ｅｑ

=
∑ (Ａ

ｉ
× Ｇ

ｉ
)

∑Ａ
ｉ

 

Ｇ
ｉ

=
Ｅ

ｉ

２(１ + ν)
 

ここで， 

Ｇｉ ：区分ｉのせん断弾性係数 

Ａｉ ：区分ｉの面積 

Ｅｉ  ：区分ｉのヤング係数 

ν ：ポアソン比  

 

ロ. 等価単位体積重量 

取水槽の等価単位体積重量は，取水槽ＦＥＭモデルの単位体積重量に基づき設

定する。等価単位体積重量 eqγは以下の式により算出する。 

γ
ｅｑ

=
∑ (Ａ

ｉ
× γ

ｉ
)

∑Ａ
ｉ

 

ここで， 

γｉ  ：区分ｉの単位体積重量 

Ａｉ  ：区分ｉの面積 
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図 4－7 取水槽の構造モデル 

 

表 4－6 取水槽の物性値＊ 

注記＊：NS2-補-026-02「取水槽の耐震安全性評価」参照  

区分 
ヤング係数 

E(N/m2) 

せん断弾性係数 

G(N/m2) 

ポアソン比 

ν 

単位体積重量 

γ(N/m3) 

面積 

A(m2) 

A 
A-1 1.983E+09 8.263E+08 0.200 

1.194E+03 41.96 
A-2 9.914E+08 4.131E+08 0.200 

B 

B-1 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

1.213E+03 123.59 
B-2 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

B-3 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

B-4 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

C 

C-1 4.780E+09 1.992E+09 0.200 
3.993E+03 22.08 

C-2 4.868E+09 2.028E+09 0.200 

C-3 1.204E+09 5.017E+08 0.200 
1.959E+03 36.00 

C-4 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

D 

D-1 1.204E+09 5.017E+08 0.200 

1.565E+03 37.80 D-2 1.416E+09 5.900E+08 0.200 

D-3 2.124E+09 8.850E+08 0.200 

E E 4.874E+09 2.031E+09 0.200 4.054E+03 205.44 

F 
F-1 7.615E+09 3.173E+09 0.200 

5.991E+03 220.07 
F-2 6.836E+09 2.848E+09 0.200 

G G 5.232E+09 2.180E+09 0.200 3.606E+03 102.20 

H 

H-1 
2.475E+10 1.031E+10 0.200 2.788E+04 12.25 

H-3 

H-2 4.874E+09 2.031E+09 0.200 5.806E+03 3.50 

S N 
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c. 解析モデル 

 本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－8及び図 4－9に，2次元ＦＥＭモデル

の地盤物性値を表 4－7に，隣接する建物・構築物等の物性値を表 4－8に示す。 

 

 
(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－8 2 次元ＦＥＭモデル（タービン建物） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－9 2 次元ＦＥＭモデル（廃棄物処理建物） 
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表 4－7 2 次元ＦＥＭモデルの地盤物性値（タービン建物及び廃棄物処理建物） 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

 

表 4－8 隣接する建物・構築物等の等価物性値 

建物・構築物等 方向 
単位体積重量 

eqγ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

eqＧ 

（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

取水槽 ＮＳ 4.10 0.2 20.0 5 

原子炉建物 
ＮＳ 14.4 0.2 35.8 5 

ＥＷ 14.4 0.2 37.3 5 

１号機廃棄物処理建物 ＥＷ 12.0 0.2 21.4 5 

  

47



 

42 

(3) 検討結果 

 図 4－10 及び図 4－11 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び各建物の主

要な固有周期＊を示す。一次元波動論による入力地震動と 2次元ＦＥＭ解析による入力

地震動の加速度応答スペクトルは全周期帯にわたって概ね同等若しくは一次元波動論

による入力地震動の方が保守的である。また，建物の主要な固有周期に対して，一次元

波動論による入力地震動は 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動を上回っている，若し

くは，概ね同等の応答を示していることから，機器・配管系への影響の観点を含めて，

入力地震動の算定に一次元波動論を採用することの保守性を確認することができた。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0 を超えるものとして，

1次～3次固有周期を示す。 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－10 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（タービン建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－11 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（廃棄物処理建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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4.3 Ｄ級岩盤の非線形性による影響に関する検討 

(1) 検討概要 

 建物・構築物の入力地震動評価において，表層地盤①-1 については，地震動レベル

に応じて定めた等価物性値を設定することで地盤のひずみ依存特性を考慮しているが，

Ｄ級岩盤を含む岩盤①-2 については，Ｓ波速度は小さいものの，検討建物から離れた

わずかな領域に分布しており，大部分がＣＬ級以上の岩盤で構成されていることから，

地震時の非線形性が建物の入力に与える影響は小さいと判断し，地質調査結果に基づく

地盤物性値を用い，線形として扱っている。なお，地質調査結果に基づくＤ級岩盤の速

度層区分の設定については，添付資料－3に示す。 

一方で，原子炉建物の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価においては，図 4－12に示

す岩盤①-2 のうちＤ級岩盤に対しては，地盤のひずみ依存特性を考慮して，地震応答

解析を実施している。 

本検討では，原子炉建物を代表として，表 4－9 に示すモデルにより算定した入力地

震動の比較を行うことで，Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の影響を確認する。 

Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の影響があると判断された場合は，Ｄ級岩盤のひずみ依存

特性を考慮した 2 次元ＦＥＭ解析による入力地震動を用いた地震応答解析により，建

物・構築物及び機器・配管系への影響検討を実施する。 

なお，Ｄ級岩盤はＮＳ方向モデルのみに含まれるため，本資料ではＮＳ方向を対象と

して検討を行う。また，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について

検討することから，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせ

る基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して検討を行う。 
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(a) 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に用いた岩盤分類図 

 

(b) 速度層区分図 

図 4－12 岩盤分類図及び速度層区分図 

 

表 4－9 比較検討ケース 

検討ケース 

物性値の設定 

備考 表層地盤①-1 

（埋戻土） 

岩盤①-2 のうち 

Ｄ級岩盤 

ケース 1 

（今回工認モデル） 

線形 

（等価物性値） 
線形 

 

ケース 2 

（等価線形モデル） 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 
線形 

表層地盤①-1 を等価線

形としたケース 

ケース 3 

（等価線形モデル） 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 

等価線形 

(ひずみ依存特性考慮) 

表層地盤①-1 及び岩盤

①-2 のＤ級岩盤を等価

線形としたケース 

   

17
２．敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査

敷地地盤の地質・地質構造（２号地盤の速度層断面図：南北断面）

 ２号地盤の南北断面における速度層区分より，２号地盤の南北方向の地下構造は北に
緩やかに傾斜していると考えられる。

標高(m) 標高(m)

速度層
P波速度
(km/s)

S波速度
(km/s)

１ 層 0.8 0.25

２ 層 2.1 0.9

３ 層 3.6 1.6

４ 層 4.0 1.95

５ 層 4.05 2.0

６ 層 4.95 2.35

←N S→

旧地形

※速度構造と地質構造の関係については参考２（P173～）に示す。

Ｄ級岩盤 

凡例 

   ：岩盤①－2 

   ：速度層境界 

   ：旧地形 
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(2) 検討条件 

a. 地盤物性値の設定 

 ケース 2 及びケース 3に用いる物性値を以下に示す。物性値については，Ⅵ-2-1-

3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の解析用物性値を用いることとする。 

 

(a) 表層地盤①-1（4.1(2)a.(b)に記載の物性値の設定方法と同じ） 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により算定する。 

 

Ｇ０＝749×σｍ’0.66 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝20.7×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00027
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.0958γ

γ + 0.00020
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－13 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（表層地盤①-１）  
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(b) Ｄ級岩盤 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 初期せん断弾性係数は，拘束圧依存性を考慮して，以下の式により算定する。 

 

Ｇ０＝148×σｍ’0.49 （N/mm2） 

 

ここで， 

σｍ’＝(1＋2Ｋ)･σｖ’/3：平均拘束圧（N/mm2） 

σｖ’＝γ･Ｈ/106：上載荷重（N/mm2） 

Ｋ ：静止土圧係数（＝0.5：慣用値） 

γ ：単位体積重量（＝22.4×103N/m3） 

Ｈ ：各要素の中心深さ（m） 

ν ：動ポアソン比（＝0.45） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00062
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ = 0.023               (γ ≦ 1 × 10−4) 

ｈ = 0.023 + 0.071 × log (γ/0.0001)   (γ > 1 × 10−4) 

 

ここで， γ：せん断ひずみ 

 

 

図 4－14 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（Ｄ級岩盤） 
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b. 解析モデル 

 本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－15 に，地盤物性値を表 4－10 に示す。 

 

 

(a) ケース 1及びケース 2 

 

 

(b) ケース 3 

 

図 4－15 2 次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－10(1) 地盤物性値 

(a) ケース 1 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

 

(b) ケース 2 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を考慮した物性値 
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表 4－10(2) 地盤物性値 

(c) ケース 3 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 ＊ ＊ 20.7 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 

（Ｄ級岩盤） 
＊ ＊ 22.4 0.45 ＊ ＊ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：ひずみ依存性を考慮した物性値 
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(3) 検討結果 

 図 4－16 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。 

ケース 2とケース 3を比較すると，全周期帯において，加速度応答スペクトルに大き

な差がないことから，Ｄ級岩盤のひずみ依存特性の考慮が入力地震動評価に及ぼす影響

は小さいことが確認できた。また，ケース 1とケース 3を比較すると，主要な施設の周

期帯において，大きな差がないことから，今回工認の入力地震動の評価において，Ｄ級

岩盤のひずみ依存特性を考慮しないことの妥当性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

 （原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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主要施設の名称 

①制御棒の挿入性（燃料集合体） 

②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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4.4 2 次元ＦＥＭのメッシュ分割高さに関する検討 

(1) 検討概要 

 2 次元ＦＥＭモデルのメッシュ分割高さは，設備の耐震設計で考慮する振動数を踏ま

えて設定することとし，今回工認は既工認と同様に最高振動数（20Hz）に対して設定し

ている。 

 メッシュ分割高さＨは，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版（（社）日本電気協会）」に示された以下の基準を満足するように設定している。 

Ｈ ≤
１

５

Ｖ
Ｓ

𝑓𝑚𝑎𝑥
 

ここで， 

ＶＳ ：Ｓ波速度（m/s） 

𝑓𝑚𝑎𝑥 ：最高透過振動数（Hz） 

 

 本検討では，メッシュ分割高さの妥当性を確認するため，建物の規模や施設の重要性

を踏まえて原子炉建物を代表として，最高振動数（50Hz）に対して設定した比較用のモ

デル（以下「50Hz 透過モデル」という。）による解析を実施し，入力地震動への影響を

評価する。影響があると判断された場合には，高振動数領域の応答による影響が考えら

れる機器・配管系に対して，影響検討を実施する。 

なお，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓ

ｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

 本検討に用いる 2次元ＦＥＭモデルを図 4－17及び図 4－18 に，地盤物性値を表 4－

11 に示す。 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－17 2 次元ＦＥＭモデル（今回工認モデル） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－18 2 次元ＦＥＭモデル（50Hz 透過モデル） 
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表 4－11 地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価

物性値 

注：今回工認モデルと 50Hz 透過モデルで地盤物性値は共通 
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(3) 検討結果 

 図 4－19 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。 

 今回工認モデル及び 50Hz 透過モデルを比較すると，主要施設の周期帯において，両

モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致していることから，今回工認においても既工

認と同様に最高振動数が 20Hz となるようにメッシュ分割高さを設定する。なお，先行

サイトの審査実績においても，建物・構築物の入力地震動の算定に用いる 2次元ＦＥＭ

モデルにおけるメッシュ分割高さは 20Hz を考慮して作成されている。 

ただし，ＥＷ方向については，両モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している

が，25Hz～30Hz より高振動数領域で 50Hz 透過モデルを用いた入力地震動の方が今回工

認モデルを用いた入力地震動よりも大きいため，機器・配管系への影響検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－19 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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(4) 機器・配管系への影響評価 

機器・配管系の評価（後述する弁の動的機能維持評価を除く）においては，動的解析

において加速度応答スペクトルを考慮する固有振動数の閾値を 20Hz として評価を実施

しており，高振動数領域の応答が設備の構造健全性に与える影響は小さいことを確認し

ている（NS2-補-027-01「設計用床応答スペクトルの作成方針に関する補足説明資料」

参照）。 

一方で，弁の動的機能維持評価においては，機能確認済加速度と応答加速度の比較に

より健全性を確認する加速度評価であり，弁を支持する配管系の 20Hz 以上の領域の振

動モードの影響を無視できないことから，20Hz を超える振動数領域まで考慮した地震

応答解析により，弁駆動部の応答加速度を算定している（NS2-補-027-05「弁の動的機

能維持評価について」参照）。 

(3)に示すとおり，今回工認モデル及び 50Hz 透過モデルの応答を比較すると，20Hz 以

下の周期帯において，両モデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している。そのため，

弁の動的機能維持評価を除く機器・配管系の評価においては，50Hz 透過モデルの応答

を考慮しても影響は小さいといえる。一方で，ＥＷ方向の 25Hz～30Hz より高振動数側

の領域で 50Hz 透過モデルを用いた入力地震動の方が今回工認モデルを用いた入力地震

動よりも大きいことから，高振動数領域の応答による影響が考えられる弁の動的機能維

持評価に対し影響検討を実施する。 

 

a. 検討方針 

 影響検討フローを図 4－20に示し，以下のとおり，2次元ＦＥＭモデルのメッシュ

分割高さによる影響検討を行う。 

 

(a) 検討対象設備 

 原子炉建物に設置される以下の機器・配管系を影響検討の対象とする。 

・原子炉建物に設置される動的機能維持評価対象弁 

（NS2-補-027-05「弁の動的機能維持評価について」参照） 
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(b) 検討に用いる耐震条件 

 今回工認モデル（基本ケース）の地震応答解析結果と 50Hz 透過モデルの地震応

答解析結果から，応答比率を以下のように算出する。 

 

応答比率 ＝ 
50Hz 透過モデルの応答 （Ｓｓ－Ｄ）

今回工認モデル（基本ケース）の応答 （Ｓｓ－Ｄ）
 

 

応答比率算出のための 50Hz 透過モデルを用いた地震応答解析は，原子炉建物に

おける検討方針と同様に基準地震動Ｓsのうち位相特性の偏りがなく，全周期帯に

おいて安定した応答を生じさせ，機器・配管系の耐震性評価において支配的な基準

地震動Ｓs－Ｄを代表として用いる。 

50Hz 透過モデルによる基準地震動Ｓｓ5 波（以下「Ｓｓ5 波」という。）の震度

（以下「50Hz 透過震度」という。）及び床応答スペクトル（以下「50Hz 透過床応答

スペクトル」という。）（以下，50Hz 透過震度及び 50Hz 透過床応答スペクトルを総

称して「50Hz 透過耐震条件」という。）は，今回工認モデル（基本ケース及び不確

かさケース＊）のＳｓ5 波を用いた地震応答解析結果と応答比率を用いてそれぞれ

以下のとおり設定する。 

注記＊：「不確かさケース」はⅥ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す

ケース 2（地盤物性＋σ）及びケース 3（地盤物性－σ）を示す。 

 

イ. 50Hz 透過震度 

 各標高について，工認モデル（基本ケース）を用いた地震応答解析から得られ

る応答波の最大応答加速度に上記で算出した応答比率を乗じて作成したものと，

工認モデル（不確かさケース）を用いた地震応答解析から得られる応答波の最大

応答加速度に上記で算出した応答比率を乗じて作成したものを包絡させて作成

する。50Hz 透過震度の作成フローを図 4－21に示す。 

 

ロ. 50Hz 透過床応答スペクトル 

 各標高・各減衰について，工認モデル（基本ケース）を用いた地震応答解析か 

ら得られる応答波を用いて作成した床応答スペクトルに上記で算出した周期ご

との応答比率を乗じ±10%拡幅したものと，工認モデル（不確かさケース）を用

いた地震応答解析から得られる応答波を用いて作成した床応答スペクトルに上

記で算出した周期ごとの応答比率を乗じたものを包絡させて作成する。50Hz 透

過床応答スペクトルの作成フローを図 4－22 に示す。また，50Hz 透過床応答ス

ペクトルの作成例を図 4－23に示す。 
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図 4－21 50Hz 透過震度の作成フロー 

 

 

 

図 4－22 50Hz 透過床応答スペクトルの作成フロー 
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図 4－23 50Hz 透過床応答スペクトルの作成例 

（水平方向（EW），原子炉建物 23.800m，基準地震動Ｓｓ，減衰 2.0%） 
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(c) 条件比率の作成  

(b)で作成した 50Hz 透過耐震条件と耐震計算に用いる耐震条件との条件比率に

ついて，以下のように作成する。 

 

イ．震度 

条件比率 ＝ 
50Hz 透過震度

設計用震度Ⅰ（弁の動的機能維持評価に適用する震度）
 

 

ロ．床応答スペクトル 

条件比率 ＝ 
50Hz 透過床応答スペクトル

弁の動的機能維持評価に適用する床応答スペクトル
 

 

(d) 簡易評価 

(a)の検討対象設備に対する裕度（許容値/発生値）を整理の上，(c)で作成した

条件比率と設備の裕度との比較（以下「簡易評価」という。）を行い，簡易評価に

より条件比率が設備の裕度を下回ることを確認する。 

条件比率の適用方法を以下に示す。なお，条件比率の適用方法及び簡易評価方

法を以下に示す。 

 

イ. 震度 

各対象弁を支持する配管系の評価用震度（1.2ZPA）における条件比率を簡易評

価に適用する。 

 

ロ. 床応答スペクトル 

 各対象弁を支持する配管系の評価用床応答スペクトルにおける 0.02～1.0s 間

の条件比率の最大値を簡易評価に適用する。床応答スペクトルの条件比率の適用

方法を図 4－24に示す。 

 

 

 

 

簡易評価に適用する床応答スペ

クトル条件比率 

＝0.02～1.0s の周期帯における

条件比率の最大値 

 

 

 

図 4－24 床応答スペクトルの条件比率の適用方法  

0.02～1.0s の周期帯における条件比率の最大値 
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b. 検討結果 

(a) 50Hz 透過耐震条件（ＥＷ方向）の作成結果 

弁の動的機能維持評価においては，震度（1.2ZPA）及び 1～50Hz の周期範囲にお

いて計算して作成した床応答スペクトルを適用して評価する。原子炉建物に設置さ

れる動的機能維持評価対象弁の評価用の 50Hz 透過震度を表 4－12 及び表 4－13

に,50Hz 透過床応答スペクトルを図 4－25～図 4－27 に示す。また，同図には NS2-

補-027-05「弁の動的機能維持評価について」に示される弁の動的機能維持評価に

適用する床応答スペクトルを併記して示す。 

50Hz 透過床応答スペクトルと弁の動的機能維持評価に適用する床応答スペクト

ルを比較し，各標高・各減衰について，50Hz 透過床応答スペクトル／弁の動的機能

維持評価に適用する床応答スペクトルにより周期ごとの条件比率を算定する。 

50Hz 透過震度及び 50Hz 透過床応答スペクトルの条件比率の最大値は 1.45 であ

った。 
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表 4－12 震度（原子炉建物） 

基準地震動Ｓｓ，1.2ZPA，水平方向（EW） 

構造物名 

質点番号 

標高 

EL(m) 

震度 

(×9.80665m/s2)×1.2 
条件比率 

EW 方向 
① 

設計用Ⅰ 

② 

50Hz 透過 

耐震条件 

②/① 

原子炉 

建物 

6,12,20,24,29 34.800 1.41 1.41 1.00 

7,13,21,25,30 30.500 1.75 1.75 1.00 

8,14,26,31 23.800 1.17 1.17 1.00 

1,9,15,27,32 15.300 1.04 1.05 1.01 

2,10,28,33  8.800 1.06 1.07 1.01 

 

表 4－13 震度（ガンマ線遮蔽壁及び原子炉圧力容器ペデスタル） 

基準地震動Ｓｓ，1.2ZPA，水平方向（EW） 

構造物名 

質点番号 

標高 

EL(m) 

震度 

(×9.80665m/s2)×1.2 
条件比率 

EW 方向 
① 

設計用Ⅰ 

② 

50Hz 透過 

耐震条件 

②/① 

ガンマ線遮蔽壁 

55 26.981 2.60 2.68 1.04 

56 24.000 2.33 2.40 1.04 

57 21.500 1.98 2.02 1.03 

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

59 15.944 1.37 1.39 1.02 

60 13.022 1.24 1.26 1.02 
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(1/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 34.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(2/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 30.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(3/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 30.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(4/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 23.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(5/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 23.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(6/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 15.300m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(7/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 15.300m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－25(8/8) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉建物 EL 8.800m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(1/4) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：ガンマ線遮蔽壁 EL 26.981m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(2/4) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：ガンマ線遮蔽壁 EL 24.000m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(3/4) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：ガンマ線遮蔽壁 EL 21.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－26(4/4) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：ガンマ線遮蔽壁 EL 21.500m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－27(1/2) 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉圧力容器ペデスタル EL 15.944m）  
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上段：床応答スペクトル 

下段：床応答スペクトル条件比率 

 

図 4－27(2/2） 弁の動的機能維持評価適用条件と 50Hz 透過耐震条件の 

床応答スペクトル及び条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向（EW）：原子炉圧力容器ペデスタル EL 13.022m） 
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(b) 影響検討結果 

原子炉建物に設置される動的機能維持評価対象弁に対して簡易評価を実施した。

条件比率の最大値が 1.45 であるため，動的機能維持評価対象弁のうち，裕度 1.45

以下の弁（No.1～5）及び条件比率が最大比率である 1.45 となる弁（No.6,7）を選

定し，簡易評価を実施した結果を表 4－14 に示す。簡易評価の結果，No.1,3 以外

の動的機能維持評価対象弁については条件比率が設備の裕度以下となっているこ

とを確認した。 

条件比率が設備の裕度を上回る No.1,3 の弁について 50Hz 透過耐震条件を用い

て詳細評価を実施した結果を表 4-15 に示す。詳細評価の結果，どちらの弁につい

ても構造強度評価上の最弱部位である操作部本体取付ボルト部における発生応力

が許容応力を下回ることを確認した。 

以上より，50Hz 透過モデルの応答を考慮しても動的機能維持評価対象弁の耐震

性への影響がないことを確認した。 

 

表 4－14 代表弁に対する簡易評価結果（動的機能維持評価） 

 

 

表 4-15 50Hz 透過耐震条件を用いた詳細評価結果 

 

 

  

No. 系統 弁番号 弁名称 弁型式 方向

機能維持評価
用加速度

（×9.8m/s2）

機能確認済
加速度

（×9.8m/s2）

裕度 条件比率
簡易評価
結果

1 RHR AV222-1A A-試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 5.92 6.0 1.01 1.06 ×

2 RHR AV222-1C C-試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 4.90 6.0 1.22 1.06 ○

3 RHR AV222-3A
A-炉水戻り試験可能

逆止弁
空気作動逆止弁 水平 5.82 6.0 1.03 1.07 ×

4 LPCS AV223-1 試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 5.52 6.0 1.08 1.08 ○

5 HPCS AV224-1 試験可能逆止弁 空気作動逆止弁 水平 4.60 6.0 1.30 1.08 ○

6 RHR MV222-7
RHR 炉水入口外側

隔離弁
電動ゲート弁 水平 2.45 6.0 2.44 1.45 ○

7 HPCS MV224-1
HPCS ポンプ復水
貯蔵水入口弁

電動ゲート弁 水平 1.48 6.0 4.05 1.45 ○

建物 EL(m) 減衰定数(%) 発生値(MPa) 許容値(MPa)

1 RHR AV222-1A A-試験可能逆止弁
操作部本体取付

ボルト部
組合せ ガンマ線遮蔽壁 24.000 3.0 31 886 ○

3 RHR AV222-3A
A-炉水戻り試験可能

逆止弁
操作部本体取付

ボルト部
組合せ

原子炉圧力容器
ペデスタル

15.944 2.5 27 886 ○

詳細評価
結果

詳細評価条件
50Hz透過耐震条件を

用いた評価No. 系統 弁番号 弁名称 評価部位 応力分類
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4.5 観測記録を用いたシミュレーション解析による入力地震動評価に関する検証 

(1) 検討概要 

 本検討は，2000 年 10 月 6 日鳥取県西部地震（以下「2000 年鳥取県西部地震」とい

う。）の観測記録を用いた水平方向及び鉛直方向の入力地震動に関する地盤のシミュレ

ーション解析により，入力地震動評価に用いている地盤モデルの妥当性を示すものであ

る。 

 

(2) 検討条件 

 本検討では，建物の基礎直下において地震観測を行っている原子炉建物を対象に，

2000 年鳥取県西部地震時に観測された EL-135m における鉛直アレイ観測記録を用いて

評価した建物基礎直下での入力地震動と原子炉建物の基礎直下で観測された地震動の

加速度応答スペクトルを比較し，今回工認で入力地震動評価に用いている地盤モデルの

妥当性を確認する。 

 鉛直アレイの地震計配置図を図 4－28に，本検討の検討概要を表 4－16に，地盤物性

値を表 4－17 に示す。シミュレーション解析に用いている観測記録は，原子炉建物近傍

のＡ地点の記録とし，浅部地盤の影響の少ない EL-135m の記録を用いる。 

 地震動の引き下げについては，解放地盤モデルを用いて，鉛直アレイ観測記録を EL-

135m に入力し，一次元波動論により EL-215m における入射波を算定する。 

 地震動の引き上げについては，今回工認の評価手法と同様に，地盤モデル（水平方向

は 2次元ＦＥＭモデル，鉛直方向は 1次元モデル）の底部 EL-215m に地震動の引き下げ

により算定した入射波を入力することで，原子炉建物の基礎直下での入力地震動を算定

する。 

なお，地震動の引き下げ及び引き上げに用いる解放地盤モデル，2次元ＦＥＭモデル

及び 1次元モデルは，今回工認の入力地震動評価に用いるモデルと同じであるが，表層

地盤①-1 の地盤剛性及び減衰定数については，2000 年鳥取県西部地震による地震動レ

ベルを踏まえて，ひずみ依存性を考慮せず，表 4－17 に示すとおり岩盤①-2と同じ値＊

とする。  

 

注記＊：今回工認モデルの表層地盤①-1の初期剛性については，Ｇ０＝1.707×102（N/mm2）

に設定しており，その直下の岩盤①-2（Ｇ＝1.31×102（N/mm2））と概ね同程度

であることから，本検討では，表層地盤①-1の地盤剛性及び減衰定数を直下の

岩盤①-2と同じ値とする。 
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図 4－28 鉛直アレイの地震計配置図  
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表 4－16 検討概要 

観測記録 2000 年鳥取県西部地震（EL-135m における鉛直アレイ観測記録） 

地盤 

条件 

引下げ 解放地盤モデル 

引上げ 水平方向：2次元ＦＥＭモデル  鉛直方向：1次元モデル 

概念図 

水平 

方向 

 

 

 

鉛直 

方向 

 

 

 

  

 

EL-215.0m

EL-60.0m

EL-215.0m

［解放地盤モデル］

EL-10.0m

EL-110.0m

EL-160.0m

EL-135.0m

入射波
:E1

反射波
:F1 2×E1入力

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 -2
表層 -1

岩盤 -2

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 -1側面エネルギー
伝達境界

自
　
　
由
　
　
地
　
　
盤

自
　
　
由
　
　
地
　
　
盤

表層 -1

入力動相当
算定位置

EL-4.7m

側面エネルギー
伝達境界

岩盤 
入力位置

底面粘性境界

 

EL-160.0m

解放基盤表面:
EL-10.0m

EL-60.0m

EL-110.0m

EL-215.0m

入射波:E1反射波:F1

EL-4.7m

反射波:F2入射波:E1

［解放地盤モデル］

岩盤 

EL-50.0m

EL-165.0m

EL-115.0m

地表面:EL15.0m

 鉛直入力動

EL-135.0m

入力位置

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 
岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層 －１

［1 次元モデル］ 

［2次元ＦＥＭモデル］ 
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表 4－17 地盤物性値 

層番号＊ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 250 800 20.7 0.45 1.31 3 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

注記＊：層番号は解析モデル図(表 4－16)を参照 
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(3) 検討結果 

シミュレーション解析による建物基礎直下の入力地震動と建物基礎直下における観

測記録の加速度応答スペクトルの比較及び建物の主要な固有周期＊を図 4－29 に示す。 

シミュレーション解析結果は，観測記録の 1次ピークを捉えており，全周期帯におい

て概ね保守的な評価となっていることから，今回工認に用いる地盤モデルは妥当である。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0 を超えるものとして， 

水平方向は 1次～3次固有周期，鉛直方向は 1次及び 2次固有周期を示す。 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

 

 

 

(c) 鉛直方向  

 

 ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

1 次 2 次 3 次 0.198s＊ 1 次 2 次 3 次 1 次 2 次 

①観測記録(m/s2) 0.68 0.43 0.39 0.63 0.70 0.71 0.41 0.62 0.58 

②解析結果(m/s2) 0.89 1.02 0.63 0.85 1.50 1.31 0.87 1.17 0.76 

応答比率（②/①） 1.31 2.38 1.64 1.35 2.15 1.84 2.13 1.89 1.31 

注記＊：「4.1 表層地盤の物性値に関する検討」の「(4) 保守性に関する詳細検討」にて着目した周期 

 

図 4－29 加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物の基礎直下，2000 年鳥取県西部地震） 
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4.6 隣接構造物及び地盤改良による影響に関する検討 

(1) 検討概要 

 今回工認において，2次元ＦＥＭモデルにより入力地震動を評価している場合，対象

建物の周辺にある建物・構築物等地下部分は，表層地盤と同様に，埋戻土でモデル化す

ることを基本としている。一方，実際の建物・構築物等地下部分は埋戻土よりも剛性が

高く，また，一部の埋戻土は地盤改良を施しているため，埋戻土よりも剛性の高い地盤

となっている。 

 本検討は，建物規模や施設の重要性を踏まえて原子炉建物を代表して，対象建物・構

築物の周辺にある建物・構築物等地下部分及び改良地盤部分（以下「周辺地盤」という。）

をより詳細にモデル化したモデル（以下「等価剛性モデル」という。）と今回工認モデ

ルによる入力地震動の加速度応答スペクトルを比較し，周辺地盤を埋戻土でモデル化す

る妥当性を確認する。 

 なお，本検討は，モデル化の違いによる入力地震動への影響について検討することか

ら，位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動 

Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 
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(2) 検討条件 

今回工認は，ＮＳ方向においては，タービン建物，取水槽及び改良地盤を，ＥＷ方

向においては，廃棄物処理建物，1号機廃棄物処理建物及び 1号機原子炉建物を表層

地盤と同様に埋戻土でモデル化している。本検討で用いる等価剛性モデルは，埋戻土

でモデル化している周辺地盤を建物・構築物等及び改良地盤と等価な剛性でモデル化

することとする。 

 

a. 等価物性値の設定 

(a) 建物・構築物等のモデル化 

建物・構築物及び取水槽の等価剛性の算定方針は，「4.2 一次元波動論による入

力地震動評価の保守性に関する検討」に示す「b. 隣接する建物・構築物等の等価

剛性及び等価単位体積重量の算定」と同様とする。 

 

(b) 改良地盤のモデル化 

改良地盤の物性値を以下に示す。物性値の設定については，NS2-補-023-01「地

盤の支持性能について」に記載の改良地盤の解析用物性値を用いることとする。 

 

イ. 初期せん断弾性係数Ｇ０ 

 

Ｇ０＝Ｇｍa・（σm’/σma’）0.5 

 

ここで，Ｇｍa ：基準せん断弾性係数（＝1135000kN/m2） 

    σｍａ’ ：基準平均有効拘束圧（＝98kN/m2） 

    σｍ’ ：平均有効拘束圧（＝(1＋Ｋ0)・σｖ’/2，Ｋ0＝0.5）（kN/m2） 

    σｖ’ ：上載荷重（kN/m2） 

 

ロ. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

 剛性低下率Ｇ/Ｇ０のひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

Ｇ

Ｇ
０

=
１

１ + γ/0.00110
 

ここで，γ：せん断ひずみ 

 

ハ. 減衰定数ｈ 

 減衰定数ｈのひずみ依存特性は，以下の式により算定する。 

ｈ =
0.095γ

γ + 0.00110
 

ここで，γ：せん断ひずみ 
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(a) Ｇ／Ｇ０－γ曲線 

 

(b) ｈ－γ曲線 

図 4－30 Ｇ/Ｇ０－γ関係及びｈ－γ関係（改良地盤）  
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b. 解析モデル 

本検討に用いる 2 次元ＦＥＭモデルを図 4－31 に，地盤物性値を表 4－18 に，建

物・構築物等の物性値を表 4－19 に示す。 

 

 

 

(a) ＮＳ方向 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 4－31 2 次元ＦＥＭモデル（原子炉建物） 
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表 4－18 2 次元ＦＥＭモデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

改良地盤 ＊１ ＊１ 20.7 0.33 ＊１ ＊１ 

表層①-1 127 ＊２ 422 ＊２ 20.7 0.45 0.341＊２ 8 ＊２ 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊１：ひずみ依存性を考慮した物性値 

注記＊２：地震動レベル（Ｓｓ）及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等

価物性値 

 

表 4－19 建物・構築物等の物性値 

建物・構築物等 方向 
単位体積重量 

eqγ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

eqＧ 

（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

タービン建物 ＮＳ 16.8 0.2 26.8 5 

取水槽 ＮＳ 4.10 0.2 20.0 5 

廃棄物処理建物 ＥＷ 12.9 0.2 28.6 5 

１号機廃棄物処理建物 ＥＷ 12.0 0.2 21.4 5 

１号機原子炉建物 ＥＷ 12.3 0.2 31.7 5 
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(3) 検討結果  

 図 4－32 に入力地震動の加速度応答スペクトルの比較及び主要施設の固有周期を示

す。主要施設の周期帯（図中のグレーハッチング以外の部分）において，等価剛性モデ

ルの応答は今回工認モデルの応答と比較して，概ね同等以下であることから，周辺地盤

等を埋戻土でモデル化することの妥当性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

図 4－32 入力地震動の加速度応答スペクトルの比較（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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①制御棒の挿入性（燃料集合体） 

②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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5. まとめ 

 今回工認で評価を行う建物・構築物について，入力地震動の評価手法及び解析モデルの妥

当性を確認した。 

  

6. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日本地震工

学シンポジウム，1978 
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別紙 1-1 

別紙－1 

 

表層地盤の等価物性値の設定について 

 

1. はじめに 

入力地震動を算定する際の表層地盤①-1 の物性値については，既工認において表層地盤

の物性値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断していたことを踏まえ，基準

地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄそれぞれの地震動レベルに応じた一定値として物性

値を設定している。 

このような設定方法を採用するメリット及びデメリットを表 1－1に示す。 

本資料は，地震動レベルに応じた一定値として設定している等価物性値についての設定根

拠を示すものである。 

 

表 1－1 表層地盤物性値の設定方法のメリット及びデメリット 

 内容 備考 

メリット 

・等価物性値を設定することにより，

地震動によって地盤物性値を変更す

る必要がないため，数多くある入力

地震動評価の解析を効率的に実施で

きる。 

・等価線形解析において局所的にせん

断ひずみが大きくなる要素がある

が，平均化し等価物性値とすること

で，表層地盤のひずみ依存特性を設

定した試験範囲内に収まり，解析用

物性値の妥当性が確保される。 

－ 

デメリット 

・地盤物性値の変動が入力地震動に及

ぼす影響を確認する必要がある。 

本文の「4.1 表層地盤の物性値に関す

る検討」にて，表層地盤①-1 の地盤物

性の変動が入力地震動に及ぼす影響は小

さいことを確認している。 

 

  

97



 

別紙 1-2 

2. 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈの設定 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈについては，原子炉建物の地盤 2 次元ＦＥＭモデルを

用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの全波を対象に，表層地盤①-1 のひず

み依存性を考慮した等価線形解析により算定する。 

具体的な剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈの算定方法を以下に示す。 

 

① 表層地盤①-1 のひずみ依存性を考慮した等価線形解析より得られた各要素の収束物

性値を要素面積に応じた重み付け平均をすることで，地震動ごとに表層地盤①-1 の

剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを算定する。地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び

減衰定数ｈは，ＮＳ方向とＥＷ方向のそれぞれで算定し，それらを平均した値とする。 

② ①で算定した地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄのそれぞれで平均化することで，地震動レベルに応じた剛性低

下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを算定する。 

 

表 2－1 及び表 2－2 に地震動ごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ並びにその平均値

を示す。これらの結果を踏まえ，今回工認の入力地震動評価の際に用いる地震動レベルに応

じた剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈを表 2－3のとおり設定する。 

なお，入力地震動を算定する際の地盤物性値の設定について，等価線形解析の結果から

求めた収束物性値の平均値を採用する等，等価な地盤物性値を設定している事例を調査し

た結果，先行審査プラントの事例として，以下の事例を確認した。 

 

(a) 一次元波動論による入力地震動の算定において，1 つの層を細分化した各層の収束

物性値を等価線形解析により算定し，それを各層の高さに応じた重み付け平均をす

ることで，1 つの層としての物性値を設定している事例がある。これは，上記①の

各要素の収束物性値を要素面積に応じた重み付け平均をする手法に類似した手法

であるといえる。 

(b) ＮＳ方向とＥＷ方向のそれぞれで地震動が定義される断層モデルに基づく地震動に

対する地盤物性値の設定について，等価線形解析により各方向の収束物性値を算定

し，それを単純平均する等，断層モデルに基づく地震動の物性値を方向によらず 1

つの物性値として設定している事例がある。これは，上記②の地震動レベルで 1 つ

の物性値を設定する手法に類似した手法であるといえる。 
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別紙 1-3 

表 2－1 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ（基準地震動Ｓｓ） 

(a) 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

Ｓｓ－Ｄ Ｓｓ－Ｎ１ 
Ｓｓ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｓ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｓ－Ｆ１ Ｓｓ－Ｆ２ 平均 

0.099 0.144 0.175 0.180 0.236 0.204 0.173 

 

(b) 減衰定数ｈ  

Ｓｓ－Ｄ Ｓｓ－Ｎ１ 
Ｓｓ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｓ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｓ－Ｆ１ Ｓｓ－Ｆ２ 平均 

0.088 0.085 0.082 0.082 0.077 0.080 0.082 

 

表 2－2 剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ（弾性設計用地震動Ｓｄ） 

(a) 剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 

Ｓｄ－Ｄ Ｓｄ－Ｎ１ 
Ｓｄ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｄ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｄ－Ｆ１ Ｓｄ－Ｆ２ Ｓｄ－１ 平均 

0.245 0.271 0.406 0.332 0.383 0.345 0.256 0.320 

 

(b) 減衰定数ｈ 

Ｓｄ－Ｄ Ｓｄ－Ｎ１ 
Ｓｄ－Ｎ２

ＮＳ 

Ｓｄ－Ｎ２

ＥＷ 
Ｓｄ－Ｆ１ Ｓｄ－Ｆ２ Ｓｄ－１ 平均 

0.076 0.074 0.063 0.069 0.065 0.068 0.075 0.070 

 

表 2－3 地震動レベルに応じた剛性低下率Ｇ/Ｇ０及び減衰定数ｈ 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０ 減衰定数ｈ 

基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

0.2 0.3 0.08 0.07 
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別紙 1-4 

3. 等価物性値の設定 

 等価線形解析に基づき設定した地震動レベルごとの剛性低下率Ｇ/Ｇ０を基に，入力地震

動の算定に用いる等価物性値を以下に示す。なお，初期せん断弾性係数Ｇ０は，拘束圧依存

性を考慮した各要素の初期せん断弾性係数を要素面積に応じて重み付け平均した 1.707×

105(kN/m2)とする。 

 

(1) Ｓｓ地震時 

 Ｓｓ地震時のせん断弾性係数Ｇ，Ｓ波速度ＶＳ及びＰ波速度ＶＰの設定根拠を以下に

示す。 

 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０＝0.2 より 

・Ｇ＝Ｇ０×0.2＝0.341×105(kN/m2) 

・Ｖ
Ｓ

= √Ｇ／ρ＝127(m/s） 

・Ｖ
Ｐ

= Ｖ
Ｓ
×√2(1－ν)／(1－2ν)＝422(m/s） 

ただし， 

 ρ：密度（＝2.11×103 kg/m3） 

 ν：ポアソン比（＝0.45） 

 

(2) Ｓｄ地震時 

Ｓｄ地震時のせん断弾性係数Ｇ，Ｓ波速度ＶＳ及びＰ波速度ＶＰの設定根拠を以下に

示す。 

 

剛性低下率Ｇ/Ｇ０＝0.3 より 

・Ｇ＝Ｇ０×0.3＝0.512×105(kN/m2) 

・Ｖ
Ｓ

= √Ｇ／ρ＝156(m/s） 

・Ｖ
Ｐ

= Ｖ
Ｓ
×√2(1－ν)／(1－2ν)＝516(m/s） 

ただし， 

 ρ：密度（＝2.11×103 kg/m3） 

 ν：ポアソン比（＝0.45） 
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別紙－2 

 

側面地盤からの地震動の入力に対する影響について 

 

1. はじめに 

 入力地震動の評価においては，埋込みによる影響を考慮しているが，建物の地震応答解析

においては，側面地盤ばねを設けていないため，側面地盤からの入力は考慮していない。 

一般的に，側面地盤と建物を連成することで建物の拘束効果が得られることから，側面入

力を考慮しても建物の応答は低減されるため，今回工認モデルのように側面に地盤ばねを設

けないことは保守的な設定である。参考として，先行審査プラントにおける入力地震動の評

価手法及び側面地盤ばねの考え方について，原子炉建物を代表として，表 1－1に示す。 

 本資料は，建物の地震応答解析において，側面地盤と建物を連成しないことが保守的であ

ることを示すため，原子炉建物のＮＳ方向を代表して，地盤 2次元ＦＥＭモデルと質点系地

震応答解析モデル（以下「ＳＲモデル」という。）を連成したモデル（以下「地盤－建物一

体モデル」という。）を用いて，側面地盤からの地震動の入力を考慮することが建物応答に

与える影響を検討するものである。なお，側面地盤からの地震動の入力を検討するにあたり，

地盤－建物一体モデルの方が側面地盤ばねを設けたＳＲモデルよりも側面地盤の分布状況

等をより詳細にモデル化しており，側面地盤からの地震動の入力の影響及び側面地盤の拘束

をより精緻に評価できることから，本検討では，地盤－建物一体モデルと今回工認モデルを

比較することとする。 

 

表 1－1 入力地震動の評価手法及び側面地盤ばねの設定の考え方の比較 

（原子炉建物） 

 島根 2号機 女川 2号機 

入力地震動 

評価手法 
2 次元ＦＥＭモデルによる 

周波数応答解析 

一次元地盤モデルによる 

逐次非線形解析 

表層地盤 モデル化 モデル化 

側面地盤ばね 考慮しない 考慮しない 
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2. 検討条件 

本検討では，地盤－建物一体モデルと今回工認で用いているＳＲモデルの床応答スペクト

ルを比較することで，側面地盤からの地震動の入力を考慮することが建物応答に与える影響

を検討する。 

検討条件を表 2－1に，解析モデルを図 2－1に示す。地盤物性値及び建物の解析諸元は工

認モデルと同じである。 

 地盤－建物一体モデルは，質点 5（EL 8.8m），質点 33（EL 8.8m）及び質点 34（EL 1.3m）

を側面地盤と剛なはり要素で，質点 35（EL -4.7m）を底面地盤と節点共有させることで，地

盤と建物を一体化させる。 

 ケース２の検討は周波数応答解析を用いることから，地盤－建物一体モデル及びＳＲモデ

ルは線形とし，弾性設計用地震動Ｓｄを対象とする。また，モデル化の違いによる入力地震

動への影響についての検討を実施することから，位相特性の偏りがなく，全周期帯において

安定した応答を生じさせる弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して検討を行う。 

 

表 2－1 検討条件 

 ケース１ ケース２ 

解析モデル 
今回工認モデル 

（ＳＲモデル（線形＊）） 
地盤－建物一体モデル（線形） 

側面地盤 考慮しない 
考慮する 

（剛なはり要素により連成する） 

対象地震動 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ 

注記＊：今回工認モデルは非線形特性を考慮しているが，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄにおいては，建物

応答が線形領域に収まっていることを確認している。  
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（入力地震動評価用の地盤モデル） （ＳＲモデル） 

(a) 今回工認モデル 

 

 

（全体） 

 

（詳細） 

(b) 地盤－建物一体モデル 

 

図 2－1 解析モデル（ＮＳ方向）  
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別紙 2-4 

3. 検討結果 

 床応答スペクトルの比較を図 3－1に示す。 

 今回工認モデルの床応答スペクトルは，地盤－建物一体モデルの床応答スペクトルよりも

全周期帯で概ね大きな応答を示しており，今回工認モデルの保守性を確認することができ

た。 

 

 

(a) 質点 1，9，15，23，29 

 

(b) 質点 2 

 

(c) 質点 3，11，17，25，31 

 

(d) 質点 4，12，18，26，32 

 

(e) 質点 5，13  

図 3－1(1) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）  
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別紙 2-5 

 

 

(f) 質点 6，20 

 

(g) 質点 7 

 

(h) 質点 8，14，22，28 

 

(i) 質点 10，16，24 

 

(j) 質点 19 

 

 
図 3－1(2) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）  
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別紙 2-6 

 

 

(k) 質点 21 

 

(l) 質点 27，33 

 

(m) 質点 30 

 

(n) 質点 34 

 

(o) 質点 35 

 

 
図 3－1(3) 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向）

0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

加
速
度

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル
(
m/
s2
)

周期(秒)

:今回工認モデル(SRモデル)

:地盤－建物一体モデル

NP=21, h=0.05

0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

加
速
度

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル
(
m/
s2
)

周期(秒)

:今回工認モデル(SRモデル)

:地盤－建物一体モデル

NP=27, h=0.05

0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

加
速
度

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル
(
m/
s2
)

周期(秒)

:今回工認モデル(SRモデル)

:地盤－建物一体モデル

NP=30, h=0.05

0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

加
速
度

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル
(
m/
s2
)

周期(秒)

:今回工認モデル(SRモデル)

:地盤－建物一体モデル

NP=34, h=0.05

0

20

40

60

80

100

0.01 0.1 1 10

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
m/
s
2
)

周期(秒)

:今回工認モデル(SRモデル)

:地盤－建物一体モデル

NP=35, h=0.05

 

18

6

1

2

3

4

5

9

10

11

12

13

7

8

15

16

17

14

34

35

20

23

24

25

26

27

21

22

29

30

31

32

33

28

OW-13 IW-11 DW IW-3 OW-1

19 (18)

(6)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(7)

(8)

(15)

(16)

(17)

(14)

(34)

(20)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(21)

(22)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(28)

(19)

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 23.8

EL 30.5

EL 34.8

EL 42.8

EL 51.7

EL 63.5

EL 10.1

EL 15.3

(m)

106



 

添 1-1 

添付資料－1 

 

主要建物における一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

 

1. はじめに 

今回工認におけるＳクラス施設を含む 2 号機の主要な建物・構築物である原子炉建物及び

制御室建物の入力地震動は，以下のとおり算定することとする。 

水平方向は，原子炉建物の既工認と同様に，速度層の傾斜及び建物周辺の地形等の影響を考

慮するため，2次元ＦＥＭモデルを採用する。鉛直方向は，入力地震動に対する建物直下地盤

による影響が大きく，速度層の傾斜等の影響は小さいと考えられることから，一次元波動論

モデルを採用する。 

原子炉建物及び制御室建物の入力地震動の算定方法について，今回工認の評価手法及び解

析モデルを表 1－1に示す。 

本資料は，原子炉建物及び制御室建物の入力地震動評価に用いる解析モデルの妥当性を示

すものである。 

 

表 1－1 今回工認の原子炉建物及び制御室建物の入力地震動の算定方法 

 水平方向 鉛直方向 

入力地震動の

評価（概念

図） 

 

 

評価手法 

入力地震動の

算定方法 

[計算機コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2 次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：一次元波動論[SHAKE] 

解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から

EL -215m までをモデル化 

・引上げ：幅は約 600m の範囲とし，高

さは EL -215m 以浅をモデル化 

・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から

EL -215m までをモデル化 

・引上げ：EL -215m 以浅の地盤を水平

成層にモデル化 

速度層区分 建設時の地質調査結果に加えて，建設時

以降の敷地内の追加地質調査結果（ボー

リング，ＰＳ検層）に基づき設定 

同左 

地盤物性値 岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

同左 

入射波（Ｅ1）反射波（Ｆ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

解放基盤表面
T.P.-10m

T.P.-215m T.P.-215m

基準地震動
弾性設計用地震動

反射波（Ｆ2）入射波（Ｅ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

表層①-1

入力地震動
（Ｅ＋Ｆ＋Ｐ）

建物基礎
下端

地表面
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添 1-2 

2. 検討条件 

原子炉建物及び制御室建物について，解析モデルの違いによる入力地震動への影響を確認

するため，基準地震動Ｓｓ－Ｄを用いて，表 2－1に示す比較検討を実施した。 

 

表 2－1 主要建物の入力地震動の解析モデルの比較 

（引上げモデル） 

 今回工認モデル 比較用モデル 

水平方向 2 次元ＦＥＭモデル 一次元波動論モデル 

鉛直方向 一次元波動論モデル 2 次元ＦＥＭモデル 

 

3. 検討結果 

入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を図 3－1 に示す。また，原子炉建物については

主要施設の固有周期，制御室建物については建物の主要な固有周期＊を併せて図3－1に示す。 

 

注記＊：建物－地盤連成の固有周期のうち，刺激係数が概ね 1.0 を超えるものとして，1次固

有周期を示す。 

 

 

3.1 水平方向 

水平方向は，2次元ＦＥＭモデル及び一次元波動論モデルで多少の差異が認められ，また，

地盤の傾斜をモデル化しているＮＳ方向においてその差が大きくなっているが，2次元ＦＥ

Ｍモデルでは地盤の速度層の傾斜及び建物周辺の地形の影響等をより詳細に評価できると

考えられることから，原子炉建物の既工認と同様に，水平方向の解析において 2 次元ＦＥ

Ｍモデルによって求められる入力地震動を用いることは適切である。 

2 次元ＦＥＭモデルによる入力地震動の方が小さくなる要因については，2次元ＦＥＭモ

デルは地盤の速度層の傾斜及び山地形を詳細にモデル化していることに加え，建物が地盤

に埋込まれている効果を詳細に評価しているためであると考えられる。 

 

3.2 鉛直方向 

鉛直方向は，建物直下地盤による影響が大きく，主要な施設の固有周期帯において，一次

元波動論モデルと2次元ＦＥＭモデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している。また，

それぞれの建物の 1 次固有周期における加速度応答スペクトルの値に大きな差はない。よ

って，モデルの違いによる入力地震動への影響は軽微であり，鉛直方向の解析において一次

元波動論モデルによって求められる入力地震動を用いることは適切である。 
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添 1-3 

 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

 

 

(c) 鉛直方向  

図 3－1(1) 一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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①制御棒の挿入性（燃料集合体） 

②炉心支持構造物（炉心シュラウド） 

③原子炉圧力容器 

④残留熱除去系配管＊ 

⑤主蒸気系配管＊ 

⑥残留熱除去ポンプ 

⑦原子炉格納容器 

注記＊：配管は設計進捗により固有周期が変更となる可

能性があるが，着目する周期帯に変更はない。 
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添 1-4 

  

(a) ＮＳ方向 (b) ＥＷ方向 

  

(c) 鉛直方向 

図 3－1(2) 一次元波動論及び 2次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

（制御室建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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添付資料－2 

 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の比較 

 

1. はじめに 

原子炉建物の入力地震動を評価に用いる地盤 2 次元ＦＥＭモデルは，建設時以降の敷地内

の追加地質調査結果の反映等を行い，より詳細にモデル化している。 

本資料は，既工認のモデルにより評価した入力地震動と今回工認のモデルにより評価した

入力地震動の加速度応答スペクトルを比較することで，既工認からの変更点が入力地震動に

及ぼす影響を示すものである。 

 

2. 検討条件 

原子炉建物の入力地震動の評価に用いる 2 次元ＦＥＭモデルについて，既工認と今回工認

の比較を表 2－1～表 2－3 に示す。 

本検討は，表 2－1～表 2－3 に示す既工認モデルと今回工認モデルを用いて，基準地震動 

Ｓｓ－Ｄによる入力地震動を比較する。なお，既工認モデルの表層地盤の物性値及び減衰定

数については既工認の値を用い，今回工認モデルの表層地盤の物性値及び減衰定数について

は，Ｇ/Ｇ０＝0.2 及びｈ＝8％と設定した。 

解析プログラムは，既工認モデル及び今回工認モデルともに「SuperFLUSH」を用いる。 
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表 2－1 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法の比較（主な解析条件） 

 既工認 今回工認 

入力地震動の

評価（概要） 

 
（ＮＳ方向） 

 
（ＮＳ方向） 

※解放基盤表面から EL -215m までの 

１次元モデルは既工認と同じ。 

評価手法 

解析方法 周波数応答解析 同左 

入力地震動の

算定方法 

[計算機 

コード] 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[VESL-DYN] 

※本検討では[SuperFLUSH]を用いる。 

・引下げ：一次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：2次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

入力地震動の解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(EL -10m)から EL 

-215m までをモデル化 

・引上げ：幅は約 600m の範囲とし，高さ

は EL -215m 以浅をモデル化 

・引下げ：同左 

 

・引上げ：同左 

 

速度層区分 建設時の地質調査結果に基づき設定 建設時の地質調査結果に加えて，建設時以

降の敷地内の追加地質調査結果（ボーリン

グ，ＰＳ検層）に基づき設定 

地盤物性値＊１ ・岩盤については，建設時の地質調査結果

に基づき設定 

・表層地盤については，文献(1)に基づく標

準的な砂質土のひずみ依存性を考慮した

等価物性値を設定 

・同左 

 

・表層地盤については，地震動レベル及び

試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値を設定 

境界条件＊２ 

(2 次元ＦＥ

Ｍ) 

・底面：粘性境界 

・側面：粘性境界 

・底面：粘性境界 

・側面：エネルギー伝達境界※ 

※側方地盤への波動の逸散をより詳細に評

価する境界条件に変更 

入力地震動 

出力位置 

EL -4.7m 同左 

備考 建設工認 第１回 添付書類Ⅳ-2-4-1 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

今回工認 添付書類Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

地震応答解析モデル 

相互作用 

モデル 

水平：地盤ばねモデル（SR モデル） 

鉛直：― 

水平：地盤ばねモデル（SR モデル） 

鉛直：地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばねモデル） 

建物設置 

レベル 

EL -4.7m 同左 

  箇所：主な相違点 

注記＊１：今回工認の入力地震動評価で用いる地盤物性値を表 2－3に示す。 

＊２：2次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件を参考資料－1に示す。  
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表

2
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原
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建
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入
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震
動
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解
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モ
デ
ル
の
比
較
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2
次
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Ｅ
Ｍ
解
析
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デ
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）
 

今
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工
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既
工
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Ｓ
 

Ｅ
Ｗ
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今
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。
 

ま
た

，
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床
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平
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，

切
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盤
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に

は
水

平
変

位
を
保

持
す
る

拘
束
条

件
を

設
け

て
い

る
。
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表 2－3 入力地震動評価で用いる地盤物性値 

(a) 既工認 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層① 174＊２ 558＊２ 20.6 0.446 0.637＊２ 5 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 5 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

 

(b) 今回工認 

層番号＊１ 

Ｓ波速度 

Ｖｓ 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ 

(m/s) 

単位体積 

重量 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(×105kN/m2) 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

表層①-1 127＊２ 422＊２ 20.7 0.45 0.341＊２ 8＊２ 

岩盤①-2 250 800 20.6 0.446 1.31 3 

岩盤② 900 2100 23.0 0.388 19.0 3 

岩盤③ 1600 3600 24.5 0.377 64.0 3 

岩盤④ 1950 4000 24.5 0.344 95.1 3 

岩盤⑤ 2000 4050 26.0 0.339 105.9 3 

岩盤⑥ 2350 4950 27.9 0.355 157.9 3 

 

注記＊１：層番号は解析モデル図(表 2－2)を参照 

＊２：埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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3. 検討結果 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を図 3－1

に示す。 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動を比較すると，加速度応答スペクトルの

形状傾向は概ね同等であるが，一部の周期帯において差が認められる。これは，表層地盤の物

性値の違いに加え，地盤モデル側面の境界条件や速度層区分の相違が複合的に影響している

ことが要因であると考えられる。 

なお，今回工認モデルは，建設時の地質調査結果に加えて，建設時以降の追加地質調査結果

に基づき設定していることから，より精緻なモデルである。 

 

 

 (a) ＮＳ方向 

 

(b) ＥＷ方向 

図 3－1 既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 

（原子炉建物，基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 

 

4. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日本地震工学

シンポジウム，1978 
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添付資料－3 

 

Ｄ級岩盤の速度層区分の設定について 

 

1. はじめに  

 本資料は，原子炉建物のＮＳ方向の入力地震動評価に用いている 2 次元ＦＥＭモデルにお

いて，岩盤①-2 に含まれるＤ級岩盤をＣＬ級岩盤と同じ速度層として設定する根拠を示すも

のである。 

 

2. ＰＳ検層結果

 2 号機基礎地盤（ＮＳ方向）の鉛直断面図（岩級区分図及び速度層区分図）を図 2－1 に，

Ｄ級岩盤を含む地盤のＰＳ検層結果を図 2－2に示す。 

 図 2－2 に示すとおり，Ｄ級岩盤を含む区間の速度値は，ＶＰ＝0.7km/s，ＶＳ＝0.3km/s を

示しており，岩盤①-2の速度値（ＶＰ＝0.8km/s，ＶＳ＝0.25km/s）相当の速度値であることか

ら，Ｄ級岩盤を含む区間を岩盤①-2 に区分している。 

 

 

 

図 2－1 2 号機基礎地盤（ＮＳ方向）の鉛直断面図（岩級区分図及び速度層区分図） 

Ｄ級岩盤 
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図 2－2 ＰＳ検層結果 
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参考資料－1 

 

2 次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

 

1. 2 次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

2 次元ＦＥＭ解析モデルの側面の境界条件については，既工認では粘性境界を用いていた

が，今回工認ではエネルギー伝達境界に変更する。 

側面の境界条件はＦＥＭ部分から側方地盤への波動の逸散を考慮したものであり，粘性境

界は隣接する側方地盤との変位の関係から，エネルギー伝達境界はＦＥＭ部分と側方地盤全

体の変位分布の関係からこの逸散を考慮している。 

粘性境界とエネルギー伝達境界の比較を表 1－1に示す。 

粘性境界はダッシュポットを用いた速度比例型の減衰力により，側方地盤への波動の逸散

を考慮する。解の精度が良く，計算も容易である。 

一方，エネルギー伝達境界はＦＥＭ部分の境界節点と側方地盤との変位分布の差から，側方

地盤への波動の逸散を考慮する。解の精度がとても良く，より現実に即した解析結果を得る

ことができる。なお，先行プラントの工認において適用実績がある。 

 

表 1－1 側面の境界条件(1) 

境界処理法 概念図 説明 

定式化

の 

難易度 

計算上の 

特徴 

解の 

精度 
その他 

粘性境界 

 

速度比例型の

減衰力により

波動逸散波を

吸収 

容

易 

計算は容易 

[K*]は対角

またはバン

ドマトリク

ス 

○ 

手間と精度の

バランスが良

い 

周波数応答/時

刻歴解析の双

方に適用可能 

1～3 次元で適

用可能 

エネルギー 

伝達境界 

 

一般化表面波

の固有モード

を合成し，側方

の水平成層地

盤と結合 

難

解 

計 算 は 煩

雑，かつ固

有値解析に

計算時間を

要する 

側方の[K*]

はフルマト

リクス 

◎ 

2 次元および軸

対称の周波数

応答のみ適用

可能 

（参考文献(1)より引用） 

 

2. 参考文献 

(1) 日本建築学会：入門・建物と地盤との動的相互作用，1996 
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目-1 

補足説明資料目次 

1. 入力津波の評価

1.1 潮位観測記録の評価 

1.2 遡上・浸水域の評価の考え方 

1.3 港湾内の局所的な海面の励起 

1.4 管路解析のモデル 

1.5 入力津波の不確かさの考慮 

1.6 遡上解析のモデル 

1.7  入力津波の流路縮小工による水位低減効果の考慮 

2. 津波防護対象設備

2.1 津波防護対象設備の選定及び配置 

2.2 タービン建物(Ｓクラスの設備を設置するエリア)及び取水槽循環水ポンプエリアにお

けるＳクラス設備に対する浸水影響 

3. 取水性に関する考慮事項

3.1 砂移動による影響確認 

3.2 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの波力に対する強度評価 

3.3 除じん装置の取水性への影響 

3.4 循環水ポンプ停止手順 

4. 漂流物に関する考慮事項

4.1 設計に用いる遡上波の流速 

4.2 漂流物による影響確認 

4.3 燃料等輸送船の係留索の耐力 

4.4 燃料等輸送船の喫水と津波高さの関係 

4.5 漂流物による衝突荷重 

5. 浸水防護施設の設計における補足説明

5.1 耐津波設計における現場確認プロセス 

5.2 津波監視設備の設備構成及び電源構成 

5.3 津波による溢水に対して浸水対策を実施する範囲の考え方 

5.4 循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出口弁の津波に対する健全性 

5.5 屋外タンク等からの溢水影響評価 

今回提出範囲： 
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4.2 漂流物による影響確認
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4.2 漂流物による影響確認 

基準津波に伴い発生する漂流物について，津波の二次的な影響による津波防護施設の健

全性又は取水機能を有する安全設備の取水性への影響を確認した。 

4.2.1 漂流物による影響確認 

２号機の取水口は深層取水方式を採用しており，取水口呑口上端が EL-9.5m と低い位

置（図 4.2.1－1）であることから，漂流物が取水口及び取水管の通水性に影響を与える

可能性は小さいが，基準津波により漂流物となる可能性がある施設・設備等が，取水口

あるいは取水管を閉塞させ，非常用海水冷却系（原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレ

イ補機海水系）の取水性に影響を及ぼさないことを確認した。漂流物に対する取水性確

保の影響評価については，発電所周辺地形並びに敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特

性を把握した上で，検討対象施設・設備の抽出範囲を設定し，漂流物の検討フローを策

定し，抽出した施設・設備について，漂流（滑動を含む）する可能性，２号機取水口に

到達する可能性及び２号機取水口が閉塞する可能性についてそれぞれ検討を行い，非常

用海水冷却系の海水ポンプの取水性への影響を評価した。 

なお，漂流物調査範囲内の人工構造物（漁船を含む）の位置，形状等に変更が生じた

場合は，津波防護施設の健全性又は取水機能を有する安全設備の取水性に影響を及ぼす

可能性がある。このため，漂流物調査範囲内の人工構造物（漁船を含む）については，

基準適合状態維持の観点から，設置状況を定期的（１回／定期事業者検査）に確認する

とともに，図 4.2.1.3－2 に示す漂流物の選定・影響確認フローに基づき評価を実施し，

津波防護施設の健全性又は取水機能を有する安全設備の取水性を確認し，必要に応じて，

対策を実施する。 

また，発電所の施設・設備の設置・改造等を行う場合においても，都度，津波防護施

設の健全性又は取水機能を有する安全設備の取水性への影響評価を実施する。 

これらの調査・評価方針については，ＱＭＳ文書に定め管理する。 

図4.2.1－1 取水口呑口概要図 

(H.W.L)EL.+0.58m

EL.-9.50m

EL.-12.50m

EL.-18.00m

4.2－1
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  4.2.1.1 検討対象施設・設備の抽出範囲の設定 

   発電所周辺地形並びに敷地及び敷地周辺に来襲する津波について，その特徴を把握し

た上で，検討対象施設・設備の抽出範囲を設定する。 

 

a. 発電所周辺地形の把握 

 島根原子力発電所は，島根半島の中央部で日本海に面した位置に立地している。島

根原子力発電所の周辺は，東西及び南側を標高 150m 程度の高さの山に囲まれており，

発電所東西の海沿いには漁港がある。島根原子力発電所の周辺地形について，図

4.2.1.1－1 に示す。 

 

 

 
 

 

図 4.2.1.1－1 発電所周辺の地形 

4.2－2
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b. 敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性の把握 

基準津波の波源，断層幅と周期の関係，海底地形，最大水位上昇量分布及び最大流

速分布をそれぞれ図 4.2.1.1－2～図 4.2.1.1－6に示す。また，水位変動・流向ベク

トルを添付資料 1に示す。 

上記から得られる情報を基に，敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性を考察し

た。 

 

【断層幅と周期の関係（図 4.2.1.1－3）から得られる情報】 

・津波は，断層運動に伴う地盤変動により水位が変動することにより発生するため，

地盤変動範囲と水深が津波水位変動の波形（周期）の支配的要因となる。特に，地

盤変動範囲は断層の平面的な幅に影響されることから，平面的な断層幅が津波周期

に大きな影響を与える。 

・島根原子力発電所で考慮している波源は，太平洋側で考慮しているプレート間地

震と比べ，平面的な断層幅が狭く，傾斜角も高角であることから，津波周期が短

くなる傾向にある。 

 

【海底地形（図 4.2.1.1－4）及び最大水位上昇量分布（図 4.2.1.1－5）から得られる

情報】 

・日本海東縁部に想定される地震による津波は，大和堆を回り込むように南方向に向

きを変え伝播する。また，島根原子力発電所前面に位置する隠岐諸島の影響により，

隠岐諸島を回り込むように津波が伝播し，東西方向から島根原子力発電所に到達す

る。 

 

【最大流速分布（図 4.2.1.1－6）から得られる情報】 

 ・日本海東縁部に想定される地震による津波は，図中の①～⑥であり，基準津波１

（①，②）は，他の基準津波（図中③～⑥）に比べ，沖合の流速が速い範囲が広

域である。また，沿岸部においても流速が速い箇所が多いことから，日本海東縁

部に想定される地震による津波のうち，基準津波１の流速が速い傾向がある。 

 ・海域活断層から想定される地震による津波は，図中の⑦，⑧であり，日本海東縁

部に想定される地震による津波（図中の①～⑥）と比較すると，沖合・沿岸部共

に日本海東縁部に想定される地震による津波の方が流速が速い。 

 ・全ての流速分布において，流速は発電所沖合よりも沿岸付近の方が速くなる傾向が

ある。 

 ・防波堤有無による影響について，①と②，⑦と⑧を比較した結果，発電所沖合の

流速への有意な影響はない。 
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【水位変動・流向ベクトル（添付資料 1）から得られる情報】 

 基準津波１～６の水位変動・流向ベクトルから得られる情報をそれぞれ表 4.2.1.1

－1(1)～表 4.2.1.1－1(6)に示す。また，得られた情報をまとめると以下のとおりと

なる。 

 

    [日本海東縁部に想定される地震による津波] 

 ・日本海東縁部に想定される地震による津波の第 1波は地震発生後 115 分程度で輪

谷湾内に到達するが，到達した際の水位変動は 2m以下であり，その後，約 1時間

程度，水位変動は最大でも 3m程度で上昇・下降を繰り返す。 

 ・各基準津波の施設護岸又は防波壁での最高水位，２号機取水口での最低水位を以

下に発生時刻を含めて示す。 

 【水位上昇側】（潮位 0.58m,潮位のばらつき+0.14m を考慮） 

    基準津波１（防波堤有り）：EL 10.7m（約 192 分） 

    基準津波１（防波堤無し）：EL 11.9m（約 193 分） 

    基準津波２（防波堤有り）：EL 9.0m（約 198 分） 

    基準津波５（防波堤無し）：EL 11.5m（約 193 分） 

 【水位下降側】（潮位-0.02m,潮位のばらつき-0.17m,隆起 0.34m を考慮） 

    基準津波１（防波堤有り）：EL-5.5m（約 189 分 30 秒） 

    基準津波１（防波堤無し）：EL-6.4m（約 189 分） 

    基準津波３（防波堤有り）：EL-5.0m（約 190 分 30 秒） 

    基準津波６（防波堤無し）：EL-6.5m（約 190 分 30 秒） 

 ・輪谷湾内の流向は最大でも 4分程度で反転している。 

 ・発電所沖合において，1m/s を超える流速は確認されない。 

 ・発電所港湾部の最大流速は，基準津波１（防波堤有り）のケースであり，港湾外

及び港湾内ともに防波壁前面付近で 9.0m/s（約 193 分）である。 

 

 [海域活断層から想定される地震による津波] 

 ・海域活断層から想定される地震による津波の第 1波は地震発生後約 3分程度で押

し波として来襲し 2分間水位上昇(1m 程度)する。その後，引き波傾向となり，地

震発生後，6分 30秒において基準津波４の最低水位（２号機取水口：EL-4.3m）

となる。以降は，水位変動 1m程度で上昇下降を繰り返す。 
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表 4.2.1.1－1(1)－1 基準津波１の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺海域 
発電所港湾部（輪谷湾） 

防波堤有り 防波堤無し 

0 分～ 

108 分 

－ 

（津波が到達していない。） 

－ 

（津波が到達していない。） 

－ 

（津波が到達していない。） 

109 分 
津波の第１波が敷地の東側か

ら来襲する。 

－ 

（津波が到達していない。） 

－ 

（津波が到達していない。） 

114 分 

東側から来襲する津波は徐々

に発電所方向に進行する。 

西側からも津波が来襲する。 

－ 

（津波が到達していない。） 

－ 

（津波が到達していない。） 

116 分 30

秒 
－ 

第１波が輪谷湾内に来襲する。 

水位が 1m 程度上昇する。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 

116 分 30

秒～ 

183 分 

発電所沖合において，1m/s 以

上の流速は発生していない。 

最大でも 3m 程度（138 分，142

分，160 分～161 分，164 分～

165 分，166 分～167 分，170 分

～171 分，174 分，175 分，178

分～179 分，180 分）の水位変動

を繰り返す。また，水位変動の

周期（押し波または引き波継続

時間）は最大でも 4分程度（121

分～124 分 30 秒）である。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 

183 分～

184 分 

30 秒 

－ 

強い押し波により水位が 5m 程度

上昇する。また，5m/s 程度の流

速が発生する。押し波時間は 2

分間程度継続し，その後引き波

に転じる。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 

186 分 

～ 

187 分 

30 秒 

－ 

強い押し波により水位が 5m 程度

上昇する。また，5m/s 程度の流

速が発生する。押し波時間は 2

分間程度継続し，その後引き波

に転じる。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 

187 分 

30 秒 

～ 

189 分 

30 秒 

－ 
強い引き波により水位が 6m 程度

下降する。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 

189 分 

30 秒 

～ 

190 分 

30 秒 

（沖合において）水位変動が

3m を超える津波が発電所方向

に来襲する。 

強い押し波により水位が 5m 程度

上昇する。また，5m/s を超える

流速が発生する。押し波時間は

1分間程度継続し，その後引き

波に転じる。 

防波堤有りと同様の傾向を示

す。 
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表 4.2.1.1－1(1)－2 基準津波１の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所 

周辺海域 

発電所港湾部（輪谷湾） 

防波堤有り 防波堤無し 

192 分 

30 秒 

～ 

193 分 

30 秒 

－ 

西側方向から（沖合において）水

位変動が 3m を超える津波が来襲す

る。 

基準津波１における最高水位 EL 

10.7m が 3号機北側の防波壁の西端

付近で確認される（192 分 30 秒）。 

押し波時間は 1分間程度継続し，

その後引き波に転じる。 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後 192 分 30 秒） 

防波堤有りと同様の傾向を示す。 

防波堤無しにおいて，最高水位 EL 

11.9m が輪谷湾の東側の隅角部で確

認される（約 193 分）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後 193 分） 

 

194 分 

以降 

発電所沖

合におい

て，1m/s

以上の流

速は発生

していな

い。 

水位変動は最大でも 3m程度（206

分，207 分～208 分，210 分，214

分，222 分）で，また，水位変動の

周期（押し波または引き波継続時

間）は最大でも 3分程度（233 分～

236 分）で押し波，引き波を繰り返

す。 

防波堤有りと同様の傾向を示す。 
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表 4.2.1.1－1(2) 基準津波２の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺海域 
発電所港湾部（輪谷湾） 

防波堤有り 

170 分～ 

195 分 

発電所沖合において，

1m/s 以上の流速は発

生していない。 

最大でも 3m 程度（182 分，190 分）の水位変動

を繰り返す。また，水位変動の周期は最大でも

4分(178 分 30 秒～182 分 30 秒)程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後 178 分 30 秒～182 分 30 秒） 

 

 

195 分～ 

196 分 30

秒 

－ 

強い引き波により水位が 5m 程度下降する。引

き波継続時間は 1分 30秒程度で，その後，す

ぐに押し波となる。 

197 分～ 

198 分 
－ 

基準津波２における最大水位 EL 9.0m が輪谷湾

の西側で確認される（約 198 分）。 

198 分 

以降 

発電所沖合において，

1m/s 以上の流速は発

生していない。 

水位変動は最大でも 3m程度(202 分，207 分)

で，押し波，引き波を繰り返す。 
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表 4.2.1.1－1(3) 基準津波３の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺海域 
発電所港湾部 

防波堤有り 

170 分～ 

189 分 

発電所沖合において，1m/s 以上の流

速は発生していない。 

最大でも 3m 程度（178 分 30 秒，181

分 30 秒，182 分）の水位変動を繰り返

す。また，水位変動の周期は最大でも

4分程度(173 分～177 分)である。 

189 分 

～ 

190 分 

30 秒 

－ 

強い引き波により 2号機取水口で最

低水位 EL-5.0m が確認される。 

引き波時間は 1分 30 秒程度継続し，

その後押し波に転じる。 

191 分以

降 

発電所沖合において，1m/s 以上の

流速は発生していない。 

水位変動は最大でも 3m程度（192

分，194 分，196 分 30 秒，198 分）

で，押し波，引き波を繰り返す。 

 

 

表 4.2.1.1－1(4) 基準津波５の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺海域 
発電所港湾部 

防波堤無し 

170 分～

190 分 

発電所沖合において，1m/s 以上の

流速は発生していない。 

水位変動は最大でも 3m程度（176 分

30 秒，181 分，）で，押し波，引き波

を繰り返す。 

190 分～

192 分 
－ 

強い引き波により水位が 6m 程度下降

する。 

引き波継続時間は 2分間程度であ

り，その後押し波に転じる。 

192 分～

193 分 
－ 

強い押し波により基準津波５におけ

る最大水位 EL 11.5m が輪谷湾の東側

の隅角部で確認される（約 193 分）。 

押し波時間は 1分間程度であり，そ

の後引き波に転じる。 

198 分 

～ 

199 分 

30 秒 

－ 
押し波時間は 1分 30 秒間程度であ

り，その後引き波に転じる。 
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表 4.2.1.1－1(5) 基準津波６の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺海域 
発電所港湾部 

防波堤無し 

170 分～

188 分

30 秒 

発電所沖合において，1m/s 以上の

流速は発生していない。 

水位変動は最大でも 3m程度（182

分，185 分，188 分 30 秒） 

189 分～

190 分 

30 秒 

－ 

強い引き波により 2号機取水口で最

低水位 EL-6.5m が確認される。（190

分 30 秒）。 

引き波時間は 1分 30 秒程度であり，

その後押し波に転じる。 

190 分 

30 秒 

～ 

191 分 

30 秒 

－ 
強い押し波により水位が 6m 程度上昇

する。 

197 分 

～ 

198 分 

－ 
強い押し波により水位が 6m 程度上昇

する。 
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表 4.2.1.1－1(6) 基準津波４の水位変動・流向ベクトルから得られる情報 

時刻 

水位変動・流向ベクトルの考察 

発電所周辺

海域 

発電所港湾部 

防波堤有り 防波堤無し 

0 分

～2

分  

水位変動 1m

程度の津波

が確認でき

る。また，

その後水位-

2m 程度の津

波が確認で

きる。 

1m/s 以上の

流速は発生

していな

い。 

－ 

（津波が到達していない。） 

－ 

（津波が到達していない。） 

3 分 
港湾内に押し波が来襲。 

水位が 1m程度上昇する。 
防波堤有りと同様の傾向。 

6 分 

以降 
－ 

引き波により最低水位 EL-4.0 m が

確認される（約 6分 30秒）。 

最大流速 3.3m/s が 3 号機北側の防

波壁の西端付近で確認される。（約6

分） 

最高水位EL 3.0mが 3号機北側の防

波壁の西端付近で確認される。（約6

分 30秒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後約 6分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後約 6分 30 秒） 

防波堤有りと同様の傾向。 

防波堤無しにおいて，最低水位 EL-

4.3m が確認される（約 6分 30秒）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地震発生後約 9分） 
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基準津波の波源，断層幅と周期の関係，海底地形，最大水位上昇量分布，最大流速分

布及び水位変動・流向ベクトルを踏まえた敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性に係

る考察は以下のとおり。 

・日本海東縁部に想定される地震による津波の周期はプレート間地震による津波に比

べ短い傾向にあり，流向は最大でも 4分程度で反転している。 

・日本海東縁部に想定される地震による津波は，大和堆，隠岐諸島の海底地形の影響

を受け島根原子力発電所に到達する。 

・海域活断層から想定される地震による津波に対して，日本海東縁部に想定される地

震による津波の方が流速が速い。 

・日本海東縁部に想定される地震による津波の中でも基準津波１の流速が比較的速

い。 

・基準津波１は，基準津波の策定において考慮した津波の中で，施設護岸又は防波壁

における水位上昇量が最大となることから，エネルギー保存則を踏まえると流速も

最も大きくなると考えられる。 

・基準津波の流速は発電所沖合よりも沿岸付近の方が速くなる傾向がある。 

・発電所沖合において，防波堤の有無による基準津波の流速への有意な影響はない。 
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図 4.2.1.1－2 基準津波の波源 
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図 4.2.1.1－3 断層幅と周期の関係 
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図 4.2.1.1－4 海底地形 

 

隠岐諸島 

島根原子力発電所 

 

大和堆 
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（参考）波源位置から島根原子力発電所までの最大水位上昇量分布 

 

 

図 4.2.1.1－5 最大水位上昇量分布 
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図 4.2.1.1－6 最大流速分布 

 

さらに，津波の平面二次元解析から求まる流向及び流速により仮想的な浮遊物が辿る経路を確

認することで，より詳細に基準津波の流向及び流速の特徴が把握できるため，仮想的な浮遊物

の軌跡解析＊を基準津波１～６について実施した。 

 仮想的な浮遊物の移動開始位置については，日本海側に面している島根原子力発電所の敷地

形状を踏まえ，敷地前面の９箇所（地点１～９）に加え，周辺漁港の位置や漁船の航行等を考

慮し，４箇所（地点 10～13）設定した。計 13 箇所の仮想的な浮遊物の移動開始位置を図 4.2.1.1

－7 に示す。 
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 解析時間については，基準津波の解析時間と同様，日本海東縁部に想定される地震による津

波は 6時間，海域活断層から想定される地震による津波は，3時間とした。基準津波による軌

跡解析結果を図 4.2.1.1－8 に示す。 

軌跡解析の結果，基準津波の特性で示した特徴と同様，3 ㎞及び 5km の地点（地点４～９）

において仮想的な浮遊物は，初期位置からほとんど移動しないことが確認された。 

 なお，軌跡解析は津波の平面二次元解析から求まる流向及び流速により仮想的な浮遊物が

移動する経路（軌跡）を示したものであり，漂流物の挙動と仮想的な浮遊物の軌跡が完全に

一致するものではないが，仮想的な浮遊物の軌跡は漂流物の挙動と比較して敏感であり，漂

流物の影響を評価する上で重要な漂流物の移動に係る傾向把握の参考情報として用いること

ができると考える。 

 

 

図 4.2.1.1－7 仮想的な浮遊物の移動開始位置

注記＊：津波解析から求まる流向流速をもとに，質量を持たず，抵抗を考慮しない仮想的な浮遊物が，

水面を移動する軌跡を示す解析。 
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（基準津波１（防波堤有り）） 

 

 

（基準津波１（防波堤無し）） 

図 4.2.1.1－8(1) 軌跡解析結果
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（基準津波２（防波堤有り）） 

 

 

（基準津波３（防波堤有り）） 

図 4.2.1.1－8(2) 軌跡解析結果 
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（基準津波５（防波堤無し）） 

 

 

（基準津波６（防波堤無し）） 

図 4.2.1.1－8(3) 軌跡解析結果 
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（基準津波４（防波堤有り）） 

 

 

（基準津波４（防波堤無し）） 

図 4.2.1.1－8(4) 軌跡解析結果 
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4.2.1.2 漂流物調査範囲の設定 

漂流物調査の範囲については，前項に示した発電所周辺地形並びに敷地及び敷地周辺に来

襲する津波の特性を考慮し，基準津波による漂流物の移動量を算出し，調査範囲を設定す

る。 

前項「b. 敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性の把握」における基準津波の特徴を踏

まえ，漂流物の抽出における津波としては，基準津波の策定で考慮した津波のうち，発電所

へ向かう流速が最も大きいと考えられる基準津波１で代表させる。日本海東縁部に想定され

る地震による津波である基準津波１について，図 4.2.1.1－7 に示す計 13の地点において，

水位，流向，流速の時系列データを抽出した。なお，日本海東縁部に想定される地震による

津波は，添付資料 1図 1に示すとおり，地震発生後，約 110 分程度から水位が上昇し始め，

190 分程度で最大水位を示し，230 分以降は収束傾向（水位 1m以下）となることから，100

分から 260 分の範囲を検討対象とした。 

津波の流向が発電所へ向かっている時に，漂流物が発電所に接近すると考え，流向が発電

所へ向かっている時(地点１～11:南方向，地点 12:南西方向,地点 13:西方向)の最大流速と継

続時間より，漂流物の移動量を算出する。 

 漂流物の移動量の算出に当たっては，発電所へ向かう流向が継続している間にも流速は

刻々と変化しているが，保守的に最大流速が継続しているものとして，最大流速と継続時間

の積によって移動量を算出する。 

 また，安全側の想定として引き波による反対方向の流れを考慮せず，寄せ波の 2波分が最

大流速で一定方向に流れるものとして評価を行った。 

 なお，評価においては，その他の基準津波に比べ，基準津波１の流速が比較的速く，また

港湾外においては，防波堤有無による有意な影響が見られないこと及び 3㎞，5km 地点（地

点４～９）においては，仮想的な浮遊物の軌跡解析の結果からも移動量が小さい傾向が確認

されたことから，基準津波１における 1km 圏内の地点１～３，周辺漁港等を考慮した地点 10

～13 を抽出し，そのうち発電所方向に向かう流速が最大となる地点１及び地点 13 を評価対

象とした。 

基準津波１における水位，流向，流速を図 4.2.1.2－1に示す。 

 

  移動量＝継続時間×２×最大流速 

 

 以上の条件において，各抽出地点の漂流物の移動量を評価した。評価の結果，抽出地点

（地点１）における移動量 900m が最大となった（図 4.2.1.2－2）。以上により漂流物の移動

量が 900m となるが，安全側に半径 5km の範囲を漂流物調査の範囲として設定する。 

4.2－22

143



  

 

 

図 4.2.1.2－1(1) 抽出地点１における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(2) 抽出地点２における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(3) 抽出地点３における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(4) 抽出地点４における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(5) 抽出地点５における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(6) 抽出地点６における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(7) 抽出地点７における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(8) 抽出地点８における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(9) 抽出地点９における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(10) 抽出地点 10 における水位，流向及び流速（基準津波１） 

地点10

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260

水
位
(m

)

時間(分)

水位

0

1

2

3

100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260

流
速
(m

/s
)

時間(分)

流速(m/s)

-2

2

100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260

流
向

時間(分)

流向

発電所方向：南

最大流速：約2.0m/s

4.2－32

153



  

 

 

図 4.2.1.2－1(11) 抽出地点 11 における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(12) 抽出地点 12 における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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図 4.2.1.2－1(13) 抽出地点 13 における水位，流向及び流速（基準津波１） 
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地点１ ① ② ③ ④ 

継続時間(s) 185 222 193 98 

流速(m/s) 1.2 1.8 1.6 2.2 

移動量(m) 222 400 309 216 

注：②における継続時間を保守的に４分（240 秒）とし，移動量を約 450m と算定 

図 4.2.1.2－2(1) 基準津波による水の移動量(地点１)  
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地点 13 ① ② ③ ④ 

継続時間(s) 181 150 97 31 

流速(m/s) 1.6 1.8 2.0 2.2 

移動量(m) 290 270 194 69 

注：①における継続時間を保守的に 200 秒とし，移動量を約 320m と算定 

図 4.2.1.2－2(2) 基準津波による水の移動量(地点 13)  
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4.2.1.3 漂流物となる可能性のある施設・設備の抽出 

設定した漂流物調査範囲を，発電所構内と構外，また海域と陸域に分類し，漂流物と

なる可能性のある施設・設備を抽出した。各分類における調査対象，調査方法及び調査

実施期間を表 4.2.1.3－1に，調査範囲を図 4.2.1.3－1(1)及び図 4.2.1.3－1(2)に示

す。 

調査結果を踏まえ，図 4.2.1.3－2に示す漂流物の選定・影響確認フローに基づき，取

水性への影響を評価した。 

なお，漂流物の影響については，東北太平洋沖地震に伴う津波の被害実績＊も踏まえ

評価した。 

 

注記＊：国土交通省 国土技術政策総合研究所 国土技術政策総合研究所資料第 674

号 独立行政法人 建築研究所 建築研究資料「平成 23 年（2011 年）東北地

方太平洋沖地震被害調査報告」 

 

表 4.2.1.3－1 漂流物の調査方法 

調査範囲 

調査対象 調査方法 
調査 

実施期間① 

調査 

実施期間② 

発電所 

構内・構

外 

海域・陸

域 

発電所 

構内 

海域 船舶等 

資料調査 
H25.1.25～H25.2.28 

H28.4.20～H28.5.13 H31.3.27～

H31.4.12 
聞取調査 

H25.1.25～H25.2.28 

H28.4.20～H28.5.13 

陸域 
人工構造物 

車両等 

聞取調査 H24.8.3～H24.8.24 

H31.3.8 
現場調査 

H24.8.3～H24.8.24 

H26.9.8～H26.10.16 

発電所 

構外＊ 

海域 船舶等 

資料調査 
H24.8.3～H24.8.24 

H26.9.8～H26.10.16 
H31.3.28 

聞取調査 
H24.8.3～H24.8.24 

H26.9.8～H26.10.16 

H31.3.22～

H31.3.28， 

R2.8.6～

R2.8.11 

R2.9.8～

R2.9.10 

R3.1.7 

現場調査 
H24.8.3～H24.8.24 

H26.9.8～H26.10.16 
R 元.5.10 

陸域 
人工構造物 

車両等 

聞取調査 － 
H31.3.22， 

～H31.3.27 

現場調査 
H24.8.3～H24.8.24 

H26.9.8～H26.10.16 

H31.3.22～

H31.3.27， 

R 元.5.10 

注記＊：発電所構外については，半径 5km までの調査を実施 
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図 4.2.1.3－1(1) 漂流物調査範囲（発電所構内陸域） 

 

 

 

 

 

図 4.2.1.3－1(2) 漂流物調査範囲（発電所構外）

防波壁

荷揚場

※基準津波１（防波堤無し）

の遡上波による最高水位

分布を参考として図示

：漂流物調査範囲

防波壁

荷揚場

：漂流物調査範囲

※基準津波１（防波堤無し）の遡

上波による最高水位分布を参考と

して図示

EL
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4.2.1.4 取水性に与える影響の評価 

 (1) 発電所構内における評価 

a. 発電所構内海域（輪谷湾）における評価 

発電所の構内（港湾内）にある港湾施設としては，２号機の取水口の西方約 60m の

位置に荷揚場がある。港湾周辺及び港湾内に定期的に来航する船舶としては，燃料等

輸送船（総トン数約 5,000 トン）が年に数度来航し，荷揚場に停泊する。また，温排

水影響調査，環境試料採取等のための作業船(総トン数１トン未満～約 10トン)が港湾

の周辺及び港湾内に定期的に来航し，年に 5回程度，港湾内で漁船が操業する。 

これらの他に，設備，資機材等の搬出入のための貨物船等が不定期に停泊し，ま

た，発電所港湾の境界を形成する防波堤，護岸がある。なお，発電所の港湾内には海

上設置物はない。 

抽出された以上の船舶等に対して図 4.2.1.3－2に示す漂流物の選定・影響フローに

従って，漂流する可能性(Step1)，到達する可能性(Step2)及び閉塞する可能性(Step3)

の検討を行い，取水性への影響を評価した。 

なお，発電所港湾の境界を形成する防波堤，護岸については津波影響軽減施設とし

て設計しているものではないため，地震や津波波力による損傷を想定すると，損傷し

た構成要素が滑動，転動により流される可能性は否定できず，２号機の取水口の通水

性に影響を及ぼす可能性が考えられる。滑動する可能性を検討する上で用いる流速

は，２号機取水口が港湾内に位置することを踏まえ，発電所近傍の最大流速とする

（4.1 参照）。また，評価にあたっては，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本

港湾協会，平成 19年 7月）」に準じて，イスバッシュ式を用いた。この式は米国の海

岸工学研究センターが潮流による洗掘を防止するための捨石質量として示したもので

あり，水の流れに対するマウンド被覆材の安定質量を求めるものであることから，津

波来襲時における対象物の滑動可能性評価に適用可能であると考える。イスバッシュ

式の定数はマウンド被覆材が露出した状態に相当する 0.86 とする。イスバッシュ式を

もとに，対象物が水の流れによって動かない最大流速（以下「安定流速」という。）を

算出し，解析による流速が安定流速以下であることを確認する。 

以上を踏まえ，発電所構内海域（輪谷湾）における評価について，以下の項目毎

に，評価結果を示す。 

①燃料等輸送船 

②作業船 

③貨物船等 

④漁船 

⑤防波堤 

 ⑥護岸 
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①燃料等輸送船 

 発電所敷地内の港湾施設として荷揚場があり，燃料等輸送船が停泊する。燃料等輸送

船の主な輸送工程を図 4.2.1.4－1に示す。 

津波注意報，津波警報及び大津波警報（以下「津波警報等」という。）発令時には，原

則，緊急退避（離岸）することとしており，東日本大震災以降に，図 4.2.1.4－2 に示す

フローを取り込んだ緊急時対応マニュアルを整備している。 

 

 

入港 接岸 荷役 離岸 出航 

     

 

図 4.2.1.4－1 主な輸送工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1.4－2 緊急退避フロー図（例） 

 

このマニュアルに沿って実施した訓練実績では,輸送船と輸送物の干渉がある「荷役」

工程において津波警報が発令した場合でも，警報発令後の 30 分程度で退避が可能である

ことを確認しており，日本海東縁部に想定される地震による津波に対しては，緊急退避が

可能である。 

以上を踏まえ，津波の到達と緊急退避に要する時間との関係を示すと図 4.2.1.4－3 の

とおりとなる。 

  

輸送船 輸送物 輸送船 

地
震
発
生 

荷役作業中断 

作業員・輸送物の 

安全確認 

津波警報 

等発令 

ラ
ジ
オ
，
無
線
等 

船
内
テ
レ
ビ
， 

津
波
情
報
収
集 

船
舶
の
緊
急
退
避
＊ 

注記＊：津波到達時間を考

慮し，船長が判断・指示 
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注記＊１：平成 24年の訓練実績では 10分程度。 

＊２：平成 24年の訓練実績では大津波警報発令から 50分程度で 2.5km 沖合（水深 60m

以上：船会社が定める安全な海域として設定する水深）の海域まで退避しており，日

本海東縁部に想定される地震による津波来襲(約 110 分)までに退避可能。 

 

図 4.2.1.4－3 津波の到達と燃料等輸送船の緊急退避に要する時間との関係 
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 図 4.2.1.4－3 より，燃料等輸送船は，島根原子力発電所に来襲が想定される津波の

うち，時間的な余裕がない海域活断層から想定される地震による津波に対して，緊急退

避ができない可能性がある。しかしながら，この場合も以下の理由から輸送船は航行不

能となることはなく，漂流物になることはないと考えられる。 

 

・輸送船は荷揚場に係留されている。 

・津波高さと喫水高さの関係から，輸送船は荷揚場を越えない。 

・荷揚場に接触しても防げん材を有しており，かつ通達（海査第 520 号：照射済核燃

料等運搬船の取扱いについて）に基づく二重船殻構造等十分な船体強度を有する。 

 

以上の評価に関わる津波に対する係留索の耐力評価を 4.3 に，荷揚場への乗り上げ

及び着底に伴う座礁及び転覆の可能性に関わる喫水と津波高さとの関係を 4.4 に示す。 

以上より，燃料等輸送船は，非常用海水冷却系に必要な２号機の取水口及び取水管の

通水性及び津波防護施設に影響を及ぼさないと評価した。 

なお，燃料等輸送船の緊急退避は輸送事業者・船会社（以下「船会社」という。）と

協働で行うことになるが，その運用における当社と船会社の関係を示すと図 4.2.1.4－

4 のとおりとなる。すなわち，地震・津波が発生した場合には，速やかに作業を中断す

るとともに，船会社及び当社は地震・津波の情報を収集し，船会社が津波来襲までに時

間的余裕があると判断した際には船会社からの輸送船緊急退避の決定連絡を受け，当社

にて輸送船と輸送物の干渉回避や係留索取り外し等の陸側の必要な措置を実施し，また

陸側作業員・輸送物の退避を決定するなど，両者で互いに連絡を取りながら協調して緊

急退避を行う。ここで，電源喪失時にも荷揚場のクレーンを使用して上記の対応ができ

るように，同クレーンには非常用電源を用意している。 

これら一連の対応を行うため，当社では，当社－船会社間の連絡体制を整備するとと

もに前述の緊急時対応マニュアルを定めており,船会社との間で互いのマニュアルを共

有した上で，合同で緊急退避訓練を実施することにより，各々のマニュアルの実効性を

確認している。 
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 当社 船会社 

地震・

津波時

の対応 

  

図 4.2.1.4－4 輸送船緊急退避時の当社と船会社の関係性 

 

②作業船 

港湾の周辺及び港湾内への船舶の来航を伴う作業のうち温排水影響調査，環境試料採

取のため１トン未満～約 10 トンの作業船が港湾内外で作業を実施する。 

これらの作業船については，津波警報等発令時には，原則，緊急退避するとともに，

これを定めた緊急時対応マニュアルを整備し，緊急退避に係る対応を行うため，当社－

協力会社及び関係機関との間で連絡体制を整備する。また，協力会社及び関係機関との

間で互いのマニュアルを共有した上で，合同で緊急退避訓練を実施することにより，

各々のマニュアルの実効性を確認する。 

これにより，日本海東縁部に想定される地震による津波に対しては，緊急退避が可能

である。一方，時間的な余裕がない海域活断層から想定される地震による津波に対して

は，緊急退避ができない可能性があるため，その影響を評価する。 

海域活断層から想定される地震による津波の取水口位置における入力津波高さ（引き

波）は EL-4.3m である。取水口呑口の高さは EL-9.5m であり，十分に低く，作業船は取

水口上部の水面に留まることから，取水口に到達せず，海水ポンプに必要な通水性が損

なわれることはない。さらに，万一，防波堤に衝突する等により沈降した場合において

も，以下に示す取水口呑口の断面寸法並びに非常用海水冷却系に必要な通水量及び作業

船の寸法から，その接近により取水口が閉塞し，非常用海水冷却系に必要な取水口及び

取水管の通水性に影響を及ぼさないと評価した。 

荷揚場詰所にて地震・津波情報を収集 

陸側作業員・輸送物の緊急退避 

（地震・津波発生） 

輸送船緊急退避の状況を確認 

陸側作業員・輸送物の緊急退避＊を決定 

船会社より輸送船緊急退避決定の連絡を受

領 

＊荷役中の場合，荷下ろし後に緊急退避 

輸送船内にて地震・津波情報を収集 

（地震・津波発生） 

輸送船の緊急退避を決定し，当社へ連絡 

輸送船の緊急退避 

輸送船緊急退避の状況を当社へ連絡 

連絡（無線） 

連絡（無線） 
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一方，海域活断層から想定される地震による津波の施設護岸又は防波壁位置における

入力津波高さは EL 4.2m であり，輪谷湾内の津波防護施設の EL 4.2m 以下の部位に到

達する可能性がある。 

 

〈作業船の取水路通水性に与える影響に関わる諸元〉 

○取水口呑口断面寸法(図 4.2.1.4－5) 

・高さ：3.0m 

・幅：17m 

○非常用海水冷却系必要通水量 

・通常時（循環水系）の５％未満 

注：循環水系の定格流量約 3370m3/分に対して非常用海水冷却系の定格流量は約

150m3/分(ポンプ全台運転) 

○作業船寸法(総トン数約 10トンの作業船代表例) 

・長さ：約 10m 

・幅：約 4m 

・喫水：約 1.5m 

・水面下断面積：約 15m2（長手方向） 

以上より，その他の作業船は非常用海水冷却系に必要な２号機の取水口及び取水管の通水性

に影響を及ぼす漂流物とはならないものと評価する。 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1.4－5 取水口呑口概要図 

  ③貨物船等 

定期的に来航する作業船のほか，設備，資機材等の搬出入のための貨物船等が不定期

に停泊する。これらの貨物船等については，入港する前までに，津波警報等発令時には，

原則，緊急退避する緊急時対応マニュアルを整備し，緊急退避の実効性を確認すること

により，日本海東縁部に想定される地震による津波に対しては，緊急退避が可能である。

時間的な余裕がない海域活断層から想定される地震による津波に対しては，入港する前

EL-9.5m 

EL-12.5m 

EL-18.0m 

平面図 断面図 

基準津波４における 
引き波水位 EL-4.3m 

EL-9.0ｍ 

基準津波６における 
引き波水位 EL-6.5m 
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までに，津波時には漂流物とならない係留方法を策定し，係留することから，取水口及

び取水管の通水性に影響を及ぼすことはない（津波時に漂流物とならない係留ができな

い貨物船等は用いないこととする）。 

 

④漁船 

輪谷湾内では，図 4.2.1.4－9 に示す通り，年に５回程度，漁船（4隻，総トン数 0.4

～0.7 トン）が操業する。大津波警報発令時には，「災害に強い漁業地域づくりガイド

ライン（水産庁（平成２４年３月））」において，沖合に退避すると記載されており，津

波来襲まで時間的に余裕のある日本海東縁部に想定される地震による津波に対しては，

沖合に退避すると考えられるが，漁船が航行不能となった場合には漂流物となり，輪谷

湾に面する津波防護施設に到達する可能性がある。ただし，その場合においても，図

4.2.1.4－5 に示すとおり，日本海東縁部に想定される地震による津波の取水口位置に

おける入力津波高さ（引き波）は EL-6.5m であり，取水口呑口の高さは EL-9.5m と十分

に低く，漁船は取水口上部の水面に留まることから，取水口に到達せず，海水ポンプに

必要な通水性が損なわれることはない。 

海域活断層から想定される地震による津波に対しては輪谷湾内で漂流物となり，輪

谷湾に面する津波防護施設の EL 4.2m 以下の部分に到達する可能性がある。ただし，

漂流した場合においても，図 4.2.1.4－5 に示すとおり，海域活断層から想定される地

震による津波の取水口位置における入力津波高さ（引き波）は EL-4.3ｍであり，取水

口呑口の高さは EL-9.5m と十分に低く，漁船は取水口上部の水面に留まることから，

取水口に到達せず，海水ポンプに必要な通水性が損なわれることはない。 

さらに，万一，防波堤に衝突する等により沈降した場合においても，図 4.2.1.4－5

に示す取水口呑口の断面寸法及び非常用海水冷却系に必要な通水量及び漁船の寸法か

ら，その接近により取水口が閉塞し，非常用海水冷却系に必要な取水口及び取水管の

通水性に影響を及ぼさないと評価した。 

 

⑤防波堤 

防波堤の配置及び構造概要を図 4.2.1.4－6に示す。 

図に示されるとおり，防波堤と東防波堤から成り，ケーソン式混成堤と混成傾斜堤に

より構成されている。２号機の取水口との位置関係としては，取水口から最短約 340m

の位置に防波堤（ケーソン式混成堤）が配置されている。  
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防波堤 標準部（A-A 断面） 

 

防波堤 堤頭部（B-B 断面） 

 

東防波堤 標準部（C-C 断面） 

図 4.2.1.4－6 防波堤の配置及び構造概要 

 

 

 

 
 PN防波堤 

東防波堤 

B A 

A B 

C 

C 

A B 

A B 
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防波堤と２号機の取水口との間には最短で約 340m の距離があるが，防波堤は津波影

響軽減施設として設計しているものではないため，地震や津波波力，津波時の越流によ

る洗掘により漂流・滑動する可能性について検討する。 

漂流に対する評価として，図 4.2.1.4－6 に示す防波堤の主たる構成要素である防波

堤ケーソン，消波ブロック，被覆ブロック及び基礎捨石は海水の比重より大きいことか

ら，漂流して取水口に到達することはない。 

また，損傷した状態で津波による流圧力を受けることにより，滑動する可能性が考え

られるが，防波堤近傍の津波流速（3m/s）に対して安全側に発電所近傍の最大流速（10m/s）

を用いて安定質量の評価を行うと，コンクリートの安定質量は約 195t，石材の安定質

量は 188t と算定される。これに対し，防波堤ケーソンを除く消波ブロック，被覆ブロ

ック及び基礎捨石は，安定質量を有しないことから，滑動すると評価する。 

滑動すると評価した防波堤構成要素のうち，消波ブロック及び被覆ブロックについて

は，イスバッシュ式より安定流速がそれぞれ 8.6m/s,5.8～6.5m/s と算出されており，

安定流速を上回る取水口への連続的な流れが発生していないこと，防波堤から２号機取

水口との間に距離があることから取水口に到達することはない。 

なお，50kg～500kg 程度の基礎捨石については，被覆ブロック等の下層に敷かれてい

ること，２号機の取水口との間に距離があること，港湾内に沈んだ場合においても海底

面から取水口呑口下端まで 5.5m の高さがあることを考えると，津波により滑動，転動

し，取水口に到達することはない。 

以上より，防波堤は地震あるいは津波により損傷した場合においても，非常用海水冷

却系に必要な２号機の取水口及び取水管の通水性に影響を及ぼすことはないものと評

価する。 

 

⑥護岸 

護岸の配置及び構造概要を図 4.2.1.4－7 に示す。 

図に示されるとおり，護岸前面は消波ブロック，被覆石及び捨石により構成されてい

る。 

２号機の取水口との位置関係としては，取水口から最短約 75m の位置に護岸が配置

されている。 

4.2－49

170



 

 

 

 

 

 

図 4.2.1.4－7 護岸の配置及び構造概要 

 

護岸と２号機の取水口との間には最短で約 75m の距離があるが，地震や津波波力に

より漂流・滑動する可能性が考えられる。 

漂流に対する評価として，消波ブロック，被覆石及び捨石は海水の比重より大きいこ

とから，漂流して取水口に到達することはない。 

また，護岸近傍の津波流速（7m/s）に対して安全側に発電所近傍の最大流速（10m/s）

を用いて安定質量の評価を行うと，コンクリートの安定質量は約 195t，石材の安定質

量は 188t と算定される。護岸の主たる構成要素である消波ブロック，被覆石及び捨石

はいずれも安定質量を有しないことから，滑動すると評価する。 

港湾内に沈んだ場合においても，海底面から取水口呑口下端まで 5.5m の高さがある

ことから，消波ブロック，被覆石及び捨石が取水口に到達することはないと評価した。

また，防波壁東端部付近に落石を確認しているが，落石は消波ブロック(12.5t)より小

さく，上記と同様な評価となる。 

以上より，護岸は地震あるいは津波により損傷した場合においても，非常用海水冷

却系に必要な２号機の取水口及び取水管の通水性に影響を及ぼすことはないものと評

価する。 

 

   これらの評価結果について，表 4.2.1.4－1にまとめて示す。 

 PN

護岸 

（単位：m）

逆T擁壁
（鉄筋コンクリート造）

GL EL+ 8.5

岩盤

捨石

消波ブロック

EL+ 15.0

2.03.3 3.3

8.5

2
.0

5
.0

7
.0

被覆石

捨石
グラウンドアンカー

グラウンドアンカー

EL+ 6.0

鋼管杭

改良地盤

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）
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＜安定質量の試算＞ 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」1)の流れに対する被覆材の所要質量の評価手法に基

づき，発電所近傍の最大流速の条件（4.1 より最大約 10m/s）における安定質量を算定すると

下表の結果となる。 

これより，コンクリート塊については質量が 195t 程度，石材については質量が 188t 程度あ

れば安定することが分かる。 

なお，本手法は石を別の石の上に乗せた状態における流圧力と摩擦力のつり合い式及び流圧

力と重力によるモーメントの釣り合い式から導出されている 2)。津波により損傷した防波堤は

本手法の想定状態と類似していると考えられ，本手法を適用できる。 

 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（抜粋） 

 

 

条件：①津波流速 U：10m/s 

   ②重力加速度 g：9.8m/s2 

   ③イスバッシュの定数 y：0.86 

   ④斜面の勾配：0.0° 

材料 ρ（t/m3） Sr M（t） 

コンクリート 2.34＊１ 2.27 195 

石材 2.36 2.29＊２ 188 

注記＊１：コンクリートの密度は道路橋示方書・同解説より設定。 

＊２：石材の比重は港湾の施設の技術上の基準・同解説より設定。 

参考文献 

1) （社）日本港湾協会：港湾の施設の技術上の基準・同解説（下巻），pp.561，2007. 

2) 三井順，松本朗，半沢稔：イスバッシュ式の導出過程と防波堤を越流する津波への適用性，

土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.71，No.2，pp.I_1063-I_1068，2015．
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S
t
ep
1(
漂
流
す
る
可
能
性

) 
S
t
ep
2 

(
到
達
す
る
可
能
性

) 

S
t
ep
3 

(
閉
塞
す
る
可
能
性
) 

評
価

 
漂
流
 

滑
動
 

検
討
結
果
 

比
重

＊
 

④
 

船 舶
 

漁
船
 

約
0
.4
～

0.
7
ト
ン
 

大
津
波
警
報
発
令
時
に
は
，「

災
害
に
強

い
漁
業
地
域
づ
く
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
水

産
庁
（
平
成
２
４
年
３
月
））
」
に
お
い

て
，
沖
合
に
退
避
す
る
と
記
載
さ
れ
て
お

り
，
津
波
来
襲
ま
で
時
間
的
に
余
裕
の
あ

る
日
本
海
東
縁
部
に
想
定
さ
れ
る
地
震
に

よ
る
津
波
に
対
し
て
は
，
沖
合
に
退
避
す

る
と
考
え
ら
れ
る
が
，
漁
船
が
航
行
不
能

と
な
っ
た
場
合
を
想
定
し
，
漂
流
物
と
な

る
も
の
と
し
て
評
価
。

 

海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ

る
津
波
に
対
し
て
は
，
漂
流
す
る
可
能
性

が
あ
る
も
の
と
し
て
評
価
。

 

－
 

－
 

【
判
断
基
準

:h
】
 

漂
流
し
た
場
合
に
お

い
て
も
，
取
水
口
上

部
の
水
面
に
留
ま
る

こ
と
か
ら
，
取
水
口

に
到
達
し
な
い
。

 

－
 

（
【
判
断
基
準
:
i】

 

万
一
，
防
波
堤
に
衝
突
す
る

等
に
よ
り
沈
降
し
た
場
合
に

お
い
て
も
，
漁
船
の
最
大
規

模
は
約

0
.7

ト
ン
（
総
ト
ン

数
）
で
あ
り
，
大
き
さ
は
約

1
0
ト
ン
の
作
業
船
よ
り
小

さ
く
，
取
水
口
の
取
水
面
積

は
十
分
に
大
き
い
こ
と
か

ら
，
取
水
口
を
閉
塞
す
る
可

能
性
は
な
い
。）

 

Ⅲ
 

（
Ⅳ
）

 

⑤
 

防 波 堤
 

防
波
堤

 

ケ
ー
ソ

ン
 

1
0
,0
00
t 

以
上
 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該
設
備
と
海
水
の
比
重
を
比
較
し
た
結

果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

 

コ
ン
ク
リ

ー
ト
比
重

 

【
2.
27
】
 

【
判
断
基
準

:f
】
 

発
電
所
近
傍
の
最
大
流
速

1
0
.0
m/
s
に
対
し
て
，
当

該
設
備
の
安
定
流
速
は

1
9
.2

m/
s
以
上
で
あ
る
こ

と
か
ら
，
滑
動
し
な
い
。
 

－
 

－
 

Ⅱ
 

注
記
＊
：
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
比
重
は
道
路
橋
示
方
書
・
同
解
説
よ
り
設
定
，
石
材
の
比
重
は
港
湾
の
施
設
の
技
術
上
の
基
準
・
同
解
説
よ
り
設
定
。
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表
4.
2.
1.
4－

1 
漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
海
域
（
輪
谷
湾
）
）
 

N
o
. 

分 類
 

名
称
 

質
量
 

S
t
ep
1(
漂
流
す
る
可
能
性

) 
S
t
ep
2 

(
到
達
す
る
可
能
性
) 

S
t
ep
3 

(
閉
塞
す
る

可
能
性

) 

評 価
 

漂
流
 

滑
動
 

検
討
結
果
 

比
重

＊
 

⑤
 

防 波 堤
 

消
波
 

ブ
ロ
ッ
ク
 

8
0
t 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該
設
備
と
海
水
の
比
重
を
比

較
し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な

ら
な
い
。
 

 

コ
ン
ク
リ

ー
ト
比
重

 

【
2.
27
】
 

発
電
所
近
傍
の
最
大
流
速

1
0
.0
m/
s
に
対
し
て
，
当

該
設
備
の
安
定
流
速
は
そ

れ
ぞ
れ
，

8.
6m
/s
，

5.
8

～
6.
5m
/s
，

2.
5～

3
.
7m
/s

で
あ
る
こ
と
か

ら
，
滑
動
す
る
。
 

【
判
断
基
準

:g
】
 

安
定

流
速

を
上

回
る

取
水

口
へ

の
連

続

的
な

流
れ

は
確

認
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら

取
水
口
へ
到
達
し
な
い
。

 
－
 

Ⅲ
 

被
覆
 

ブ
ロ
ッ
ク
 

8
～
1
6t
 

基
礎
捨
石
 

5
0～

50
0k
g 

石
材
比
重

 

【
2.
29
】
 

【
判
断
基
準

:h
】
 

港
湾
内
に
沈
ん
だ
場
合
に
お
い
て
も
，
海

底
面
か
ら

5
.5
m
の
高
さ
が
あ
る
取
水
口

に
到
達
す
る
こ
と
は
な
い
。

 

⑥
 

護 岸
 

消
波
ブ
ロ
ッ
ク
 

1
2
.5
t 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該
設
備
と
海
水
の
比
重
を
比

較
し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な

ら
な
い
。
 

 

コ
ン
ク
リ

ー
ト
比
重

 

【
2.
27
】
 

発
電
所
近
傍
の
最
大
流
速

1
0
.0
m/
s
に
対
し
て
，
当

該
設
備
の
安
定
流
速
は
そ

れ
ぞ
れ
，

6.
3m
/s
，

4
.
4m
/s
，

2.
3m

/s
以
上

で
あ
る
こ
と
か
ら
，
滑
動

す
る
。
 

【
判
断
基
準

h】
 

港
湾
内
に
沈
ん
だ
場
合
に
お
い
て
も
，

海
底
面
か
ら

5
.5
m
の
高
さ
が
あ
る
取
水

口
に
到
達
す
る
こ
と
は
な
い
。

 

－
 

Ⅲ
 

被
覆
石
 

1
.
5t
 

石
材
比
重

 

【
2.
29
】
 

捨
石
 

3
0
kg

以
上
 

石
材
比
重

 

【
2.
29
】
 

注
記
＊
：
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
比
重
は
道
路
橋
示
方
書
・
同
解
説
よ
り
設
定
，
石
材
の
比
重
は
港
湾
の
施
設
の
技
術
上
の
基
準
・
同
解
説
よ
り
設
定
。
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b. 発電所構内陸域における評価 

本調査範囲（構内・陸域）は防波壁外側の津波遡上域である荷揚場周辺である。図

4.2.1.3－1 に示した本調査範囲にある漂流物となる可能性のある施設・設備等は，大

別すると，表 4.2.1.4－2のように分類でき，評価はこの施設・設備等の分類ごとに行

った。抽出した設備を図 4.2.1.4－8 に示す。なお，荷揚場作業に係る車両・資機材に

ついては，添付資料 2に示すとおり漂流物になることはない。 

 

 

表 4.2.1.4－2 荷揚場にある漂流物となる可能性のある施設・設備等の分類 

分類 
漂流物となる可能性のある施設・設備 

No. 種類 

① 鉄骨造建物 
荷揚場詰所 

デリッククレーン巻上装置建物 

② 機器類 

キャスク取扱収納庫 

デリッククレーン 

デリッククレーン荷重試験用品① 

デリッククレーン荷重試験用品② 

デリッククレーン荷重試験用品③ 

デリッククレーン荷重試験用ウエイト 

オイルフェンスドラム・オイルフェンス 

変圧器盤・ポンプ制御盤① 

変圧器盤・ポンプ制御盤② 

変圧器盤・ポンプ制御盤③ 

③ 
その他 
漂流物になり
得る物 

防舷材（フォーム式） 

防舷材（空気式） 

エアコン室外機 

電柱・電灯 

枕木 

H 型鋼 

廃材箱 

フェンス 

案内板 
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荷
揚
場
詰
所
 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
巻
上
装
置
建
物
 

キ
ャ
ス
ク
取
扱
収
納
庫
 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
 

 

 
 

 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
荷
重
試
験
用
品
①
 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
荷
重
試
験
用
品
②
 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
荷
重
試
験
用
品
③
 

デ
リ
ッ
ク
ク
レ
ー
ン
荷
重
試
験
用
ウ
エ
イ

ト
 

図
4.

2.
1.
4－

8(
1)
 
荷
揚
場
周
辺
に
あ
る
漂
流
物
と
な
る
可
能
性
の
あ
る
施
設
・
設
備
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オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス
ド
ラ
ム
・

オ
イ
ル
フ
ェ
ン
ス

変
圧
器
盤
・
ポ
ン
プ
制
御
盤
①

 
変
圧
器
盤
・
ポ
ン
プ
制
御
盤
②

 
変
圧
器
盤
・
ポ
ン
プ
制
御
盤
③

 

防
舷
材
（
フ
ォ
ー
ム
式
）
 

防
舷
材
（
空
気
式
）
 

エ
ア
コ
ン
室
外
機

電
柱
・
電
灯
 

図
4.

2.
1.
4－

8(
2)
 
荷
揚
場
周
辺
に
あ
る
漂
流
物
と
な
る
可
能
性
の
あ
る
施
設
・
設
備
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案
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揚
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辺
に
あ
る
漂
流
物
と
な
る
可
能
性
の
あ
る
施
設
・
設
備
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 漂流物となる可能性のある施設・設備等として抽出されたもののうち，図 4.2.1.3－2

に示す漂流物の選定・影響確認フローに従って，漂流する可能性(Step1)，到達する可能

性(Step2)及び閉塞する可能性（Step3）の検討を行い，取水性への影響を評価した。 

なお，調査範囲（発電所構内陸域）については，漂流する可能性（Step1）において，

滑動する可能性の検討を実施する。滑動する可能性を検討する上で用いる流速は，荷揚

場における最大流速 11.9m/s とする（4.1 参照）。また，評価にあたっては，発電所構内

（海域）における評価において示したイスバッシュ式を用いた。 

 

①鉄骨造建物 

    荷揚場詰所及びデリッククレーン巻上装置建物は，鉄骨造の建物で，扉や窓等の開

口部及び壁材は地震又は津波波力により破損して気密性が喪失し，施設内部に津波が

流入すると考えられる。また，東北地方太平洋沖地震に伴う津波の漂流物の実績か

ら，鉄骨造の建物は津波波力により壁材等が施設本体から分離して漂流物となったが

建物自体は漂流していないこと，主材料である鋼材の比重（7.85）が海水の比重

（1.03）を上回っていることから，施設本体は漂流物とはならないと評価した。ま

た，施設本体の滑動についても，施設本体が鉄骨であり，津波の波力を受けにくい構

造であること，東北地方太平洋沖地震に伴う津波の漂流物の実績でも鉄骨造の建物本

体が漂流していないことから，滑動しないと評価した。一方，施設本体から分離した

壁材等については，がれき化して漂流物となる可能性があるが，比重が海水比重を下

回る物は，取水口上部の水面に留まることから，水中にある取水口に到達することは

なく，比重が海水比重を上回る物は，津波波力を受けにくい構造であることから，滑

動しないと評価した。 

 

②機器類 

    キャスク取扱収納庫については安全対策工事完了時までに津波遡上域から撤去する

ため，取水性に影響しない。 

    デリッククレーン及びデリッククレーン荷重試験用品①～③については，主材料で

ある鋼材の比重（7.85）と海水比重（1.03）を比較した結果，当該設備の比重の方が

大きいことから漂流物とならないと評価した。また，滑動については，当該設備は線

状構造であり，津波波力を受けにくい構造であることから，滑動しないと評価した。 

    デリッククレーン荷重試験用ウエイトについては，主材料であるコンクリートの比

重（2.34）と海水比重（1.03）を比較した結果，当該設備の比重の方が大きいことか

ら漂流物とならないと評価した。また，滑動については，荷揚場における最大流速

11.9m/s に対し，安定流速が 6.9m/s であったことから，滑動すると評価した。ただ

し，滑動し港湾内に沈んだ場合においても，海底面から取水口呑口下端まで 5.5m の高

さがあることから，本設備の形状(高さ約 1.5m×長さ約３m×幅 1.25m)を考慮すると取

水口に到達することはないと評価した。 

 オイルフェンスドラム・オイルフェンスについては，主材料である鋼材の比重

（7.85）と海水比重（1.03）を比較した結果，当該設備の比重の方が大きいことから
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漂流物とならないと評価した。また，滑動については，当該設備は格子状の構造であ

り，津波波力を受けにくい構造であることから，滑動しないと評価した。 

 変圧器盤・ポンプ制御盤①～③については，主材料である鋼材の比重（7.85）と海

水比重（1.03）を比較した結果，当該設備の比重の方が大きいことから漂流物となら

ないと評価した。また，滑動については，軽量物であることから，滑動すると評価し

た。ただし，滑動した場合においても，港湾内に沈むため，海底面から取水口呑口下

端まで 5.5m の高さを有する取水口に到達することはないと評価した。 

 

③その他漂流物になり得る物品 

 防舷材（フォーム式及び空気式）については，重量が比較的軽く気密性があるた

め，漂流物となると評価した。ただし，気密性があり漂流物となるものは，取水口上

部の水面に留まるため，取水口に到達することはないと評価した。 

    エアコン室外機については，主材料である鋼材の比重（7.85）と海水比重（1.03）

を比較した結果，当該設備の比重の方が大きいことから，漂流物とならないと評価し

た。また，滑動については，軽量物であることから，滑動すると評価した。ただし，

滑動した場合においても，港湾内に沈むため，海底面から取水口呑口下端まで 5.5m の

高さを有する取水口に到達することはないと評価した。 

    電柱，電灯等については，主材料であるコンクリートの比重（2.34）と海水比重

（1.03）を比較した結果，当該設備の比重の方が大きいことから漂流物とならないと

評価した。また，滑動については，当該設備は細長い円筒形の構造であり，津波波力

を受けにくい構造であることから，滑動しないと評価した。 

 枕木については，主材料である木の比重（１以下）と海水比重(1.03)を比較した結

果，漂流物となると評価した。ただし，漂流物した場合においても，取水口上部の水

面に留まるため，取水口に到達することはないと評価した。 

 H 型鋼，廃材箱及び案内板については，安全対策工事完了時までに津波遡上域から

撤去するため，取水性に影響しない。 

フェンスについては，主材料である鋼材の比重（7.85）と海水比重（1.03）を比較

した結果，当該設備の比重の方が大きいことから，漂流物とならないと評価した。ま

た，滑動については，当該設備は格子状の構造であり，津波波力を受けにくい構造で

あることから，滑動しないと評価した。 

 

   以上の評価を表 4.2.1.4－3にまとめて示す。 
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表
4.
2.
1.
4－

3
(1
) 

漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
1）

 

N
o
. 

評
価

分
類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料

 
質
量
 

S
t
ep
1 

漂
流
 

滑
動
 

評
価
 

検
討
結
果

 
比
重
 

設
置
場

所
 

検
討
結
果
 

1
 

①
 

鉄
骨
造

 

建
物

 

荷
揚
場
 

詰
所
 

施
設
本
体

 

（
鋼
材
）

 

壁
材
（

AL
C
版
）
 

－
 

【
判
断
基
準

:b
,c
】
 

扉
や
窓
等
の
開
口
部
及
び
壁
材
等
が
地

震
又
は
津
波
波
力
に
よ
り
破
損
し
て
気

密
性
が
喪
失
し
，
施
設
内
部
に
津
波
が

流
入
す
る
。
施
設
本
体
に
つ
い
て
は
，

主
材
料
で
あ
る
鋼
材
の
比
重
か
ら
漂
流

物
と
は
な
ら
な
い
。
ま
た
，
壁
材
（
ス

レ
ー
ト
）
は
海
水
の
比
重
と
比
較
し
た

結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

一
方
，
海
水
比
重
を
下
回
る
壁
材
（

AL
C

版
）
に
つ
い
て
は
漂
流
す
る
可
能
性
が

あ
る
。
 

≪
施
設
本
体
≫
 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電
所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

施
設
本
体
（
鉄
骨
の

み
）
は
，
津
波
波
力
を

受
け
に
く
い
構
造
で
あ

る
と
と
も
に
，

3.
11

地

震
に
伴
う
津
波
の
実
績

か
ら
滑
動
し
な
い
。
 

Ⅱ
 

2
 

デ
リ
ッ
ク
ク

レ
ー
ン
巻
上

装
置
建
物
 

施
設
本
体

 

（
鋼
材
）

 

壁
材
 

（
ス
レ
ー
ト
）
 

－
 

≪
施
設
本
体
以
外
≫
 

A
LC

版
比
重
 

【
0.
65
】
 

－
 

S
t
ep
2 

（
漂
流
）
 

≪
施
設
本
体
以
外
≫
 

ス
レ
ー
ト
比
重
 

【
1.
5】

 

【
判
断
基
準

:e
】
 

津
波
波
力
を
受
け
に
く

い
構
造
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
滑
動
し
な
い
。
 

Ⅱ
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表
4.
2.
1.
4－

3
(2
) 

漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
1）

 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

質
量
 

S
t
ep
1 

漂
流
 

滑
動
 

評
価
 

3
 

②
 

機
器
類
 

キ
ャ
ス
ク
 

取
扱
収
納
庫
 

鋼
材
 

カ
バ
ー
部
：
 

約
4
.3
t 

定
盤
部
：
 

約
7
.9
t 

安
全

対
策

工
事

完
了

時
ま

で
に

津
波

遡
上

域
か
ら
撤
去
す
る
こ
と
か
ら
，
取
水
性
に
影

響
し
な
い
。
 

－
 

－
 

－
 

Ⅰ
 

4
 

デ
リ
ッ
ク
 

ク
レ
ー
ン
 

鋼
材
 

約
1
44
ｔ
 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

線
状

構
造

で
あ

り
，

津
波

波

力
を

受
け

に
く

い
た

め
，

滑

動
し
な
い
。
 

Ⅱ
 

5
 

 
試
験
用
品
①
 

鋼
材
 

約
6
.2
t 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

線
状

構
造

で
あ

り
，

津
波

波

力
を

受
け

に
く

い
た

め
，

滑

動
し
な
い
。
 

Ⅱ
 

6
 

 
試
験
用
品
②
 

約
1
1t
 

7
 

 
試
験
用
品
③
 

－
 

8
 

 

試
験
用
 

ウ
エ
イ
ト
 

コ
ン
ク
 

リ
ー
ト
 

約
2
2t
 

【
判
断
基
準

:b
】
 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト
比
重
 

【
2.
34
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

荷
揚

場
に

お
け

る
最

大
流

速

1
1
.9
m/
s
に
対
し
て
，
当
該
設

備
の

安
定

流
速

は
6
.9
5m
/s

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

滑
動

す

る
。
 

S
te
p
2 

（
滑
動
）
 

 
 

4.2－62

183



表
4.
2.
1.
4－

3
(3
) 

漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
1）

 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

質
量
 

S
t
ep
1 

漂
流
 

滑
動
 

評
価
 

9
 

③
 

機
器
類
 

オ
イ

ル
フ

ェ
ン

ス
ド

ラ
ム

・
オ

イ
ル
フ
ェ
ン
ス
 

鋼
材

 
約

3
.8
t 

【
判
断
基
準

:b
】

 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

格
子
状
の
構
造
で
あ
り
，

津
波
波
力
を
受
け
に
く
い

た
め
，
滑
動
し
な
い
。
 

Ⅱ
 

1
0 

変
圧

器
・

ポ
ン

プ
制
御
盤
①
 

鋼
材

 

約
0
.1
t 

【
判
断
基
準

:b
】

 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

軽
量
物
で
あ
り
，
滑
動
す

る
と
し
て
評
価
。
 

S
t
ep
2 

（
滑
動
）
 

1
1 

変
圧

器
・

ポ
ン

プ
制
御
盤
②
 

－
 

1
2 

変
圧

器
・

ポ
ン

プ
制
御
盤
③
 

約
0
.0
4t
 

1
3 

そ
の

他

漂
流

物

と
な

り

得
る
物
 

防
舷
材
 

（
フ

ォ
ー

ム

式
）
 

ゴ
ム

 
約

1
t 

重
量

が
比

較
的

軽
く

，
気

密
性

が
あ

る
た

め
，

漂
流

す
る

可
能

性
が

あ
る

と
し

て
評

価
。
 

－
 

発
電

所

敷
地
内
 

－
 

S
t
ep
2 

（
漂
流
）
 

1
4 

防
舷
材
 

（
空
気
式
）
 

ゴ
ム

 
約

0
.5
t 
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表
4.
2.
1.
4－

3
(4
) 

漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
1）

 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

質
量
 

S
t
ep
1 

漂
流
 

滑
動
 

評
価
 

1
5 

③
 

そ
の
他

漂
流
物

と
な
り

得
る
物
 

エ
ア
コ
ン
 

室
外
機
 

鋼
製

 
約

0
.2
t 

【
判
断
基
準

:b
】

 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

軽
量
で
あ
り
，
滑
動
す
る

も
の
と
し
て
評
価
し
た
。
 

S
t
ep
2 

（
滑
動
）
 

1
6 

電
柱
・
電
灯
 

コ
ン
ク

 

リ
ー
ト

 
約

0
.1
t 

【
判
断
基
準

:b
】

 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

比

重
 

【
2.
34
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

細
長
い
円
筒
形
の
構
造
で

あ
り
，
津
波
波
力
を
受
け

に
く
い
た
め
，
滑
動
し
な

い
。
 

Ⅱ
 

1
7 

枕
木
 

木
 

約
1
2k
g 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
 

木
材
比
重
 

【
１
以
下
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

－
 

S
t
ep
2 

（
漂
流
）
 

1
8 

H
型
鋼
 

鋼
製

 
約

0
.4
t 

安
全

対
策

工
事

完
了

時
ま

で
に

津
波

遡
上

域
か
ら
撤
去
す
る
こ
と
か
ら
，
取
水
性
に
影

響
し
な
い
。
 

－
 

－
 

－
 

Ⅰ
 

1
9 

廃
材
箱
 

鋼
製

 
約

0
.9
t 

安
全

対
策

工
事

完
了

時
ま

で
に

津
波

遡
上

域
か
ら
撤
去
す
る
こ
と
か
ら
，
取
水
性
に
影

響
し
な
い
。
 

－
 

－
 

－
 

Ⅰ
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表
4.
2.
1.
4－

3
(5
) 

漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
1）

 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

質
量
 

S
t
ep
1 

漂
流
 

滑
動
 

評
価
 

2
0 

③
 

そ
の
他

漂
流
物

と
な
り

得
る
物
 

フ
ェ
ン
ス
 

鋼
製

 
約

1
0k
g 

【
判
断
基
準

:b
】

 

当
該

設
備

の
比

重
と

海
水

の
比

重
を

比
較

し
た
結
果
，
漂
流
物
と
は
な
ら
な
い
。

 

鋼
材
比
重
 

【
7.
85
】
 

発
電

所

敷
地
内
 

【
判
断
基
準

:e
】
 

格
子
状
の
構
造
で
あ
り
，

津
波
波
力
を
受
け
に
く
い

た
め
，
滑
動
し
な
い
。
 

Ⅱ
 

2
1 

案
内
板
 

コ
ン
ク

 

リ
ー
ト

 
約

6
0
㎏
 

安
全

対
策

工
事

完
了

時
ま

で
に

津
波

遡
上

域
か
ら
撤
去
す
る
こ
と
か
ら
，
取
水
性
に
影

響
し
な
い
。
 

－
 

－
 

－
 

Ⅰ
 

             
 

4.2－65

186



表
4.
2.
1.
4－

3(
6)
 
漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
2～

3）
 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

S
t
ep
1
の
結
果
 

S
t
ep
2 

（
到
達
す
る
可
能
性
）
 

S
t
ep
3 

（
閉
塞
す
る
可
能
性
）
 

評
価
 

1
 

①
 

鉄
骨

造

建
物
 

荷
揚
場
 

詰
所
 

施
設
本
体

 

（
鋼
材
）

 

壁
材
（

AL
C
版
） 

地
震

又
は

津
波

波
力

に
よ

り
施

設

本
体

か
ら

分
離

し
た

海
水

比
重

を

下
回
る
壁
材
に
つ
い
て
は
，
が
れ
き

化
し
て
漂
流
物
と
な
る
。
 

【
判
断
基
準

h】
 

想
定
す
る
壁
材
に
つ
い
て
は
，
が
れ
き
化

し
て
漂
流
物
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
が
，

取
水

口
上

部
の

水
面

に
留

ま
る

こ
と

か

ら
，

水
中

に
あ

る
取

水
口

に
到

達
し

な

い
。
 

－
 

Ⅲ
 

8
 

②
 

機
器
類
 

デ
リ

ッ
ク

ク
レ

ー
ン

試
験

用
ウ

エ
イ
ト
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト

 

荷
揚

場
に

お
け

る
最

大
流

速

1
1
.9
m/
s
に
対
し
て
，
当
該
設
備
の

安
定
流
速
は

6
.9
m/
s
で
あ
る
こ
と

か
ら
，
滑
動
す
る
。
 

【
判
断
基
準

h】
 

滑
動
し
港
湾
内
に
沈
ん
だ
場
合
に
お
い

て
も
，
海
底
面
か
ら

5
.5
m
の
高
さ
が
あ

る
取
水
口
に
到
達
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

－
 

Ⅲ
 

1
0 

変
圧
器
・
ポ
ン
プ

制
御
盤
①
 

鋼
材

 
軽
量
で
あ
り
，
滑
動
す
る
と
し
て
評

価
。
 

【
判
断
基
準

:i
】
 

滑
動
し
港
湾
内
に
沈
ん
だ
場
合
に
お
い

て
も
，
海
底
面
か
ら

5
.5
m
の
高
さ
を
有

す
る
取
水
口
に
到
達
す
る
こ
と
は
な

い
。
 

－
 

Ⅲ
 

1
1 

変
圧
器
・
ポ
ン
プ

制
御
盤
②
 

1
2 

変
圧
器
・
ポ
ン
プ

制
御
盤
③
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表
4.
2.
1.
4－

3(
7)
 
漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
内
陸
域
）（

S
t
ep
2～

3）
 

N
o
. 

評
価
分

類
 

種
類
 

名
称
 

主
材
料
 

S
t
ep
1
の
結
果
 

S
t
ep
2 

（
到
達
す
る
可
能
性
）
 

S
t
ep
3 

（
閉
塞
す
る
可
能
性
）
 

評
価

 

1
3 

③
 

そ
の
他

漂
流
物

と
な
り

得
る
物
 

防
舷
材
 

（
フ
ォ
ー
ム

式
）
 

ゴ
ム
 

重
量
が
比
較
的
軽
く
，
気
密

性
が
あ
る
た
め
，
漂
流
す
る

可
能
性
が
あ
る
も
の
と
し
て

評
価
。
 

【
判
断
基
準

i】
 

気
密
性
が
あ
り
漂
流
物
と
な
る
設
備

は
，
取
水
口
上
部
の
水
面
に
留
ま
る

た
め
，
取
水
口
に
到
達
し
な
い
。
 

－
 

Ⅲ
 

1
4 

防
舷
材
 

（
空
気
式
）
 

ゴ
ム
 

1
5 

エ
ア
コ
ン
 

室
外
機
 

鋼
製
 

軽
量
で
あ
り
，
滑
動
す
る
と

し
て
評
価
。
 

【
判
断
基
準

:i
】
 

滑
動
し
港
湾
内
に
沈
ん
だ
場
合
に
お

い
て
も
，
海
底
面
か
ら

5
.5
m
の
高
さ

を
有
す
る
取
水
口
に
到
達
す
る
こ
と

は
な
い
。
 

－
 

Ⅲ
 

1
7 

枕
木
 

木
 

当
該
設
備
の
比
重
と
海
水
の

比
重
を
比
較
し
た
結
果
，
漂

流
す
る
可
能
性
が
あ
る
も
の

と
し
て
評
価
。
 

【
判
断
基
準

i】
 

取
水
口
上
部
の
水
面
に
留
ま
る
た

め
，
取
水
口
に
到
達
し
な
い
。
 

－
 

Ⅲ
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(2) 発電所構外における評価 

a．発電所構外海域における評価 

調査範囲内にある港湾施設としては，発電所西方１km程度に片句（かたく）漁港，発

電所西方２km程度に手結（たゆ）漁港，南西２km程度に恵曇（えとも）漁港，東方３㎞

及び４km程度に御津（みつ）漁港，大芦（おわし）漁港があり，漁船が停泊している。 

また，発電所から２kmから３㎞程度離れた位置に定置網の設置海域がある。 

この他に調査範囲内を航行し得る船舶として発電所から 3.5km 以内に漁船等の総トン

数 30トン程度の比較的小型な船舶が，3.5km 以遠に巡視船，引き船，タンカー，貨物船

等の総トン数 100 トンを超える比較的大型な船舶が挙げられた。 

  さらに，(1) a.発電所構内海域（輪谷湾）における評価で抽出したその他作業船につ

いても，輪谷湾外でも作業を実施することから，ここでも抽出した。 

抽出された発電所構外海域の船舶等を表 4.2.1.4－4 に，周辺漁港への聞き取り調査に

より確認した発電所沿岸で操業する漁船とその操業区域を表 4.2.1.4－5及び図 4.2.1.4

－9 に，発電所沖合で操業する漁船（総トン数 10トン以上）とその位置を表 4.2.1.4－6

及び図 4.2.1.4－10 に示す。発電所沿岸で操業する漁船は，以下の理由から施設護岸か

ら約 500m 以内と以遠の２つに区分した。 

・水深が深くなるにつれ，流速が小さくなる傾向があり，施設護岸から 50m 以内（水

深 20m 程度）で比較的速い 5m/s 程度の流速が確認され［図 4.2.1.4－11(1)(2)］，

施設護岸から 500m 程度（水深 40m 程度）の位置では流速が 1m/s 程度［図 4.2.1.4

－11(3)］となっている（添付資料 1）。 

２号機の取水口及び取水管の通水性に与える影響を，図 4.2.1.3－2に示すフローによ

り評価した。また，発電所周辺の漁港の漁船については，漁港に停泊する場合，発電所

沿岸及び沖合で操業する場合，各々について津波が発生した場合の影響を評価した。 

なお，潜戸（くけど）に観光遊覧船航路があるが，航路上の最も接近する位置でも発

電所から５km以上の距離があり，調査範囲内を航行するものではない。 
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表 4.2.1.4－4 発電所構外海域における漂流物調査結果 

No. 名称 種類 設置箇所 
発電所からの 

距離 
総トン数 

① 漁船 船舶 

片句漁港（停泊） 西方約 1km 最大約 10トン 

手結漁港（停泊） 西方約 2km 最大約 10トン 

恵曇漁港（停泊） 南西約 2km 最大約 19トン 

御津漁港（停泊） 東方約 3km 最大約 12トン 

大芦漁港（停泊） 東方約 4km 最大約 3トン 

②＊１ 

漁船 船舶 

前面海域（航行） 

3.5km 以内 

約 30 トン＊2 

プレジャー

ボート 
船舶 約 30 トン＊3 

巡視船 船舶 

3.5km 以遠 

約 2,000 トン＊4 

引き船 船舶 約 200 トン＊4 

タンカー 船舶 約 1000～2000 トン＊4 

貨物船 船舶 約 500～2500 トン＊4 

帆船 船舶 約 100 トン＊4 

③ 定置網 漁具 前面海域 
西方約 2km － 

東方約 3km － 

④ 
その他 

作業船＊5 
船舶 港湾外周辺 － 最大約 10トン 

注記＊1：海上保安庁への聞取調査結果（平成 30年１月～平成 30年 12 月実績）を含む。 

＊2：船種・船体長から「漁港，漁場の施設の設計参考図書」に基づき算定する。 

＊3：プレジャーボートは船体長が不明であることから，「漁港，漁場の施設の設計参

考図書」に示される最大排水トン数とした。 

＊4：船種・船体長から「港湾の施設の技術上の基準・同解説」に基づき算定する。 

＊5：発電所構内海域（輪谷湾）における評価で抽出したその他作業船と同じである。 
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表 4.2.1.4－5 発電所沿岸で操業する漁船 

名称 

施設

護岸

から

の距

離 

目的 漁港 
総トン数 

(質量) 

数量 

(隻) 
備考 

漁船 

約

500m

以内 

サザエ網・ 

カナギ漁 
片句漁港 

1 トン未満 

(3t 未満) 
13 

輪谷湾内で 4

隻 

（0.4～0.7

トン 

(5 回/年)）

が操業 

サザエ網・ 

採貝藻漁 

御津漁港 

1 トン未満 

(3t 未満) 
18  

2 トン未満 

(6t 未満) 
6  

一本釣り漁 
1 トン未満 

(3t 未満) 
13  

かご漁 
3 トン未満 

(9t 未満) 
1  

約

500m

以遠 

わかめ養殖 

片句漁港 

1 トン未満 

(3t 未満) 
7  

イカ釣り漁 

5 トン未満 

(15t 未満) 
7  

8 トン未満 

(24t 未満) 
3  

10 トン未満 

(30t 未満) 
3  

 

4.2－70

191



  

 

図 4.2.1.4－9 発電所沿岸で操業する漁船の操業区域 

 

表 4.2.1.4－6 発電所沖合で操業する漁船（総トン数 10 トン以上） 

名称 目的 漁港 総トン数(質量) 数量(隻) 

漁船 

イカ釣り漁＊ 恵曇漁港 
約 19トン（約

57t） 
2 

底引き網漁 恵曇漁港 
約 15トン（約

45t） 
2 

１本釣り漁 片句漁港 
約 10トン（約

30t） 
3 

定置網漁① 恵曇漁港 

約 10トン（約

30t） 
1 

約 19 トン（約

57t） 
1 

定置網漁② 御津漁港 
約 12トン（約

36t） 
1 

注記＊：島根県漁業調整規則に基づき，島根県知事が総トン数 10 トン以上の漁船

によるイカ釣り漁業の操業禁止区域（最大高潮時海岸線から 10 海里(約 18km）

内における操業を禁止）を定めている。（漁業調整規則：漁業法等に基づき，各都

道府県知事が定める規則） 
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図 4.2.1.4－10 発電所沖合で操業する漁船（総トン数 10トン以上）の操業区域 
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時間 181 分 30 秒 

発
電
所
周
辺
海
域 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
有
り
） 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
無
し
） 

 

図 4.2.1.4－11(1) 基準津波１の水位変動・流向ベクトル 

島根原子力 
発電所 
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時間 193 分 

発
電
所
周
辺
海
域 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
有
り
） 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
無
し
） 

 

図 4.2.1.4－11(2) 基準津波１の水位変動・流向ベクトル 

島根原子力 
発電所 
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時間 183 分 

発
電
所
周
辺
海
域 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
有
り
） 

 

発
電
所
港
湾
部
（
防
波
堤
無
し
） 

 

図 4.2.1.4－11(3) 基準津波１の水位変動・流向ベクトル 

島根原子力 
発電所 
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①漁船 

発電所周辺の漁港の漁船は，発電所沿岸及び沖合で操業する場合と漁港に停泊す

る場合，各々について評価した。 

 大津波警報発令時には，「災害に強い漁業地域づくりガイドライン（水産庁（平

成２４年３月））」において，沖合に退避すると記載されており，発電所沿岸及び沖

合で操業する漁船は，津波来襲まで時間的に余裕のある日本海東縁部に想定される

地震による津波に対して，沖合に退避すると考えられるが，航行不能となり漂流す

る可能性を考慮し，日本海東縁部に想定される地震による津波及び海域活断層から

想定される地震による津波の各々に対して，施設護岸及び輪谷湾に到達する可能性

を評価した。その結果を，表 4.2.1.4－7 に示す。 

施設護岸から 500m 以内で操業する漁船は，添付資料 3 に示すとおり，施設護岸及

び輪谷湾に到達すると評価した。ただし，その場合においても，図 4.2.1.4－5 に示

すとおり，日本海東縁部に想定される地震による津波の取水口位置における入力津波

高さ（引き波）は EL-6.5m であり，取水口呑口の高さは EL-9.5m と十分に低く，漁船

は取水口上部の水面に留まることから，取水口に到達せず，海水ポンプに必要な通水

性が損なわれることはない。さらに，万一，防波堤に衝突する等により沈降した場合

においても，図 4.2.1.4－5 に示す取水口呑口の断面寸法並びに非常用海水冷却系に

必要な通水量及び漁船の寸法から，その接近により取水口が閉塞し，非常用海水冷却

系に必要な取水口及び取水管の通水性に影響を及ぼさないと評価した。 

海域活断層から想定される地震による津波に対しては漂流物となり，輪谷湾に面

する津波防護施設の EL 4.2m 以下の部分に到達する可能性がある。ただし，漂流し

た場合においても，日本海東縁部に想定される地震による津波と同様に取水口が閉

塞し，非常用海水冷却系に必要な取水口及び取水管の通水性に影響を及ぼさないと

評価した。 

一方，施設護岸から 500m 以遠で操業する漁船は，施設護岸及び輪谷湾に到達す

る可能性は十分に小さいと評価した。 

周辺漁港に停泊する漁船については，発電所から最も近くても 1km 離れており，

上述したとおり施設護岸及び輪谷湾に到達する可能性はないと評価した。  
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表 4.2.1.4－7 発電所沿岸及び沖合で操業する漁船の施設護岸及び輪谷湾への到達可能性 

漁船の種類 

施設護岸及び輪谷湾に到達する可能性 

日本海東縁部に想定される地震に 

よる津波 

海域活断層から想定される地震に

よる津波 

周辺漁港で

停泊してい

る漁船 

基準津波の流向・流速ベクトルの評

価の結果，施設護岸及び輪谷湾に到

達しない（添付資料 3参照）。 

基準津波の流向・流速ベクトルの

評価の結果，施設護岸及び輪谷湾

に到達しない（添付資料 3参照）。 

500m 以遠で 

操業する 

漁船 

基準津波の流向・流速ベクトルの評

価の結果，施設護岸及び輪谷湾に到

達する可能性は十分に小さい（添付

資料 3参照）。 

基準津波の流向・流速ベクトルの

評価の結果，施設護岸及び輪谷湾

に到達する可能性は十分に小さい

（添付資料 3参照）。 

500m 以内で 

操業する 

漁船 

施設護岸及び輪谷湾に到達する可能

性がある。 

入力津波高さは EL 4.2m であり，

津波防護施設の EL 4.2m 以下の部

位及び輪谷湾に到達する可能性が

ある。 
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②船舶（発電所前面海域を航行する船舶） 

発電所前面海域を航行する船舶としては，発電所から 3.5km 以内において漁船，

プレジャーボート（総トン数 30 トン程度の比較的小型の船舶）が，発電所から

3.5km 以遠において巡視船，引き船，タンカー，貨物船，帆船（総トン数 100 トン

以上の比較的大型の船舶）が確認された。海上保安庁への聞取調査結果より，発電

所から 3.5km 以内を航行する漁船，プレジャーボートについても，発電所から約

2km 離れた沖合を航行していることを確認した。 

基準津波による水位変動は，基準津波の策定位置（発電所沖合 2.5km 程度）にお

いて，2m程度であり，図 4.2.1.1－8 に示す 3km,5km の地点 4～9の軌跡解析の結果

からも，3㎞以遠を航行する船舶は，津波によりほぼ移動しないことが確認され

る。これら航行中の船舶は，津波来襲への対応が可能であり，漂流物にならないと

考えられるが，施設護岸及び輪谷湾へ到達する可能性について評価した。基準津波

の流向・流速等の分析を踏まえ評価した結果を，添付資料 3に示す。発電所沖合か

ら発電所方向への連続的な流れはなく，発電所前面海域を航行中の船舶が，施設護

岸及び輪谷湾に到達することはないと考えられる。 

 

③定置網 

基準津波の流向・流速等の分析を踏まえ評価した上述の結果から，定置網を設置

した海域から発電所方向への連続的な流れはなく，定置網が施設護岸及び輪谷湾へ

到達することはないと考えられる。 

 

④その他作業船 

(1) a.②その他作業船における評価に示したとおり，日本海東縁部に想定される

地震による津波に対しては，緊急退避に係る手順を整備し，緊急退避の実効性を確

認するが，海域活断層に想定される地震による津波に対しては緊急退避できず漂流

する可能性があるため，施設護岸及び輪谷湾に到達する可能性を評価した。①漁船

に示したとおり，その他作業船は港湾外周辺で作業することから，施設護岸に到達

すると評価した。また，輪谷湾に設置する取水口に対する到達可能性については，

輪谷湾はその形状から，押し波後はすぐに引き波に転じることから，取水口に到達

する可能性はないと評価した。 

 

図 4.2.1.3－2に示す漂流物の選定・影響確認フローに基づき，取水性への影響を評価

した結果を表 4.2.1.4－8に示す。 
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表
4.
2.
1.
4－

8(
1)
 
漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
外
海
域
）
 

N
o
. 

分 類
 

名 称
 

設
置
箇
所
 

S
t
ep
1 

（
漂
流
す
る
可
能
性
）
 

S
t
ep
2 

（
到
達
す
る
可
能
性
）
 

S
t
ep
3 

（
閉
塞
す
る
可
能
性
）
 

評 価
 

①
 

船 舶
 

漁 船
 

片
句
漁
港
（
停
泊
）
 

漂
流
す
る
可
能
性
が
あ
る
も
の
と
し
て
，
施
設

護
岸
及
び
輪
谷
湾
に
到
達
す
る
可
能
性
に
つ
い

て
評
価
す
る
。

 

【
判
断
基
準

:g
】
 

流
向
・
流
速
ベ
ク
ト
ル
か
ら
発
電
所
方
向
へ
の
連
続
的
な

流
れ
は
な
く
，
施
設
護
岸
及
び
輪
谷
湾
に
到
達
し
な
い
。

な
お
，
港
湾
部
は
そ
の
形
状
か
ら
，
押
し
波
後
は
す
ぐ
に

引
き
波
に
転
じ
る
こ
と
か
ら
，
発
電
所
の
港
湾
内
に
設
置

す
る
取
水
口
に
到
達
し
な
い
と
評
価
。

 

－
 

Ⅲ
 

手
結
漁
港
（
停
泊
）
 

恵
曇
漁
港
（
停
泊
）
 

御
津
漁
港
（
停
泊
）
 

大
芦
漁
港
（
停
泊
）
 

施
設
護
岸
か
ら

5
0
0m

以
内
（
操

業
）
 

大
津
波
警
報
発
令
時
に
は
，「

災
害
に
強
い
漁
業

地
域
づ
く
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
水
産
庁
（
平
成

２
４
年
３
月
））
」
に
お
い
て
，
沖
合
に
退
避
す

る
と
記
載
さ
れ
て
お
り
，
津
波
来
襲
ま
で
時
間

的
に
余
裕
の
あ
る
日
本
海
東
縁
部
に
想
定
さ
れ

る
地
震
に
よ
る
津
波
に
対
し
て
，
沖
合
に
退
避

す
る
と
考
え
る
が
，
航
行
不
能
に
な
る
こ
と
を

想
定
し
，
漂
流
す
る
可
能
性
が
あ
る
も
の
と
し

て
，
施
設
護
岸
及
び
輪
谷
湾
に
到
達
す
る
可
能

性
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津

波
に
対
し
て
は
，
施
設
護
岸
及
び
輪
谷
湾
に
到

達
す
る
可
能
性
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 

【
判
断
基
準

:h
】
 

漂
流
し
た
場
合
に
お
い
て
も
，
取
水
口
上
部
の
水
面
に
留

ま
る
こ
と
か
ら
，
取
水
口
に
到
達
し
な
い
。

 

－
 

（
【
判
断
基
準
:
i】

 

万
一
，
防
波
堤
に
衝
突
す
る
等
に
よ
り

沈
降
し
た
場
合
に
お
い
て
も
，
漁
船
の

最
大
規
模
は
約

3
ト
ン
（
総
ト
ン
数
）

で
あ
り
，
大
き
さ
は
約

1
0
ト
ン
の
作

業
船
よ
り
小
さ
く
，
取
水
口
の
取
水
面

積
は
十
分
に
大
き
い
こ
と
か
ら
，
取
水

口
を
閉
塞
す
る
可
能
性
は
な
い
。）

 

Ⅲ
 

施
設
護
岸
か
ら

5
0
0m

以
遠
（
操

業
）
 

【
判
断
基
準

:g
】
 

流
向
・
流
速
ベ
ク
ト
ル
か
ら
発
電
所
方
向
へ
の
連
続
的
な

流
れ
は
な
く
，
輪
谷
湾
に
到
達
す
る
可
能
性
は
十
分
小
さ

い
。
な
お
，
港
湾
部
は
そ
の
形
状
か
ら
，
押
し
波
後
は
す

ぐ
に
引
き
波
に
転
じ
る
こ
と
か
ら
，
発
電
所
の
港
湾
内
に

設
置
す
る
取
水
口
に
到
達
し
な
い
と
評
価
。

 

－
 

Ⅲ
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表
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4－
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漂
流
物
評
価
結
果
（
発
電
所
構
外
海
域
）
 

N
o
. 

分 類
 

名
称
 

設
置
箇
所
 

S
t
ep
1 

（
漂
流
す
る
可
能
性
）
 

S
t
ep
2 

（
到
達
す
る
可
能
性
）

 

S
t
ep
3 

（
閉
塞
す
る

可
能
性
）
 

評
価

 

②
 

船 舶
  

漁
船
 

前
面
海
域
（
航
行
）
 

海
上
保
安
庁
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流
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岸
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す
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に
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水
口
に
到
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し
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と
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。

 

 

－
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プ
レ
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ャ

ー
ボ
ー
ト
 

巡
視
船
 

引
き
船
 

タ
ン
カ
ー
 

貨
物
船
 

帆
船
 

③
 

漁 具
 

定
置
網
 

前
面
海
域
 

漂
流
す
る
可
能
性
が
あ
る
も
の
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し
て
，
施
設
護
岸
及

び
輪
谷
湾
に
到
達
す
る
可
能
性
に
つ
い
て
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す
る
。
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湾
部
は
そ
の
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か
ら
，
押
し
波
後
は

す
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に
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き
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じ
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と
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ら
，
発
電
所
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湾

内
に
設
置
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る
取
水
口
に
到
達
し
な
い
と
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価
。
 

－
 

Ⅲ
 

④
 

船 舶
 

そ
の
他
 

作
業
船
 

港
湾
外
周
辺
 

日
本
海
東
縁
部
に
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津
波
に
対

し
て
は
，
緊
急
退
避
に
係
る
手
順
を
整
備
し
，
緊
急
退

避
の
実
効
性
を
確
認
す
る
。
 

一
方
，
海
域
活
断
層
に
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津
波

に
対
し
て
は
，
緊
急
退
避
で
き
ず
，
漂
流
す
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
か
ら
，
施
設
護
岸
及
び
輪
谷
湾
に
到
達
す

る
可
能
性
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
 

【
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準
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】
 

港
湾
部
は
そ
の
形
状
か
ら
，
押
し
波
後
は
す
ぐ
に
引
き

波
に
転
じ
る
こ
と
か
ら
，
発
電
所
の
港
湾
内
に
設
置
す

る
取
水
口
に
到
達
し
な
い
と
評
価
。

 

－
 

Ⅲ
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b. 発電所構外陸域における評価 

調査範囲内にある港湾施設として挙げられた片句（かたく）漁港，手結（たゆ）漁

港，恵曇（えとも）漁港，御津（みつ）漁港周辺及び大芦（おわし）漁港に家屋，車両

等が確認された。 

発電所構外陸域における漂流物調査結果を表 4.2.1.4－9，図 4.2.1.4－12 に示す。 

 

表 4.2.1.4－9 漂流物調査結果 

漁港周辺 漂流物調査結果＊ 

片句（かたく） 

漁港周辺 

・家屋：94 戸 

・車両：約 17台 

・灯台：3基 

・タンク：1基 

手結（たゆ） 

漁港周辺 

・家屋：174 戸 

・車両：約 40台 

・灯台：1基 

恵曇（えとも） 

漁港周辺 

・家屋：525 戸 

・車両：約 241 台 

・灯台：4基 

・工場：9棟 

・タンク：3基 

御津（みつ） 

漁港周辺 

・家屋：152 戸 

・車両：約 133 台 

・工場：4棟 

・灯台：4基 

・タンク：１基 

大芦（おわし） 

漁港周辺 

・家屋：271 戸 

・車両：約 215 台 

・工場：4棟 

・灯台：1基 

・タンク：１基 

    注記＊：現地調査及び聞き取り調査により漂流物を抽出。 
家屋の数量については，現地調査及び自治体関係者への聞き取り
調査で確認した世帯数を記載。車両の数量については，現地にお
ける目視調査により確認した漁港周辺への駐車可能台数（駐車可
能面積と一般的な車両の大きさから推定）を記載（発電所構外陸
域の漂流物調査は漁港周辺の漂流物の種類を明確にすることを目
的としており，家屋や車両の数量については，規模感を示すた
め，世帯数及び駐車可能台数を記載）。 
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周辺漁港の位置 片句漁港周辺 

  

手結漁港周辺 恵曇漁港周辺 

  

御津漁港周辺 大芦漁港周辺 

図 4.2.1.4－12 発電所構外陸域における漂流物調査結果 
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① 家屋・車両等 

家屋・車両等は漁港周辺に存在しており，津波が遡上して仮に漂流物となった場合に

おいても，a.発電所構外海域における評価の①漁船に示したとおり，基準津波の流向・

流速を踏まえると，施設護岸及び輪谷湾に到達する漂流物とはならないと評価する（添

付資料 3参照）。 

これより，基準津波により漂流物となる可能性がある施設・設備等について，非常用

海水冷却系に必要な取水口及び取水管の通水性に影響を与えることがないことを確認し

た。表 4.2.1.4－10 に評価結果を示す。 
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結
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. 
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す
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可
能
性
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2 

（
到
達
す
る
可
能
性
）
 

S
t
e
p
3 
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す
る

可
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①
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台
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片
句
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辺
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仮
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す
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あ
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と
し
て
，
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設
護

岸
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輪
谷
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達
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可
能
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い
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す
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。
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岸
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じ
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。
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台
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台
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タ
ン
ク
 

大
芦
漁
港

周
辺
 

4.2－84

205



  

(3) 漂流物に対する取水性への影響評価 

  発電所周辺を含め，基準津波により漂流物となる可能性がある施設・設備について，

漂流（滑動を含む）する可能性，２号機取水口に到達する可能性及び２号機取水口が閉

塞する可能性についてそれぞれ検討を行い，原子炉補機冷却海水系及び高圧炉心スプレ

イ補機冷却海水系の取水性に影響を及ぼさないことを確認した。輪谷湾に到達すると評

価した漂流物のうち漁船については，操業区域及び航行の不確かさがあり，取水性への

影響について不確かさを考慮した評価を行う。不確かさを考慮した漂流物として総トン

数 19トンの漁船（船の長さ 17.0m，船の幅 4.3m，喫水 2.2m＊）を設定した場合において

も，漁船は取水口上部の水面に留まることから，深層取水方式である取水口に到達せず，

万一，防波堤に衝突する等により沈降した場合においても，図 4.2.1.4－5に示す取水口

呑口の断面寸法並びに非常用海水冷却系に必要な通水量及び漁船の寸法から，その接近

により取水口が閉塞し，非常用海水冷却系に必要な取水口及び取水管の通水性に影響を

及ぼさないことを確認した。 

  さらに，２号機の非常用取水設備である取水口は，循環水ポンプの取水路を兼ねてお

り，全体流量に対する非常用海水ポンプ流量の比（5％未満）から，漂流物により通水面

積の約 95％以上が閉塞されない限り，取水機能が失われることはない。敷地周辺沿岸域

の林木等が中長期的に漂流し輪谷湾に到達した場合を考慮しても，２号機の取水口は深

層取水方式であり，取水口呑口が水面から約 9.5m 低く，水面上を漂流する林木等は取水

口に到達しないため，取水性に影響はない。 

なお，津波来襲後，巡視点検等により取水口を設置する輪谷湾内に漂流物が確認され

る場合には，必要に応じて漂流物を撤去する方針であることから，非常用海水ポンプの

取水は可能である。 

以上より，漂流物による取水性への影響はなく，検討対象漂流物の漂流防止対策は不要

である。 

注記＊：津波漂流物対策施設設計ガイドライン（平成 26 年 3 月）より船型 20 トンの漁

船の諸元から設定 

 

(4) 津波防護施設等に対する漂流物の選定 

漂流物による影響としては，取水性への影響の他に「津波防護施設，浸水防止設備に衝

突することによる影響（波及的影響）」があり，２号機における同影響を考慮すべき津波

防護施設としては，基準津波が到達する範囲内に設置される防波壁，防波壁通路防波扉が

挙げられる。 

本設備に対して衝突による影響評価を行う対象漂流物及びその衝突速度は，「4.2.1.4 

取水性に与える影響の評価」の評価プロセス，津波の特性，施設・設備の設置位置を踏ま

え，設定する。 
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4.5 漂流物による衝突荷重の設定 
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4.5－1 

4.5.1 衝突荷重を考慮する施設・設備の選定 

津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備及びその他のうち，漂流物によ

る衝突荷重を考慮する施設・設備については，各施設・設備の設置位置を踏ま

えて，防波壁及び防波壁通路防波扉に加え，屋外排水路逆止弁及び漂流防止装

置を選定した。 

津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備及びその他として考慮する漂流

防止装置の平面位置図を図 4.5.1－1 に，漂流物による衝突荷重を考慮する施

設・設備の選定フローを図 4.5.1－2 に，選定結果を表 4.5.1－1 に，選定され

た施設・設備の設置概念図を図 4.5.1－3 に示す。表 4.5.1－1 より，漂流物に

よる衝突荷重を考慮する施設・設備として，津波防護施設が対象となる。 

なお，漂流防止装置は，日本海東縁部に想定される地震による津波来襲時，

船舶（燃料等輸送船）を緊急退避させるため，漂流防止機能に期待しないこと

から，漂流物の衝突荷重を考慮しないこととする。また，漂流防止装置は，海

域活断層から想定される地震による津波の入力津波高さより高い箇所に位置

することから，海域活断層の津波による漂流物の衝突荷重を考慮しないこと

とする。 

 

 

図 4.5.1－1 津波防護施設，浸水防止設備，津波監視設備及び 

その他の平面位置図  
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4.5－2 

 

図 4.5.1－2 漂流物による衝突荷重を考慮する施設・設備の選定フロー 

  

津波防護施設，浸水防止設備，
津波監視設備及びその他

防波壁よりも海側
に設置されているか

入力津波高さ以深
に設置されているか

漂流物が衝突する
ことを考慮する

地中に設置すること
で，漂流物が衝突す
るおそれはない

YES

YES

YES

No

No

漂流物が衝突する
おそれはない

地上(海中含む)
に設置されているか

No

YES

入力津波高さより高い箇所
に設置することで，漂流物
が衝突するおそれはない
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4.5－3 

表 4.5.1－1 漂流物による衝突荷重を考慮する施設・設備の選定結果 

施設・設備 

防波壁よ

りも海側

に設置さ

れている

か 

入力津波高さ 

以深に設置 

されているか 

地上(海中含む)に設

置されているか 

評価 

(衝突荷重の

考慮) 

津

波

防

護

施

設 

防波壁(波返重力擁壁) ― 
日本海東縁 以深 地上 

(天端標高EL 15.0m) 

考慮する 

海域活断層 以深 考慮する 

防波壁 

(多重鋼管杭式擁壁) 
― 

日本海東縁 以深 地上 

(天端標高EL 15.0m) 

考慮する 

海域活断層 以深 考慮する 

防波壁(逆Ｔ擁壁) ― 
日本海東縁 以深 

地上 

(天端標高 EL 15.0m) 
考慮する 

海域活断層 以上  考慮しない 

防波壁通路防波扉 ― 
日本海東縁 以深 

地上 

(天端標高 EL 15.0m) 
考慮しない＊ 

海域活断層 以上  考慮しない 

１号機取水槽流路縮小工 敷地側   考慮しない 

浸

水

防

止

設

備 

屋外排水路逆止弁 
海側 

日本海東縁 以深 
地中 

考慮しない 

海域活断層 以深 考慮しない 

敷地側   考慮しない 

取
水
槽 

防水壁 敷地側   考慮しない 

水密扉 敷地側   考慮しない 

床ドレン逆止弁 敷地側   考慮しない 

貫通部止水処置 敷地側   考慮しない 

隔離弁,ポンプ 

及び配管 
敷地側   考慮しない 

タ
ー
ビ
ン
建
物
他 

防水壁 敷地側   考慮しない 

水密扉 敷地側   考慮しない 

床ドレン逆止弁 敷地側   考慮しない 

貫通部止水処置 敷地側   考慮しない 

隔離弁，配管 敷地側   考慮しない 

放水槽 貫通部止水処置 敷地側   考慮しない 

津

波

監

視

設

備 

津波監視カメラ 敷地側   考慮しない 

取水槽水位計 敷地側   考慮しない 

注記＊：防波壁通路防波扉においては，漂流物の衝突を防止するため，防波壁通路防波扉の前面に

漂流物対策工を設置することから，漂流物による衝突荷重を考慮しない。  
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4.5－4 

 

 

図 4.5.1－3(1) 漂流物による衝突荷重を考慮する施設・設備の設置概念図  
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4.5－5 

 

  

図 4.5.1－3(2) 漂流物による衝突荷重を考慮する施設・設備の設置概念図  

Ｎ

KEY-PLAN

D

Ｄ
：防波壁

Ｃ

Ｃ

▽ EL 11.9（入力津波高さ*1）
▽EL 8.5

▽EL 15.0

▽ EL 4.2（入力津波高さ*2 ）

海側 敷地側

注記＊1：日本海東縁部に想定される地震による津波
＊2：海域活断層から想定される地震による津波
＊3：防波壁通路防波扉においては，漂流物の衝突を

防止するため，防波壁通路防波扉の前面に
漂流物対策工を設置することから，漂流物による
衝突荷重を考慮しない。

埋戻土

防波壁通路防波扉（荷揚場南） *3

ＤーＤ断面

【防波壁通路防波扉（荷揚場南）】

▽ EL 4.2（入力津波高さ*2 ）

▽EL 8.5

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

埋戻土

▽EL 15.0

海側 敷地側

ＣーＣ断面

▽ EL 11.9（入力津波高さ*1）

改良地盤

：施設及び設備

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁）】

岩盤

岩盤

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

（単位：m）
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4.5－6 

4.5.2 津波に関するサイト特性 

(1) 発電所周辺地形の把握 

島根原子力発電所は，島根半島の中央部で日本海に面した位置に立地して

いる。島根原子力発電所の周辺は，東西及び南側を標高 150m 程度の高さの

山に囲まれており，発電所東西の海沿いには漁港がある。島根原子力発電所

の周辺地形について，図 4.5.2－1 に示す。 

 

 

図 4.5.2－1 発電所周辺の地形 

 

 

(2) 敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性（流速及び水位）の把握 

敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特性については，「4.1 設計に用いる

遡上波の流速」及び「4.2.1.1 b. 敷地及び敷地周辺に来襲する津波の特

性の把握」に示すとおりである。 

これらの特性のうち漂流物による衝突荷重の算定及び作用位置の設定に用

いる内容を以下に示す。 
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4.5－7 

a. 漂流物による衝突荷重の算定に用いる流速 

(a) 日本海東縁部に想定される地震による津波の最大流速  

日本海東縁部に想定される地震による津波における最大流速は，基準

津波 1（防波堤有り）により 9.3m/s が抽出されたことから，安全側に

10.0m/s を衝突荷重の算定に用いる漂流物の衝突速度として設定する。

9.3m/s を抽出した基準津波 1（防波堤有り）の全方向最大流速分布及び

評価地点を図 4.5.2－2 に示す。 

 

(b) 海域活断層から想定される地震による津波の最大流速 

海域活断層から想定される地震による津波における最大流速は，基準

津波 4（防波堤無し）により 5.8m/s が抽出されたことから，安全側に

6.0m/s を衝突荷重の算定に用いる漂流速度として設定する。5.8m/s を

抽出した基準津波 4（防波堤無し）の全方向最大流速分布及び評価地点

を図 4.5.2－3 に示す。 
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4.5－8 

 

図 4.5.2－2 基準津波 1（防波堤有り，沈下無し） 全方向最大流速分布（全時刻） 

 

 

図 4.5.2－3 基準津波 4（防波堤無し，沈下無し） 全方向最大流速分布（全時刻） 
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4.5－9 

(c) 荷揚場周辺に遡上した津波による流速の扱い 

「(a) 日本海東縁部に想定される地震による津波の最大流速」及び

「(b) 海域活断層から想定される地震による津波の最大流速」は，地震

による地盤沈下を考慮しない条件において発電所近傍の海域で最大流速

を抽出したものである。一方，荷揚場周辺の浸水範囲を安全側に評価す

るため，地震による地盤沈下として防波壁前面を 1m 沈下させた条件で

は，10m/s を超える流速（11.9m/s）が抽出されたことから，その発生要

因及び特性について分析を行った。 

防波壁前面の沈下範囲を図 4.5.2－4 に，沈下範囲における最大浸水

深分布を図 4.5.2－5 に，沈下範囲における最大流速分布を図 4.5.2－6

に，最大流速発生時の水位変動，流向ベクトル及び浸水深を図 4.5.2－7

及び図 4.5.2－8 に示す。最大流速が抽出された箇所は，荷揚場の隅角

部から津波が遡上する地点であり，波が隅角部に集中して水位が上昇し

た後，荷揚場へ押し波として遡上したことにより，西方向に卓越した大

きな流速（11.9m/s）が局所的に生じたものと考える。 

この押し波による最大浸水深は 1.7m であり，その水位は EL 6.7m で

あることから，地震による地盤沈下を考慮した敷地高さ（EL 7.5m）に

到達しない（図 4.5.2－9）ことを確認している。 

以上の分析結果より，荷揚場周辺における最大流速（11.9m/s）が抽

出された押し波は，敷地高さ（EL 7.5m）に到達しないことを確認した

ことから，衝突荷重を考慮する施設・設備への漂流速度として適用しな

いが，荷揚場周辺における施設・設備等が滑動する可能性を検討するう

えで用いる流速として適用する。 
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4.5－10 

 

 

 

図 4.5.2－4 防波壁前面の沈下範囲 

  

：施設護岸

：防波壁

：沈下範囲（沈下量1m）

凡例

隅角部となる箇所
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4.5－11 

 

 

 

図 4.5.2－5 基準津波 1（防波堤無し，沈下 1m）による沈下範囲の最大浸水深分布 

 

 

 

  

：海陸境界

最大浸水深
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4.5－12 

 

 

 

図 4.5.2－6 基準津波 1（防波堤無し，沈下 1m）による沈下範囲の最大流速分布 

 

  

流速 4.9m/s

流速 11.9m/s （地点A）

流速 10.2m/s （地点B）

(m/s)最大流速
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4.5－13 

 

 

図 4.5.2－7 基準津波 1（防波堤無し，沈下 1m）による荷揚場周辺の 

水位変動及び流向ベクトル 

  

隅角部に波が集中

湾奥からの波

荷揚場に遡上し大きな
流速（11.9m/s）が発生

3時間9分53秒
（約189.88分）

3時間9分50秒
（約189.83分）

3時間9分55.65秒
（約189.93分）

5.0 m/s

地点A 地点B

流速

水位（EL m）
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4.5－14 

 

 

 

 

図 4.5.2－8 基準津波 1（防波堤無し，沈下 1m）による地点 A 及び 

地点 B における流速及び浸水深の時刻歴波形  
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4.5－15 

 

 

 

図 4.5.2－9 直近陸域（荷揚場周辺）の地盤沈下を考慮した 

敷地形状と津波高さの概念図 

  

KEY-PLAN

(m/s)

最大流速分布図（基準津波1（防波堤無し，沈下1m））

A A

AーA断面

▽ EL 6.7（遡上津波高さ＊1）
▽EL 8.5

▽EL 15.0

埋戻土＊2
埋戻土

防波壁（逆T擁壁）

海側 敷地側

改良地盤

：施設

：漂流物衝突（浮遊，滑動）

【防波壁（逆T擁壁）】

▽EL 7.5▽EL 5.0

注記＊1：荷揚場周辺の最大流速発生時における津波高さ
＊2：地震による地盤沈下（1m）を考慮した高さ

（単位：m）

岩盤
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4.5－16 

b. 漂流物による衝突荷重の作用位置の設定に用いる水位 

以下に示す最高水位に高潮ハザードを考慮した参照する裕度（0.64m）

を加えた津波高さを考慮する。 

(a) 日本海東縁部に想定される地震による津波の水位 

水位上昇側の最高水位は，基準津波 1（防波堤無し）の EL 11.9m（発生

時刻：約 193 分，潮位 0.58m 及び潮位のばらつき+0.14m を考慮）であり，

高潮ハザードを考慮した参照する裕度を加えた EL 12.6m とする。遡上域

における基準津波 1（防波堤無し）の時刻歴波形を図 4.5.2－10 に示す。 

 

(b) 海域活断層から想定される地震による津波の水位 

水位上昇側の最高水位は，海域活断層上昇側最大ケース（防波堤有り）

の EL 4.2m（発生時刻：約 6 分 30 秒，潮位 0.58m 及び潮位のばらつき

+0.14m を考慮）であり，高潮ハザードを考慮した参照する裕度を加えた

EL 4.9m とする。遡上域における海域活断層上昇側最大ケース（防波堤有

り）の時刻歴波形を図 4.5.2－11 に示す。なお，荷揚場（EL 6.0m）につ

いては，地震による地盤沈下（1m）を考慮しても，海域活断層から想定さ

れる地震による津波は遡上しない。 
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4.5－17 

 

 

 

図 4.5.2－10 遡上域における時刻歴波形（基準津波 1，防波堤無し） 

  

注：灰色の網掛けは最高水位地点の標高以下の範囲を示す。
最大水位上昇量分布図

（基準津波1，防波堤無し）

「施設護岸又は防波壁」
最高水位地点

注：灰色の網掛けは最高水位地点の標高以下の範囲を示す。
最大水位上昇量分布図

（基準津波1，防波堤無し）

「施設護岸又は防波壁」
最高水位地点
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4.5－18 

 

 

最大水位上昇量分布図 

（海域活断層上昇側最大ケース，防波堤有り） 

  

図 4.5.2－11 遡上域における時刻歴波形（海域活断層上昇側 

最大ケース，防波堤有り）  

注：灰色の網掛けは最高水位地点の標高以下の範囲を示す。
最大水位上昇量分布図

（海域活断層上昇側最大ケース，防波堤無し）

「施設護岸又は防波壁」最高水位地点

注：灰色の網掛けは最高水位地点の標高以下の範囲を示す。
最大水位上昇量分布図

（海域活断層上昇側最大ケース，防波堤無し）

「施設護岸又は防波壁」最高水位地点
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4.5－19 

4.5.3 衝突荷重として考慮する漂流物の選定 

「4.2 漂流物による影響確認」における，漂流（浮遊）して施設護岸又は

輪谷湾に到達する可能性があると評価した漂流物及び発電所構内陸域（荷揚

場周辺）で滑動する漂流物の配置場所を表 4.5.3－1 に整理した上で，衝突荷

重として考慮する漂流物を選定した。 

 

表 4.5.3－1 施設護岸又は輪谷湾に到達する可能性があると評価した漂流物及び発電

所構内陸域（荷揚場周辺）で滑動する漂流物 

調査対象 漂流物 重量等 考慮する津波＊1 到達形態 

発電所

構内 

海

域 

作業船 総トン数：約 10 トン 海域 浮遊 

漁船 総トン数：約 0.7 トン 東縁，海域 浮遊 

陸

域 

荷揚場詰所 

（壁材（ＡＬＣ版）） 

－ 

（がれき化して漂流） 
東縁 浮遊 

デリッククレーン試験用 

ウエイト 
約 22t 東縁 滑動 

変圧器・ポンプ制御盤 約 0.1t 東縁 滑動 

防舷材 約 1t 東縁 浮遊 

エアコン室外機 約 0.2t 東縁 滑動 

枕木 約 12kg 東縁 浮遊 

発電所

構外 

海

域 

漁船（500m 以内（操業）） 総トン数：3 トン未満 東縁，海域 浮遊 

漁船（500m 以遠（操業））＊2 総トン数：約 19 トン＊3 東縁，海域 浮遊 

注記＊１：「東縁」は日本海東縁部に想定される地震による津波，「海域」は海域活断層から想定

される地震による津波を表す。 

＊２：4.2 の漂流物評価において施設護岸又は輪谷湾に到達しないと評価しているが，発電所

周辺漁港の漁船であることから抽出。 

＊３：施設護岸から 500m 付近で操業するイカ釣り漁船（総トン数：10 トン）を含む。 

 

(1) 漂流物を考慮する範囲 

漂流物による衝突荷重の設定においては，漂流物の配置場所が重要な要因

となるため，表 4.5.3－1 に示す漂流物について，配置場所の区分を行っ

た。 

日本海東縁部に想定される地震による津波（基準津波１）の流向・流速の

分析の結果，3 号北側防波壁から約 50m 以内の水深が約 20m の浅い位置で

5m/s 以上の速い流速が確認されたことから，安全側に施設護岸から 500m 以

内にある漂流物は津波の第一波により漂流し，施設護岸又は輪谷湾に到達す

る可能性があると考え，施設護岸から約 500m 以内の海域を「直近海域」と

して区分する。また，発電所構内陸域（荷揚場周辺）で浮遊する漂流物の配

置場所については，施設護岸に到達することから，「直近海域」とする。 
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4.5－20 

施設護岸から 500m 以遠については，日本海東縁部に想定される地震によ

る津波（基準津波１）の流向・流速の分析の結果，ほとんどの海域において

流速は速くて 2m/s 程度であることから，この範囲にある漂流物は津波の第

一波により漂流し，施設護岸又は輪谷湾に到達する可能性は低いと考え，こ

の範囲を「前面海域」として区分する。 

発電所構内陸域（荷揚場周辺）の滑動する漂流物については，滑動して荷

揚場周辺の津波防護施設に到達する可能性があるため，発電所構内陸域（荷

揚場周辺）を「直近陸域」として区分する。 

配置場所の区分を図 4.5.3－1 に示す。また，表 4.5.3－1 の漂流物の配置

場所の区分を整理した結果を表 4.5.3－2 に示す。 

なお，発電所周辺における津波来襲時の流況について考察すると，日本海

東縁部に想定される地震による津波（基準津波１）は最大水位・流速を示す

時間帯が地震発生後約 180 分～200 分であり，海域活断層から想定される地

震による津波（基準津波４）は，最大水位・流速を示す時間帯が地震発生後

約 5 分～7 分である。最大流速は，いずれも施設護岸から 500m 以内の海域で

生じていることから，直近海域からの漂流物の影響が大きくなることが考え

られる。 

 

 

図 4.5.3－1 漂流物を考慮する範囲の区分 

  

片句港

御津港

500m

防波壁

直近陸域

（荷揚場周辺）

前面海域

直近海域
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4.5－21 

表 4.5.3－2 漂流物の配置場所の区分及び到達の有無 

調査対象 到達する漂流物 重量等 
考慮す

る津波 

到達 

形態 
配置場所 

到達の

有無 

発電所

構内 

海

域 

作業船 総トン数：約 10 トン 海域 浮遊 直近海域 〇 

漁船 総トン数：約 0.7 トン 
東縁 

海域 
浮遊 直近海域 〇 

陸

域 

荷揚場詰所 

（壁材（ＡＬＣ版）） 

－ 

（がれき化して漂流） 
東縁 浮遊 直近海域 〇 

デリッククレーン 

試験用ウエイト 
約 22t 東縁 滑動 直近陸域 × 

変圧器・ポンプ 

制御盤 
約 0.1t 東縁 滑動 直近陸域 × 

防舷材 約 1t 東縁 浮遊 直近海域 〇 

エアコン室外機 約 0.2t 東縁 滑動 直近陸域 × 

枕木 約 12kg 東縁 浮遊 直近海域 〇 

発電所

構外 

海

域 

漁船 

（500m 以内（操業）） 
総トン数：約 3 トン未満 

東縁 

海域 
浮遊 直近海域 〇 

漁船 

（500m 以遠（操業）） 
総トン数：約 19 トン 

東縁 

海域 
浮遊 前面海域 〇 
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(2) 敷地形状を踏まえた衝突荷重として考慮する漂流物の選定 

漂流物の配置場所の区分及び敷地形状を踏まえ，衝突荷重として津波防護

施設に考慮する漂流物の選定を行う。衝突荷重として津波防護施設に考慮す

る漂流物は，考慮する津波及び配置場所の区分毎に重量又は質量（以下「重量

等」という。），材質及び既往の衝突荷重算定式を用いた衝突荷重を踏まえて

選定する。 

 

a. 日本海東縁部に想定される地震による津波に伴う漂流物 

表 4.5.3－2 より，津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が直

近海域となる漂流物は，漁船（総トン数 0.7 トン，3 トン），壁材（ＡＬＣ

版），防舷材（約１t）及び枕木（約 12kg）に加え，漁船の操業区域及び航

行の不確かさ（添付資料１参照）を考慮して，漁船（総トン数 19 トン）を

対象とする。 

津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が前面海域となる漂流

物は，漁船（総トン数 19 トン）を対象とする。 

対象とした漂流物について，その初期配置，重量等及び材質を踏まえ，既

往の算定式による衝突荷重を比較した結果，漂流物による衝突荷重が最大

となる漁船（総トン数 19 トン）を津波防護施設の評価において考慮する漂

流物として選定する（添付資料２参照）。 

なお，直近陸域において地盤沈下を考慮した場合に局所的に大きな流速

（11.9m/s）が抽出されているが，図 4.5.2－9 に示すとおり，津波高さ（EL 

6.7m）が敷地高さ（EL 7.5m）に到達しないことから，図 4.5.3－2 に示すデ

リッククレーン試験用ウエイト等の滑動する漂流物は衝突荷重を考慮する

施設・設備に衝突しない。 

 

b. 海域活断層に想定される地震による津波に伴う漂流物 

表 4.5.3－2 より，津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が直

近海域となる漂流物は，作業船（総トン数 10 トン）又は漁船（総トン数 0.7

トン及び 3 トン）に加え，漁船の操業区域及び航行の不確かさ（添付資料１

参照）を考慮して，総トン数 19 トンの漁船を対象とする。 

津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が前面海域となる漂流

物は，漁船（総トン数 19 トン）を対象とする。 

対象とした漂流物について，その初期配置，重量等及び材質を踏まえ，既

往の算定式による衝突荷重を比較した結果，漂流物による衝突荷重が最大

となる漁船（総トン数 19 トン）を津波防護施設の評価において考慮する漂

流物として選定する（添付資料２参照）。 

なお，直近陸域における漂流物については，4.5.2 b.(b)に示すとおり，

津波が配置場所へ遡上しないため選定しない。 

海域活断層から想定される地震による津波による津波高さと防波壁（逆

Ｔ擁壁）及び防波壁通路防波扉の位置関係を図 4.5.3－3 に示す。図に示す
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とおり，防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁通路防波扉は，地中又は EL 8.5m 以

上の地上に設置されていることから，海域活断層から想定される地震によ

る津波は到達しない。 

以上より，衝突荷重として考慮する漂流物は，直近海域及び前面海域にお

ける総トン数 19 トンの漁船（57t）を選定する。衝突荷重として考慮する漂

流物及び施設・設備を表 4.5.3－3 に示す。 

 

 

図 4.5.3－2 直近陸域における漂流物（滑動）の配置 
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図 4.5.3－3 防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁通路防波扉と 

海域活断層から想定される津波による津波高さの概念図  

（単位：m）AーA断面

▽EL 8.5

▽EL 15.0

▽ EL 4.9（津波高さ* 1）

埋戻土
埋戻土

防波壁（逆Ｔ擁壁）

海側 敷地側

改良地盤

：施設

【防波壁（逆Ｔ擁壁）】

岩盤

▽EL 8.5

▽EL 15.0

▽ EL 4.9（津波高さ* 1 ）

海側 敷地側

埋戻土

BーB断面

【防波壁通路防波扉（荷揚場南）】

岩盤

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）防波壁通路防波扉（荷揚場南） * 2

注記＊1：海域活断層から想定される地震による津波に高潮ハザードを考慮した参照する裕度を
加えた津波高さ

＊2：防波壁通路防波扉においては，漂流物の衝突を防止するため，防波壁通路防波扉の
前面に漂流物対策工を設置することから，漂流物による衝突荷重を考慮しない。
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4.5.4 浮遊状態の漂流物による衝突荷重の算定方法 

浮遊状態の漂流物による衝突荷重の算定方法としては，運動量理論に基づ

く推定式や実験に基づく推定式等を用いた既往の衝突荷重算定式による算定

又は陽解法により解析対象物の大変形挙動を時刻歴で材料非線形性を考慮し

た「非線形構造解析（以下「衝突解析」という。）」による算定が考えられる。 

 

(1) 既往の衝突荷重算定式の整理 

既往の衝突荷重算定式では，対象漂流物の種類，仕様，初期配置等により適

用性が異なる。既往の荷重算定式の整理一覧を表 4.5.4－1 に示す。 

  

234



 

4.5－27 

  
表

4
.
5
.
4
－

1
 

漂
流

物
に

よ
る

既
往

の
荷

重
算

定
式

の
整

理
一

覧
 

N
o

出
典

種
類

概
要

算
定
式
の
根
拠
（
実
験
条
件
）

①
松
冨

(
1
9
9
9
)

流
木

円
柱
形
状
の
流
木
が
縦
向
き
に
衝
突
す
る
場
合
の
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
ｍ
:
衝
突
力
，
C
M
A
:
見
か
け
の
質
量
係
数
，
v
A
0
:
流
木
の
衝
突
速
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D
:
流
木
の
直
径
，

L
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流
木
の
長
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，
σ

f
:
流
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伏
応
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γ
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流
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g
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重
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5
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3
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太
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4
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㎝
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3
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5
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8
6
1
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g
f
）

・
衝
突
荷
重
に
関
す
る
空
中
で
の
実
験

水
理
模
型
実
験
及
び
空
中
衝
突
実
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に
お
い
て
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流
木
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植
生
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で
は
な
い
丸
太
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を
被
衝
突
体
の
前
面
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2
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5
m

以
内
)
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し
た
状
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で
衝
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せ
て
い
る
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池
野
・
田
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2
0
0
3
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流
木

円
柱
以
外
に
も
角
柱
，
球
の
形
状
を
し
た
木
材
に
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る
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
H
:
漂
流
物
の
衝
突
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，
S
:
係
数
（
5
.
0
）
，
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A
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見
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係
数
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H
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波
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度
，
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物
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高
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M
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2
0
0
2
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脚
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車
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流
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舶
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突
す
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場
合
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る
。

P
:
衝
突
力
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W
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流
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物
の
重
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v
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面
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速

漂
流
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下
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流
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に
，
表
面
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波
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速
)
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で
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す
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重
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④

津
波
漂
流
物

対
策
施
設
設
計

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

(
2
0
1
4
)

船
舶
等

船
舶
の
仮
想
重
量
と
漂
流
物
流
速
か
ら
衝
突
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
提
案
し
て
い
る
。

船
の
回
転
に
よ
り
衝
突
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
消
費
さ
れ
る
（
1
/
4
点
衝
突
）
場
合

E
:
衝
突
エ
ネ
ル
ギ
ー
，
W
:
仮
想
重
量
，
V
:
漂
流
物
速
度
，
W
0
:
排
水
ト
ン
数
，
W
’
:
付
加
重
量
，
D
:
喫
水
，

L
:
横
付
け
の
場
合
は
船
の
長
さ
,
縦
付
け
の
場
合
は
船
の
幅
，
γ

w
:
海
水
の
単
位
体
積
重
量
，
g
:
重
力
加
速
度

「
漁
港
・
漁
場
の
施
設
の
設
計
の
手
引
」
(
2
0
0
3
)
に
記
載
さ
れ
て
い
る
，
接
岸
エ
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ギ
ー
の
算
定
式
に
対
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接
岸
速
度
を
漂
流
物
速
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と
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で
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。
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)

コ
ン
テ
ナ

漂
流
す
る
コ
ン
テ
ナ
の
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
ｍ
:
漂
流
衝
突
力
，
d
t
:
衝
突
時
間
，
η

m:
最
大
遡
上
水
位
，
ρ

w
:
水
の
密
度
，
B
c
:
コ
ン
テ
ナ
幅
，

V
x
:
コ
ン
テ
ナ
の
漂
流
速
度
，
W
:
コ
ン
テ
ナ
重
量
，
g
:
重
力
加
速
度

「
実
験
に
基
づ
く
推
定
式
」
(
縮
尺
1
/
7
5
の
模
型
実
験
)

使
用
コ
ン
テ
ナ
:
長
さ
を
2
0
f
t
と
4
0
f
t
，
コ
ン
テ
ナ
重
量
:
0
.
2
N
～
1
.
3
N
程
度
，

遡
上
流
速
:
1
.
0
m
/
s
以
下
，
材
質
:
ア
ク
リ
ル

被
衝
突
体
の
直
近
の
エ
プ
ロ
ン
上
に
コ
ン
テ
ナ
を
設
置
し
て
衝
突
力
を
求
め
た
算
定
式
で
あ
る
。
衝
突
体
と

水
塊
が
一
体
と
な
っ
て
衝
突
し
，
衝
突
前
の
運
動
量
が
全
て
力
積
と
し
て
作
用
す
る
も
の
と
し
て
考
え
た
算

定
式
で
あ
り
，
右
辺
の
第
1
項
は
付
加
質
量
に
よ
る
荷
重
を
表
し
て
い
る
。

⑦
有
川
ほ
か

(
2
0
0
7
,
2
0
1
0
)

コ
ン
テ
ナ

流
木

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
に
鋼
製
構
造
物
(
コ
ン
テ
ナ
等
)
が
漂
流
衝
突
す
る
際
の
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
:
衝
突
力
，
a
:
衝
突
面
半
径
の
1
/
2
 
(
コ
ン
テ
ナ
衝
突
面
の
縦
横
長
さ
の
平
均
の
1
/
4
)
，
E
:
ヤ
ン
グ
率
，

ν
:
ポ
ア
ソ
ン
比
，
m
:
質
量
，
v
:
衝
突
速
度
，
γ
p
:
塑
性
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
減
衰
効
果

m
や
k
の
添
え
字
は
衝
突
体
と
被
衝
突
体
を
示
す
。

ま
た
，
「
①
松
冨
(
1
9
9
9
)
」
に
な
ら
い
，
上
式
に
お
い
て
m
＝
C
M
A
m
（
C
M
A
:
サ
ー
ジ
タ
イ
プ
の
1
.
7
）
と
す
る
こ
と

で
，
流
木
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
版
に
対
す
る
衝
突
力
を
評
価
で
き
る
と
し
て
い
る
。

「
実
験
に
基
づ
く
推
定
式
」
(
縮
尺
1
/
5
の
模
型
実
験
)

使
用
コ
ン
テ
ナ
:
長
さ
1
.
2
1
m
,
高
さ
0
.
5
2
m
,
幅
0
.
4
9
m
，
衝
突
速
度
:
1
.
0
～
2
.
5
m
/
s
程
度
，
材
質
:
鋼
製

水
理
模
型
実
験
で
は
，
コ
ン
テ
ナ
を
被
衝
突
体
の
全
面
1
.
2
1
m
（
現
地
換
算
6
.
0
5
m
）
に
設
置
し
て
衝
突
力
を

求
め
た
算
定
式
で
あ
る
。
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4.5－28 
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No2 池野正明・田中寛好（2003） 陸上遡上波と漂流物の衝突力に関する実験的
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No3 道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月） 
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する大規模実験，土木学会論文集 B2，Vol.66，No.1，pp.781-785 
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4.5－29 

(2) 漂流物による衝突荷重の算定方法の選定 

既往の衝突荷重算定式及び衝突解析に対して，「4.5.3 衝突荷重として考慮

する漂流物の選定」において区分した，漂流物の初期配置（「直近海域」，「前

面陸域」及び「直近陸域」）及び適用流速の観点も加えた整理結果を表 4.5.4

－2 に示す。 
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4.5－30 

表 4.5.4－2 漂流物による衝突荷重算定方法の整理 

No 算定方法 種類 
漂流物の 
初期配置 

適
用
流
速 

適用性 

① 

松冨 
(1999) 

流木 
直近海域 
直近陸域 

衝
突
速
度 

個別の流木(丸太)の種類等に応じて,
実現象を再現できるパラメータを適
切に設定することが可能であれば,直
近陸域又は直近海域からの流木に対
して適用可能と判断する。 

② 

池野・田中 
(2003) 

流木 直近陸域 

段
波
速
度 

流木を対象とした算定式であるが,実
験の模型縮尺(1/100)を考慮すると,
原子力発電所における漂流物衝突事
象への適用は困難と判断する。 

③ 

道路橋示方書 
(2002) 

流木 
ＦＲＰ製
船舶等 

前面海域 

表
面
流
速 

漂流物が流下(漂流)して来た場合に,
表面流速(津波流速)を与えることで
漂流流速に対する漂流物荷重を算定
できる。新規制基準適合性審査（東北
電力（株）女川原子力発電所等）にお
いて，適用実績があるため，初期配置
が前面海域の漂流物に対して適用可
能と判断する。 

④ 

津波漂流物 
対策施設設計 
ガイドライン 
(2014) 

船舶等 
前面海域 
直近海域 

漂
流
物
速
度 

船舶，車両，流木，コンテナ等の漂流
物を対象としているが，鋼管杭等の支
柱の変形及びワイヤロープの伸びに
より衝突エネルギーを吸収する考え
方であり，弾性設計においての適用は
困難であると判断する。 

⑤ 

ＦＥＭＡ 
(2012) 

流木 
コンテナ 
ＦＲＰ製

船舶 

直近海域 

最
大
流
速 

個別の漂流物に対して,実現象を再現
できるパラメータ(軸剛性等）を適切
に設定することが必要である。新規制
基準適合性審査（東北電力（株）女川
原子力発電所）において，初期配置が
直近海域の総トン数5トンのＦＲＰ製
船舶の船首方向衝突に対して適用実
績があるため，ＦＲＰ製船舶の船首方
向衝突に対して適用可能と判断する。 

⑥ 

水谷ほか 
(2005) 

コンテナ 直近陸域 

漂
流
速
度 

エプロン上にコンテナを設置して衝
突力を求めるという特殊な実験によ
り得られた式であることに留意する
必要はあるが,直近陸域からのコンテ
ナに対して適用可能と判断する。 

⑦ 

有川ほか 
(2007,2010) 

流木 
コンテナ 

直近海域 
直近陸域 

衝
突
速
度 

剛性に係る k 値を適切に定める必要
があり,対象としている種類以外への
適用性がある k値に係る k1 及び k2 の
値が不明であるため,現状は当該式が
対象としている種類(流木，コンテナ)
以外への適用は困難と判断する。 
したがって,直近陸域又は直近海域か
らの流木及びコンテナに対して適用
可能と判断する。 

⑧ 衝突解析 

鋼製部材 
ＦＲＰ製

船舶 
木材等 

直近陸域
直近海域 

衝
突
速
度 

漂流物の３次元ＦＥＭモデルを適切
に作成する必要がある。新規制基準適
合性審査（東北電力（株）女川原子力
発電所等）において，適用実績がある
ため，初期配置が直近海域の総トン数
5 トンのＦＲＰ製船舶の衝突荷重算
定に用いられていることから，適用可
能と判断する。 
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4.5－31 

また，「4.5.3 衝突荷重として考慮する漂流物の選定」から，対象漂流物と

して選定されたＦＲＰ製の漁船（以下「船舶」という。）における，衝突荷重

の算定方法を選定する。なお，表 4.5.4－2 の整理結果より，船舶への適用性

が期待できる，既往の衝突荷重算定式の「道路橋示方書（2002）」，「ＦＥＭ

Ａ（2012）」及び「衝突解析」の中から選定する。 

 

・「道路橋示方書（2002）」の式は，漂流物が流下（漂流）して来た場合に，

表面流速（津波流速）を与えることで漂流流速に対する衝突荷重を算定でき，

新規制基準適合性審査（東北電力（株）女川原子力発電所等）において，初

期配置が前面海域の船舶（総トン数 19 トン）に対する適用実績がある。 

 

・「ＦＥＭＡ（2012）」の式は，非減衰系の振動方程式に基づき，衝突物及び

被衝突物の両方を完全弾性体とした条件で衝突荷重を評価する。一方，実現

象として，衝突物より剛性の大きい被衝突物へ衝突した際は，衝突物自体が

破壊することによる，衝突エネルギーの減衰効果がある。そのため，衝突時

に塑性変形を伴う漂流物による衝突荷重算定では，個別の漂流物に対して

実現象を再現できるような軸剛性を適切に定める必要がある。新規制基準

適合性審査（東北電力（株）女川原子力発電所）において，初期配置が直近

海域のＦＲＰ製漁船（総トン数 5 トン）の船首からの衝突に対してのみ適用

実績がある。 

 

・「衝突解析」は，陽解法により解析対象物の大変形挙動を時刻歴で材料非線

形性を考慮した解析が可能であるため，剛性の大きい被衝突物に衝突する

際の衝突物の材料非線形性を考慮した衝突荷重が算定できる。この衝突解

析については，船舶の詳細な形状，衝突実験等のデータを参照することによ

り，既往の衝突荷重の算定式に比べ精度の高い衝突荷重を算定できるとと

もに，３次元的に船体形状をモデル化することにより，船舶の船首衝突以外

の衝突形態に対しても衝突荷重を算定することができる。また，新規制基準

適合性審査（東北電力（株）女川原子力発電所）において，初期配置が直近

海域の船舶（総トン数 5 トン）に対して適用された実績がある。 

 

上記より，初期配置が前面海域を対象とした船舶においては，「道路橋示方

書（2002）」を衝突荷重の算定方法として選定する。 

初期配置が直近海域を対象とした船舶においては，対象漂流物である船舶

の形状調査を行っていることから，再現精度が高い船舶の解析モデルを作成

可能なこと，衝突解析による衝突荷重は衝突実験結果を再現できていること

（添付資料３参照）及び被衝突物に対する船舶の衝突形態の不確かさを考慮

した衝突荷重の算定が可能であることから，衝突解析を衝突荷重の算定方法
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4.5－32 

として選定する。なお，衝突解析による衝突荷重と比較するため，「ＦＥＭＡ

（2012）」の式による衝突荷重を参考に算定する。 

漂流物による衝突荷重の算定方法の選定フローを図 4.5.4－1 に示す。 

 

 

図 4.5.4－1 漂流物による衝突荷重の算定方法の選定フロー 

  

漂流物の選定
総トン数19トン船舶(FRP製)

既往の漂流物衝突
荷重算定式の適用性確認＊1,＊4

衝突荷重の算定

道路橋示方書(2002)【参考＊3】ＦＥＭＡ(2012)衝突解析

注記＊1：既往の漂流物衝突荷重算定式の適用性としては，漂流物の初期配置及び算定式の根拠や算定式に用いるパラメー
タ（材質，剛性）が適切に設定できるかを確認した。

＊2：ＦＥＭＡ（2012）は，津波の先端と同時に漂流物が被衝突物に衝突する状態を対象としていると考えられるため，
漂流物の初期配置が直近海域の場合において，適用性があると判断した。

＊3：ＦＥＭＡ（2012）は，船舶の船首方向における衝突荷重の算定となることから，衝突解析による衝突荷重と比較
するために参考として算定する（添付資料4参照）。

＊4：道路橋示方書（2002）は，漂流物が津波の流れに乗って衝突する状態を対象としていると考えられるため，漂流
物の初期配置が前面海域の場合において，適用性があると判断した。

再現精度の高い
解析モデルを作成可能
かつ解析手法の妥当性を

確認可能か

初期配置が
直近海域か

NO(前面海域)YES(直近海域)

衝突形態に
不確かさがあるか

既往の漂流物衝突
荷重算定式の適用性確認＊1,＊2

YES

YES

NO

NO
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4.5－33 

4.5.5 漂流物による衝突荷重の算定における設計上の配慮について 

漂流物による衝突荷重の算定において，以下の項目を配慮して設定する。 

 

(1) 衝突荷重として考慮する漂流物 

「4.5.3 衝突荷重として考慮する漂流物の選定」より，衝突荷重として考

慮する漂流物は，設計上の配慮として，島根原子力発電所周辺海域で操業する

漁船の，漁業法の制限等を踏まえた総トン数，操業区域及び航行の不確かさを

考慮した，総トン数 19 トンのＦＲＰ製の漁船を対象とする。 

 

(2) 漂流物による衝突荷重算定用の流向 

漂流物による衝突荷重は，漂流物が被衝突物に対して直交方向に作用する

際に最大となると考えられる。「4.5.2 津波に関するサイト特性」で示したと

おり，被衝突物である防波壁及び防波壁通路防波扉前面での最大流速は，被衝

突物に対する直交方向の流向と一致していない箇所も存在する。そのため，設

計上の配慮として，被衝突物となる構造物の特徴を踏まえて，安全側の評価と

なる衝突方向を選定する。 

 

(3) 漂流物による衝突荷重算定用の流速 

漂流物による衝突荷重は，漂流物の衝突速度（流速）の増加に伴い大きくな

るため，設計上の配慮として，衝突荷重の算定に用いる流速は，被衝突物に対

して影響が大きい方向に対する最大流速を漂流物の衝突速度として用いる。

また，津波流速は，「4.5.2 津波に関するサイト特性」で示したとおり，日本

海東縁部に想定される地震による津波（基準津波１）と海域活断層から想定さ

れる地震による津波（基準津波４）に対して，以下の設計上の配慮を行う。 

日本海東縁部に想定される地震による津波では，発電所近傍の海域におけ

る全方向の最大流速は 9.3ｍ/s となることから，津波防護施設全線にわたり

安全側に 10.0ｍ/s とする。 

海域活断層から想定される地震による津波では，発電所近傍の海域におけ

る全方向の最大流速は 5.8ｍ/s となることから，津波防護施設全線にわたり

安全側に 6.0ｍ/s とする。 
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(4) 漂流物による衝突荷重の作用方法 

被衝突物に対する，漂流物による衝突荷重の鉛直方向の作用位置は，「4.5.2 

津波に関するサイト特性」で示したとおり，日本海東縁部に想定される地震に

よる津波（基準津波１）の入力津波高さ EL 11.9ｍに高潮ハザードを考慮した

参照する裕度を加えた津波高さ EL 12.6ｍ及び海域活断層から想定される地

震による津波（海域活断層上昇側最大ケース）の入力津波高さ EL 4.2ｍに高

潮ハザードを考慮した参照する裕度を加えた津波高さ EL 4.9ｍを基本とする

が，設計上の配慮として，安全側に各構造物の部位に対して評価が厳しくなる

作用位置を設定する。漂流物が衝突する際は船体幅及び深さに応じた範囲に

荷重が分散すると考えられることを踏まえ，各構造物の評価において安全側

となるよう荷重作用方法を採用する。また，漂流物による衝突荷重の水平方向

の作用位置も同様に安全側に各構造物に対して評価が厳しくなる作用位置を

設定する。 

 

(5) 漂流物による衝突荷重と津波荷重との重畳 

漂流物による衝突荷重と津波荷重の組合せについて，実際に施設に作用す

る荷重としては，津波による最大荷重と漂流物衝突による最大荷重が同時に

作用する可能性は小さいと考えられるが，漂流物による衝突荷重と津波荷重

が重畳する可能性を否定できないため，設計上の配慮として，津波高さに応じ

た津波荷重と漂流物による衝突荷重を重畳させる。 
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4.5－35 

4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定 

浮遊状態の漂流物として選定した船舶の衝突荷重は，「4.5.4 浮遊状態の

漂流物による衝突荷重の算定方法」より，島根原子力発電所における衝突荷重

算定の適用性を考慮した上で，漂流物の初期配置が直近海域にある場合の船

舶（総トン数19トン）は衝突解析により，漂流物の初期配置が前面海域にある

場合の船舶（総トン数19トン）は「道路橋示方書（2002）」により衝突荷重を

算定する。漂流物による衝突荷重の算定方法の選定フローを図4.5.6－1に示

す。 

 

 

図 4.5.6－1 漂流物による衝突荷重の算定方法の選定フロー 

（図 4.5.4－1 を再掲） 

 

  

漂流物の選定
総トン数19トン船舶(FRP製)

既往の漂流物衝突
荷重算定式の適用性確認＊1,＊4

衝突荷重の算定

道路橋示方書(2002)【参考＊3】ＦＥＭＡ(2012)衝突解析

注記＊1：既往の漂流物衝突荷重算定式の適用性としては，漂流物の初期配置及び算定式の根拠や算定式に用いるパラメー
タ（材質，剛性）が適切に設定できるかを確認した。

＊2：ＦＥＭＡ（2012）は，津波の先端と同時に漂流物が被衝突物に衝突する状態を対象としていると考えられるため，
漂流物の初期配置が直近海域の場合において，適用性があると判断した。

＊3：ＦＥＭＡ（2012）は，船舶の船首方向における衝突荷重の算定となることから，衝突解析による衝突荷重と比較
するために参考として算定する（添付資料4参照）。

＊4：道路橋示方書（2002）は，漂流物が津波の流れに乗って衝突する状態を対象としていると考えられるため，漂流
物の初期配置が前面海域の場合において，適用性があると判断した。

再現精度の高い
解析モデルを作成可能
かつ解析手法の妥当性を

確認可能か

初期配置が
直近海域か

NO(前面海域)YES(直近海域)

衝突形態に
不確かさがあるか

既往の漂流物衝突
荷重算定式の適用性確認＊1,＊2

YES

YES

NO

NO
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4.5－36 

(1) 漂流物の初期配置が直近海域の場合の衝突荷重の算定 

a. 検討方針 

船舶は車両やコンテナと比較して，長軸と短軸が明瞭ではあるが，漂流物

となって来襲する際に回転の影響を受け，複雑な挙動となる可能性がある。

一方，既往の衝突荷重の算定式は，長軸である船首方向からの衝突を想定し

ていると考えられるため，衝突解析により３次元ＦＥＭでモデル化した船舶

を用いて，船首方向の衝突に加え，船尾，真横及び斜め 45°（船首，船尾）

からの衝突荷重を算定することで，衝突形態の不確かさを考慮する（詳細を

「d. 解析ケース」に示す）。 

被衝突物は，鉄筋コンクリート造又は鋼製であり，衝突に伴う変形及び移動

により衝突エネルギーを吸収することが考えられるが，安全側に変形及び移

動をしない剛壁とし，衝突荷重は剛壁に作用する荷重の時刻歴から算定する。

なお，被衝突物である防波壁の固有振動数は最大で 30Ｈz 程度であるため，被

衝突物の応答に影響しない，100Ｈz 以上の周波数を逓減するローパスフィル

タ処理を行う。 

また，この衝突荷重は，瞬間的な最大荷重を静的な衝突荷重として考慮する

こと（添付資料５参照）及び衝突直前の反射波による減速を考慮しないことの

保守性を有している。なお，衝突解析は気中衝突を模擬しているため，水中衝

突の場合，漂流物とともに運動する水塊（付加質量）の影響を考慮する必要が

あるが，「4.5.5（5）漂流物による衝突荷重と津波荷重との重畳」で示したと

おり，衝突荷重と津波荷重（津波高さに応じた波力）は重畳させる方針であり，

付加質量の影響は津波による荷重に含まれるため，衝突解析の結果では考慮

しない。 

衝突解析による衝突荷重の算定フローを図 4.5.6－2 に示す。 

 

 

図 4.5.6－2 衝突解析による衝突荷重の算定フロー 

  

START

3次元FEMモデルの作成
（船体構造，船体板厚，材料特性）

衝突解析条件の設定
（衝突方向，衝突速度）

衝突解析の実施

衝突荷重の算定
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4.5－37 

b. 解析コード 

船舶における衝突解析の解析コードは，「LS-DYNA Ver. 971」を用いる。 

 

c. 船舶の３次元ＦＥＭモデル 

衝突解析においては，衝突解析に用いる船舶の船体形状が，衝突荷重に与え

る影響が大きいため，３次元ＦＥＭモデルの精緻化が重要となる。そこで，対

象船舶の再現精度の向上を図るために，詳細調査（船体情報に係る資料の収集

及び対象船舶の調査結果）を基に，船舶の３次元ＦＥＭモデルを，シェル要素

でモデル化する。対象船舶は，恵曇漁港のイカ釣り漁船（総トン数 19 トン）

とする。 

船舶は海水からの流れの抵抗を低減するために，船体の船首から船尾に向

けて流線形の複雑な形状となっている。そこで，船舶外形の再現精度を向上さ

せるために，対象船舶に対する巻尺等による測定に加え，３Ｄレーザースキャ

ナによる３次元測定を行い（図 4.5.6－3），船体外形の３次元点群データを

取得し，３次元ＦＥＭモデルの作成に反映した（図 4.5.6－4）。 

また，船体情報に係る資料に記載がなく，かつ測定が不可能な箇所の船体寸

法，船体の板厚，ＦＲＰ部材の材料特性については，既往の文献を基に設定す

る。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－3 ３Ｄレーザースキャナによる計測状況 
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4.5－38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－4 ３Ｄレーザースキャナによる計測結果（例） 

  

【船首】 

【船尾】 

【船側】 
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4.5－39 

(a) 船体構造 

船舶の３次元ＦＥＭモデルの作成に当たり，主要な船体構造寸法及び根

拠を表 4.5.6－1 に示す。また，対象船舶の側面図及び平面図を図 4.5.6－

5 に，衝突解析用３次元ＦＥＭモデルを図 4.5.6－6 に，隔壁及び船尾の船

体面積を図 4.5.6－7 に示す。なお，甲板上のブリッジ及び船体内の機関

部はモデル化をしないが，船首・船尾以外の船殻の密度を増大させること

により，船体質量として考慮し，船体質量 57.0t を確保する。 

 

表 4.5.6－1 主要な船体構造寸法及び根拠 

項目 値 根拠 

全長(ｍ) 24.72  対象船舶の測定結果 

全幅(ｍ) 5.20  対象船舶の測定結果 

計画最大 
満載喫水(ｍ) 

2.20  
「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」 
総トン数（G.T.）20 トン漁船の喫水の最大値を採用 

質量(t) 57.0  
「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」 
漁船質量＝総トン数×3 倍＝19×3＝57.0 

登録長さ＊1(ｍ) 19.40  対象船舶の船舶検査手帳＊4 

登録幅＊2(ｍ) 4.42  対象船舶の船舶検査手帳＊4 

登録深さ＊3(ｍ) 1.85  対象船舶の船舶検査手帳＊4 

注記＊１：上甲板の下面における船首材の前面から船尾材の後面までの長さ 

（船舶法施行細則） 

＊２：船体最広部におけるフレームの外面間の幅（船舶法施行細則） 

＊３：登録長の中央におけるキール（竜骨）上面から上甲板の下面に至る深さ 

（船舶法施行細則） 

＊４：日本小型船舶検査機構（JCI）が国の代行機関として実施する，総トン数 20

トン未満の小型船舶を対象とした，船舶検査に合格した船舶に対して交付

される，船舶の長さ等が記載された手帳 
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4.5－40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－5 対象船舶の側面図及び平面図 

  

全
幅

 

【平面図】 

全長 【側面図】 

登録長さ 

登録深さ 

登
録

幅
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4.5－41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－6 ３次元ＦＥＭモデル  

【船体平面（上面）】 

【船体全体図】 

【船体正面（船首）】 【船体後面（船尾）】 

甲板（船首･船尾以外） 甲板（船首･船尾部） 甲板（船首･船尾部） 

竜骨 

船側外板 
（船首･船尾部） 

甲板 
（船首･船尾以外） 

甲板 
（船首･船尾部） 

船側外板 
（船首･船尾部） 

船側外板 
（船首･船尾以外） 

隔壁 
（船首･船尾以外） 

船側外板 
（船首･船尾部以外） 

船側外板 
（船首･船尾部） 

隔壁 
（船首･船尾以外） 

隔壁 
（船首･船尾部） 

バルバス・バウ 

機関部（エンジン寸法:長さ≒2.0m,幅≒0.6m,高さ≒1.5m）＊ 

機関部＊ 

注記＊：概略位置を示す 
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4.5－42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－7 隔壁及び船尾の船体面積 
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4.5－43 

なお，「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」では，全漁業種類

の漁船の平均値が図 4.5.6－8 のとおり示されており，総トン数 20 トンにお

ける船の長さ（L＝17.0ｍ）及び船の幅（B＝4.3ｍ）に対して，対象船舶（総

トン数 19 トン）の登録長さ（L＝19.4ｍ）及び登録幅（B＝4.42ｍ）は，おお

むね同等であることから，対象船舶は代表性があることを確認した。 

 

 

図 4.5.6－8 漁船の諸元 

（「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」に一部加筆） 
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4.5－44 

(b) 船体質量 

船舶の３次元ＦＥＭモデルの作成に当たり，船体質量は「津波漂流物対策

施設設計ガイドライン（2014）」より，総トン数 19 トンの３倍である 57.0t

とする。ただし，３次元ＦＥＭモデルを構成する船殻（船側，外板，甲板，

隔壁及び竜骨）の質量は約 8.7t であるため，船体質量 57.0t に対する差分

については密度を増大させることにより考慮する。なお，差分質量は艤装重

量や漁獲物等が支配的であるため，船首・船尾以外の船殻を対象とする。 

図 4.5.6－9 にＦＲＰ密度の増大範囲を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－9 ＦＲＰ密度の増大範囲 

 

ＦＲＰの密度増大による影響として，衝撃力を受ける弾性体の密度が大

きくなると，弾性体内の応力伝搬速度は小さくなる関係にあるため，本解析

の３次元ＦＥＭモデルにおいて，ＦＲＰの密度を増大した船体中央部の応

力伝搬速度は実際のＦＲＰの応力伝搬速度より小さくなる。 

船首からの衝突においては，まず密度を増大していない船首部から衝突

し，船首部の破壊後，密度を増大している船体中央部の破壊へ進展する。各

部位の破壊状況については，剛壁との接触箇所から破壊しており，差異は見

られないことから，本解析において設定される密度増大による応力伝搬速

度の差異による影響は見られない。 

また，船体の破壊は剛壁との接触箇所において発生しているため，剛壁か

ら抽出している衝突荷重に対する応力伝搬速度の影響はないと判断する。 

  

船尾 船首 船首・船尾以外 

ＦＲＰ密度の増大範囲 
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4.5－45 

(c) 船体板厚 

船舶の３次元ＦＥＭモデルの作成に当たり，船体板厚の設定結果を表

4.5.6－2 及び図 4.5.6－10 に示す。 

 

表 4.5.6－2 船体板厚の設定 

板厚 t 引用文献等を基にした設定・算定根拠  
引用文献 
算定値 
(ｍｍ) 

採用値 
(ｍｍ) 

船
首
・
船
尾 

船側外板 
隔壁 
甲板 

「強化プラスチック船規則（2018，日本海事協会）」 
 【板厚算定式】 
  ｔ＝15 × s ×（d ＋ 0.026 × L）1／2 × 0.85 
   s：肋骨の心距＝0.5ｍ 
   d：計画最大満載喫水＝2.20ｍ 
   L：登録長さ＝19.40ｍ 
・引用文献の算定値に対して，縦,横肋骨のモデル 
を 省 略 し て いる こと か ら ， 板 厚 の 割 増 し を 行 い
12.00mmを採用 

10.48 12.00 

船
首
・
船
尾
以
外 

船側外板 
隔壁 
甲板 
竜骨 

「強化プラスチック船規則（2018，日本海事協会）」 
 【板厚算定式】 
  ｔ＝15 × s ×（d ＋ 0.026 × L）1／2 
   s：肋骨の心距＝0.5ｍ 
   d：計画最大満載喫水＝2.20ｍ 
   L：登録長さ＝19.40ｍ 
・引用文献の算定値に対して，縦,横肋骨のモデル 
を 省 略 し て いる こと か ら ， 板 厚 の 割 増 し を 行 い
14.00mmを採用 

12.33 14.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－10 船体板厚の設定  
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4.5－46 

(d) 材料特性 

ＦＲＰの材料特性の設定に当たり，ヤング係数（曲げ剛性），ポアソン比，

曲げ強度，単位体積重量及び破壊ひずみについて，文献を基に適用性を踏ま

えて設定を行った（添付資料 3 参照）。 

本解析に用いる，ＦＲＰの材料特性の設定を表 4.5.6－3 に示す。 

 

表 4.5.6－3 ＦＲＰの材料特性の設定 

項目 単位 採用値 採用理由（添付資料 3 参照） 

ヤング率 
(曲げ弾性) 

GPa 12 
ヤング率（曲げ弾性）の増加に伴い船体衝突荷重も増
加すると考えられるため，文献に記載の最大値を採用 

ポアソン比 ― 0.358 
ポアソン比の増加に伴い船体衝突荷重も増加すると
考えられるため，文献に記載の最大値を採用 

曲げ強度 ＭＰａ 260 
曲げ強度の増加に伴い船体衝突荷重も増加すると考
えられるため，文献に記載の最大値を採用 

単位体積 
重量 

t/ｍ3 1.6 
単位体積重量の増加に伴い船体衝突荷重も増加す
ると考えられるため，文献に記載の最大値を採用 

破壊ひずみ ％ 
5 

完全弾塑性 
材料 

破壊ひずみ：文献より最大で３％程度になると考えられ
るが，破壊ひずみの増加に伴い，船体衝突荷重も増
加すると考えられるため，安全側に５％を採用 
応力－ひずみ関係：文献よりおおむね弾性材料として
の破壊挙動となると考えられるが，塑性を考慮すること
で船体衝突荷重が増加すると考えられるため完全弾
塑性材料として取り扱う 

 

本解析におけるＦＲＰの構成則（応力－ひずみ関係）としては，表 4.5.6－

3 に示すとおり，曲げ強度到達後もひずみが増加する完全弾塑性材料とし，破

壊ひずみに到達した後にシェル要素を削除する設定とした。ＦＲＰ材料の応

力－ひずみ関係を図 4.5.6－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－11 応力－ひずみ関係  

σ(応力)

ε(ひずみ)

σ=260MPa
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・破壊ひずみ到達時にシェル
要素を削除 
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4.5－47 

(e) 被衝突物 

被衝突物は，鉄筋コンクリート造又は鋼製であり，衝突に伴う変形及び移

動により衝突エネルギーを吸収することが考えられるが，安全側に変形及

び移動をしない剛壁とする。剛壁の材質はコンクリートとし，コンクリート

と船体間の摩擦係数については，港湾基準より，コンクリート同士の摩擦係

数である 0.50 を採用した。 

被衝突物の材料特性を表 4.5.6－4 に示す。 

 

表 4.5.6－4 被衝突物の材料特性 

被衝突物 

材質 コンクリート 

要素 シェル要素 

ヤング率【GPa】 25 

ポアソン比 0.2 

密度【t/m3】 2.45 

摩擦係数 0.50 
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4.5－48 

d. 解析ケース 

解析ケースの選定にあたり，船舶の衝突形態について整理を行う。船舶は長

軸と短軸が明瞭ではあるが，漂流物となって来襲する際に，回転の影響を受け

て複雑な挙動となる可能性がある。既往の文献として，「構造物の衝撃挙動と

設計法（(社）土木学会,1994)（以下「土木学会（1994）」という。）」と「津

波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」に以下の記載がある。 

・ 「土木学会（1994）」によれば，実験の結果から，漂流船の衝突は図 4.5.6

－12 に示すような衝突形態が想定されるとしており，「航路直角面への

正面衝突は，海洋構造物近傍の潮流の Shear-flow による船体の漂流方

向の変更，並びに風による船体の横向き漂流現象によりあまりあり得な

い。」とし，「一番頻度の高い衝突形態は，海洋構造物の隅角部への船

首，船側及び船尾の衝突である。」としている。 

・ 「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」によれば，「土木学

会（1994)」と同じ衝突形態の図（図 4.5.6－12 と同じ）を示しており，

衝突形態③は船の回転によりエネルギーが消費されるため，衝突形態①

の半分の衝突エネルギーであるとし，衝突形態②は衝突形態①又は衝突

形態③と同じ衝突エネルギーであるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.6－12 漂流による衝突形態（「土木学会（1994)」に一部加筆) 

 

「土木学会（1994）」及び「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」

で示されている衝突形態の被衝突物は海中に孤立した構造物（流れが構造物

に堰き止められない）を想定している。一方，被衝突物である評価対象構造物

（以下「施設」という。）は，来襲する津波を堰き止める壁状の構造物として

設置されていることから，来襲した津波は跳ね返され，その反射波の影響によ

り漂流速度は減速するが，本検討においては，安全側に衝突速度が減速しない

と仮定し，衝突速度は「4.5.5（3）漂流物による衝突荷重算定用の流速」より，

10.0ｍ/ｓと 6.0ｍ/s の 2 ケース実施する。 

衝突形態① 

衝突形態② 

衝突形態③ 
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4.5－49 

船舶の平面方向の傾き（ヨーイング）による衝突形態の整理結果を表 4.5.6

－5 に示す。施設に津波が直角方向に来襲し，船舶の衝突向きが船体の中心軸

である長軸又は短軸に対して，直角方向に衝突するパターンＡ（船首，船尾及

び船側（真横））では，施設に対して船体１箇所で衝突が生じるが，斜め方向

から衝突するパターンＢ（斜め船首及び斜め船尾）では，船体の２箇所以上で

衝突が生じ，衝突荷重が分散される。そのため，パターンＢの衝突荷重は，パ

ターンＡの船体１箇所で衝突するケースに包絡される事象であると考えられ

る。また，施設に津波が斜め方向に来襲し，船舶の衝突向きが船体の中心軸で

ある長軸又は短軸に対して，斜め方向に衝突するパターンＣ及びＤ（斜め船首

及び斜め船尾）においても，船体の２箇所以上で衝突が生じるため，衝突荷重

が分散され，パターンＡの衝突荷重に包絡される事象であると考えられる。た

だし，パターンＣについては，局所的な衝突荷重が生じる可能性がある，津波

の来襲方向と衝突向きが船体の長軸方向と同方向となるため，その影響につ

いて確認する。なお，「池野ら（2015）」＊では木材（丸太）の気中衝突実験

を行っており，縦衝突に対して斜め衝突にした場合に衝突力は減少すること

が示されており，特に衝突角度 20 度を超えた場合には最大で半分程度の衝突

力になることが示されている。 

上記の結果より，船舶の平面方向における衝突形態の不確かさによる衝突

荷重の影響を確認するため，パターンＡの船首，船尾及び真横からの衝突ケー

スに加えて，パターンＣの斜め船首及び斜め船尾からの衝突ケースを加えた 5

ケースについて衝突解析を実施する。 

 

注記＊：池野正明・高畠大輔・木原直人・甲斐田秀樹・宮川義範・柴山淳（2015） 

津波・氾濫流水路を用いた流木衝突実験と衝突力推定式の改良，土木学会論

文集 B2，Vol.71，No.2，pp.Ⅰ_1021-Ⅰ_1026 
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4.5－50 

表 4.5.6－5 船舶の平面方向の傾きによる衝突形態の整理 

衝突パターン 
津波の 

来襲方向 
船舶の 

衝突向き 
衝突形態の特徴 

Ａ 

 
被衝突物と
なる施設に
対して直角
方向から津
波が来襲。 

津 波 の 来
襲 方 向 と
同 じ で 船
首，船尾及
び 船 側 か
ら衝突。 

施設に対して船
首，船尾及び船
側が直角に 1箇
所で衝突する。 

Ｂ 

 
被衝突物と
なる施設に
対して直角
方向から津
波が来襲。 

被 衝 突 物
と な る 施
設 に 対 し
て 斜 め 方
向で衝突。 

船首（又は船尾）
付近で衝突した
後に，逆側の船
尾（船首）側も衝
突するため，２
箇所以上で衝突
が生じる。 

Ｃ 

 
被衝突物と
なる施設に
対して斜め
方向から津
波が来襲。 

津 波 の 来
襲 方 向 と
同 じ で 船
首 及 び 船
尾 か ら 衝
突。 

船首（又は船尾）
付近で衝突した
後で，逆側の船
尾（船首）側も衝
突するため，２
箇所以上で衝突
が生じる。 

Ｄ 

 
被衝突物と
なる施設に
対して斜め
方向から津
波が来襲。 

津 波 の 来
襲 方 向 と
同 じ で 船
側 斜 め 方
向 か ら 衝
突。 

船首（又は船尾）
付近で衝突した
後で，逆側の船
尾（船首）側も衝
突するため，２
箇所以上で衝突
が生じる。 

  

× ××

船首 船尾 船側

(真横)

× ×× ×

斜め

船首
斜め

船尾

× × × ×

斜め

船首

斜め

船尾

× ×× ×

斜め

船首

斜め

船尾
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4.5－51 

次に，船舶の鉛直断面方向の傾き（ピッチング及びローリング）による衝突

荷重への影響について，図 4.5.6－13 に示す。衝突パターンＢ，Ｃ及びＤと同

様に，船舶の重心位置と衝突位置の関係から，衝突後に船体が上下に回転する

ことにより，剛壁に対して船体が２箇所以上で衝突し，衝突荷重が分散される。

そのため，船舶の鉛直断面方向の傾きについては，船舶の重心位置と衝突位置

が水平となるよう設定する。 

 

 

 

図 4.5.6－13 鉛直断面方向の傾きに対する衝突イメージ 

  

× ×

×

×

×

×

× ×

【ピッチング発生時の衝突イメージ】

【ローリング発生時の衝突イメージ】

×

×

【傾き水平時の衝突イメージ】

船首

船側(真横) 船側(真横)

船首
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4.5－52 

衝突形態と解析ケース一覧を表 4.5.6－6 に，衝突解析の解析ケースと衝突

イメージを図 4.5.6－14 に示す。 

 

表 4.5.6－6 衝突形態と解析ケース一覧 

ケース 衝突形態 流速 ケース 衝突形態 流速 

① 船首衝突 

10.0

ｍ/ｓ 

⑥ 船首衝突 

6.0 

ｍ/s 

② 船尾衝突 ⑦ 船尾衝突 

③ 真横衝突 ⑧ 真横衝突 

④ 斜め船首衝突 ⑨ 斜め船首衝突 

⑤ 斜め船尾衝突 ⑩ 斜め船尾衝突 

 

 

図 4.5.6－14 衝突解析の解析ケースと衝突イメージ 
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4.5－53 

e. 解析結果（衝突速度：10.0m/ｓ） 

船舶（総トン数 19 トン）の衝突解析において，船舶が剛壁全体に作用する

衝突荷重（総衝突荷重）を抽出する。また，船舶（総トン数 19 トン）は船幅

5.2ｍ，船長さ 24.72ｍであり，施設の延長を超える場合があるため，局所的

な衝突荷重を確認する目的で，剛壁１ｍ当たりに作用する衝突荷重を抽出す

る。 
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4.5－54 

(a) ケース①（船首衝突） 

ケース①（船首衝突）の解析結果のまとめを以下に示す。図 4.5.6－15 に

衝突状況，図 4.5.6－16 に各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴，図 4.5.6－

17 に剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴，図 4.5.6－18 に剛壁 1m 当たりの

最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布，表 4.5.6－7 に衝突荷重のま

とめを示す。 

 

・図 4.5.6－15 より，船舶が剛壁に衝突することで，船首から隔壁③ま

で破壊することを確認した。また，機関部（エンジン）が剛壁へ衝突

していないことから，機関部の影響がないことを確認した。 

・図 4.5.6－16 より，各剛壁（剛壁番号①～⑥）の衝突荷重を集計し，

衝突後 0.37 秒（隔壁①，②衝突時）で最大となる 3,078kN となること

を確認した。 

・最大衝突荷重 3,078kN が発生する衝突後 0.37 秒において，残存質量

として約 99.6％であることから，衝突時の船体破壊に伴う質量低下に

よる衝突荷重への影響は軽微と判断する。 

・衝突荷重の作用時間は 1.20 秒となることを確認した。 

・図 4.5.6－17 より，剛壁 1m 当たりに作用する衝突荷重は，船首の破壊

に伴い大きくなり，剛壁番号③において衝突後 0.37 秒（隔壁①，②衝

突時）で最大となる衝突荷重 1,107kN が作用することを確認した。 

・図 4.5.6－18 より，剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における

衝突荷重は分布的に作用していることを確認した。また，ケース①（船

首衝突）の最大平均衝突荷重（剛壁荷重作用幅 6m で除した等分布荷

重）は，衝突後 0.37 秒で 513kN/m となり，剛壁番号③，④において衝

突荷重の平均値を上回る荷重が発生することを確認した。 
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4.5－55 

 

 

図 4.5.6－15 衝突状況  
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4.5－56 

 

図 4.5.6－16 各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴 
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4.5－57 

 

 

 

図 4.5.6－17（1） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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4.5－58 

    

 

 

 

図 4.5.6－17（2） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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4.5－59 

 

図 4.5.6－18 剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布 

 

表 4.5.6－7 衝突荷重のまとめ 

衝突荷重の集計値(kN) 

【衝突時刻(秒)】 

（参考） 

剛壁 1m 当たりの 

最大衝突荷重(kN) 

【衝突時刻(秒)】 

3,078 

【0.37】 

1,107 

【0.37】 
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4.5－60 

(b) ケース②（船尾衝突） 

ケース②（船尾衝突）の解析結果のまとめを以下に示す。図 4.5.6－19 に

衝突状況，図 4.5.6－20 に各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴，図 4.5.6－

21 に剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴，図 4.5.6－22 に剛壁 1m 当たりの

最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布，表 4.5.6－8 に衝突荷重のま

とめを示す。 

 

・図 4.5.6－19 より，船舶が剛壁に衝突することで，船尾から隔壁⑩付

近まで破壊することを確認した。また，機関部（エンジン）が剛壁へ

衝突していないことから，機関部の影響がないことを確認した。 

・図 4.5.6－20 より，各剛壁（剛壁番号①～⑥）の衝突荷重を集計し，

衝突後 0.48 秒(隔壁⑪衝突時)で最大となる 3,019kN となることを確

認した。 

・最大衝突荷重 3,019kN が発生する衝突後 0.48 秒において，残存質量

として約 98.8％であることから，衝突時の船体破壊に伴う質量低下に

よる衝突荷重への影響は軽微と判断する。 

・衝突荷重の作用時間は 1.57 秒となることを確認した。 

・図 4.5.6－21 より，剛壁 1m 当たりに作用する衝突荷重は，船尾の破壊

に伴い大きくなり，剛壁番号②において衝突後 0.48 秒（隔壁⑪衝突

時）で最大となる衝突荷重 937kN が作用することを確認した。なお，

ケース①（船首衝突）の最大衝突荷重（3,078kN）と比較して，作用す

る衝突荷重が小さくなることを確認した。 

・図 4.5.6－22 より，剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における

衝突荷重は分布的に作用していることを確認した。また，ケース②（船

尾衝突）の最大平均衝突荷重（剛壁荷重作用幅 6m で除した等分布荷

重）は，衝突後 0.48 秒で 503kN/m となり，剛壁番号①，②，④～⑥に

おいて衝突荷重の平均値を上回る荷重が発生することを確認した。 
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図 4.5.6－19 衝突状況 

①②③④⑤⑥

衝突前

衝突後0.48秒：隔壁⑪衝突時

衝突後0.03秒：船尾船体①衝突時

隔壁⑪

隔壁⑩

衝突後1.80秒

剛壁

船尾船体①

船尾
船体②

機関部
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図 4.5.6－20 各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴 
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図 4.5.6－21（1） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－21（2） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－22 剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布 

 

表 4.5.6－8 衝突荷重のまとめ 

衝突荷重の集計値(kN) 

【衝突時刻(秒)】 

（参考） 

剛壁 1m 当たりの 

最大衝突荷重(kN) 

【衝突時刻(秒)】 

3,019 

【0.48】 

937 

【0.48】 
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(c) ケース③（真横衝突） 

ケース③（真横衝突）の解析結果のまとめを以下に示す。図 4.5.6－23 に

衝突状況，図 4.5.6－24 に各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴，図 4.5.6－

25 に剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴，図 4.5.6－26 に剛壁 1m 当たりの

最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布，表 4.5.6－9 に衝突荷重のま

とめを示す。 

 

・図 4.5.6－23 より，機関部（エンジン）が剛壁へ衝突していないこと

から，機関部の影響がないことを確認した。 

・図 4.5.6－24 より，各剛壁（剛壁番号①～㉕）の衝突荷重を集計した

場合においては，衝突後 0.03 秒（船側①衝突時)で最大となる 7,395k

N となることを確認した。 

・最大衝突荷重 7,395kN が発生する衝突後 0.03 秒において，残存質量

として約 99.9％であることから，衝突時の船体破壊に伴う質量低下に

よる衝突荷重への影響は軽微と判断する。 

・衝突荷重の作用時間は 0.71 秒となり，ケース①（船首衝突）及びケー

ス②（船尾衝突）と比較して，衝突荷重の作用時間が短いことを確認

した。 

・図 4.5.6－25 より，剛壁 1m 当たりに作用する衝突荷重は，船体側面の

破壊に伴い大きくなり，剛壁番号⑧において衝突後 0.10 秒で最大と

なる衝突荷重 736kN が作用することを確認した。なお，ケース③（真

横衝突）は船長さ方向の衝突形態となるため，ケース①（船首衝突）

及びケース②（船尾衝突）と比較して，最大衝突荷重は小さくなって

いるが，剛壁延長方向に対する衝突荷重の作用幅が長くなることを確

認した。 

・図 4.5.6－26 より，剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における

衝突荷重は，ケース①（船首衝突）及びケース②（船尾衝突）と比較

して，より分布的に作用していることを確認した。また，ケース③（真

横衝突）の最大平均衝突荷重（剛壁荷重作用幅 24m で除した等分布荷

重）は，衝突後 0.03 秒で 308kN/m となり，剛壁番号④～⑳，㉒，㉔，

㉕において衝突荷重の平均値を上回る荷重が発生することを確認し

た。 
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図 4.5.6－23 衝突状況 

衝突前 衝突後0.03秒
船側①衝突時

衝突後0.07秒
船側②衝突時

衝突後0.2秒衝突後0.15秒

衝突後0.50秒（下面視）

衝突後0.50秒

衝突後0.50秒（上面視）

剛壁

船側①

船側②

機関部
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図 4.5.6－24 各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴 
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図 4.5.6－25（1） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（2） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（3） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（4） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（5） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（6） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（7） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（8） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－25（9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 

 

 

図 4.5.6－26 剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布 

 

表 4.5.6－9 衝突荷重のまとめ 
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（参考） 

剛壁 1m 当たりの 
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(d) ケース④（斜め船首衝突） 

ケース④（斜め船首衝突）の解析結果のまとめを以下に示す。図 4.5.6－

27 に衝突状況，図 4.5.6－28 に各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴，図 4.

5.6－29 に剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴，図 4.5.6－30 に剛壁 1m 当た

りの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布，表 4.5.6－10 に衝突荷

重のまとめを示す。 

 

・図 4.5.6－27 より，機関部（エンジン）が剛壁へ衝突していないこと

から，機関部の影響がないことを確認した。 

・図 4.5.6－28 より，各剛壁（剛壁番号①～㉒）の衝突荷重を集計した

場合においては，衝突直後から荷重が大きくなり，衝突後 0.31 秒(隔

壁①，②衝突時)に最大となる 1,073kN が作用することを確認した。ま

た，衝突後 2.27 秒（船尾，隔壁⑩，⑪衝突時）にも 541kN の荷重が作

用しているが，これは斜めから衝突した後に船体が剛壁に平行となる

方向に回転し，船尾付近の船体側面が衝突することにより瞬間的に生

じていることを確認した。 

・最大衝突荷重 1,073kN が発生する衝突後 0.31 秒において，残存質量

として約 99.9％であることから，衝突時の船体破壊に伴う質量低下に

よる衝突荷重への影響は軽微と判断する。 

・衝突荷重の作用時間は 2.85 秒となり，ケース①（船首衝突），ケース

②（船尾衝突）及びケース③（真横衝突）と比較して，衝突荷重の作

用時間が長いことを確認した。 

・図 4.5.6－29 より，剛壁 1m 当たりに作用する衝突荷重は，船首の破壊

に伴い大きくなり，剛壁番号⑪において衝突後 0.32 秒（隔壁①，②衝

突時）で最大となる衝突荷重 444kN が作用することを確認した。なお，

ケース④（斜め船首衝突）はケース①（船首衝突），ケース②（船尾

衝突）及びケース③（真横衝突）と比較して，最大衝突荷重が小さく

なっていることを確認した。 

・図 4.5.6－30 より，衝突荷重は分布的に作用していることを確認した。

また，ケース④（斜め船首衝突）は，剛壁に対して 45°に衝突し，船

体が回転し，再度衝突することから，最大平均衝突荷重（剛壁荷重作

用幅 5m で除した等分布荷重）は，衝突後 0.31 秒で 215kN/m となり，

剛壁番号⑨～⑫において衝突荷重の平均値を上回る荷重が発生する

ことを確認した。 
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4.5－79 

 

 

図 4.5.6－27 衝突状況  
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図 4.5.6－28 各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴 
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4.5－81 

 

 

 

図 4.5.6－29（1） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（2） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（3） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（4） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（5） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（6） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－29（7） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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4.5－88 

 

図 4.5.6－29（8） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 

 

図 4.5.6－30 剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布 
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(e) ケース⑤（斜め船尾衝突） 

ケース⑤（斜め船尾衝突）の解析結果のまとめを以下に示す。図 4.5.6－

31 に衝突状況，図 4.5.6－32 に各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴，図 4.

5.6－33 に剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴，図 4.5.6－34 に剛壁 1m 当た

りの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布，表 4.5.6－11 に衝突荷

重のまとめを示す。 

 

・図 4.5.6－31 より，機関部（エンジン）が剛壁へ衝突していないこと

から，機関部の影響がないことを確認した。 

・図 4.5.6－32 より，各剛壁（剛壁番号①～㉒）の衝突荷重を集計した

場合においては，衝突直後から荷重が大きくなり，衝突後 0.51 秒（船

尾，隔壁⑪衝突時）に 685kN の荷重が作用していることを確認した。

また，衝突後 2.48 秒(隔壁①～⑤付近衝突時)で最大となる 1,294kN と

なる荷重が作用しており，これは斜めから衝突した後に船体が剛壁に

平行となる方向に回転し，船尾付近の船体側面が衝突することにより

瞬間的に生じていることを確認した。 

・最大衝突荷重 1,294kN が発生する衝突後 2.48 秒において，残存質量

として約 96.2％であることから，衝突時の船体破壊に伴う質量低下に

よる衝突荷重への影響は軽微と判断する。 

・衝突荷重の作用時間は 2.90 秒となり，ケース①（船首衝突），ケース

②（船尾衝突）及びケース③（真横衝突）と比較して，衝突荷重の作

用時間が長く，ケース④（斜め船尾衝突）と概ね同程度であることを

確認した。 

・図 4.5.6－33 より，剛壁 1m 当たりに作用する衝突荷重は，船尾の破壊

に伴い大きくなり，剛壁番号④において衝突後 2.45 秒（隔壁①～⑤付

近衝突時）で最大となる衝突荷重 884kN が作用することを確認した。

なお，ケース⑤（斜め船尾衝突）はケース①（船首衝突）及びケース

②（船尾衝突）と比較して最大衝突荷重が小さく，ケース③（真横衝

突）及びケース④（斜め船首衝突）より最大衝突荷重が大きいことを

確認した。 

・図 4.5.6－34 より，衝突荷重は分布的に作用していることを確認した。

また，ケース⑤（斜め船尾衝突）は，剛壁に対して 45°に衝突し，船

体が回転し，再度衝突することから，最大平均衝突荷重（剛壁荷重作

用幅 4m で除した等分布荷重）は，衝突後 2.49 秒で 321kN/m となり，

剛壁番号④～⑥において衝突荷重の平均値を上回る荷重が発生する

ことを確認した。 
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図 4.5.6－31 衝突状況  
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図 4.5.6－32 各剛壁の衝突荷重を集計した時刻歴 
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図 4.5.6－33（1） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（2） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（3） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（4） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（5） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（6） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4.5.6－33（7） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 

 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

0.00 0.30 0.60 0.90 1.20 1.50 1.80 2.10 2.40 2.70

荷
重

(k
N

)

時間(sec)

剛壁番号⑲

0

200

400

600

800

1,000

1,200

0.00 0.30 0.60 0.90 1.20 1.50 1.80 2.10 2.40 2.70

荷
重

(k
N

)

時間(sec)

剛壁番号⑳

0

200

400

600

800

1,000

1,200

0.00 0.30 0.60 0.90 1.20 1.50 1.80 2.10 2.40 2.70

荷
重

(k
N

)

時間(sec)

剛壁番号㉑

306



 

4.5－99 

 

図 4.5.6－33（8） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 

 

図 4.5.6－34 剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重発生時刻における衝突荷重分布 
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(f) まとめ（衝突速度 10.0m/ｓ） 

ケース①～⑤における衝突荷重を表 4.5.6－12 に示す。 

表 4.5.6－12 より，衝突荷重の集計値は，ケース③（真横衝突）の 7,395

が最大となることを確認した。また，剛壁 1m 当たりの衝突荷重は，ケース

①（船尾衝突）の 1,107kN が最大となることを確認した。 

機関部（エンジン）の影響確認として，ケース①～⑤すべてのケースで機

関部（エンジン）は剛壁に衝突しないことを確認した。 

 

表 4.5.6－12 衝突荷重のまとめ（ケース①～⑤） 

ケース 衝突形態 
衝突荷重の集計値

【kN】 

剛壁 1m 当たりの 
衝突荷重 
【kN】 

① 船首 3,078 1,107 

② 船尾 3,019 937 

③ 真横 7,395 736 

④ 斜め船首 1,073 444 

⑤ 斜め船尾 1,294 884 
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f. 解析結果（衝突速度：6.0m/s） 

船舶（総トン数 19 トン）の衝突解析において，船舶が剛壁全体に作用する

衝突荷重（総衝突荷重）を抽出する。また，船舶（総トン数 19 トン）は船幅

5.2ｍ，船長さ 24.72ｍであり，施設の延長を超える場合があるため，局所的

な衝突荷重を確認する目的で，剛壁１ｍ当たりに作用する衝突荷重を抽出す

る。 

 

（a） ケース⑥（船首衝突） 

追而 
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（b） ケース⑦（船尾衝突） 

追而 
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（c） ケース⑧（真横衝突） 

追而 
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（d） ケース⑨（斜め船首衝突） 

追而 
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（e） ケース⑩（斜め船尾衝突） 

追而 
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（f） まとめ（衝突速度 6.0m/s） 

追而 
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g. 衝突解析による衝突荷重の整理 

船舶（総トン数 19 トン）の衝突解析（衝突速度：10ｍ/ｓ）のケース①（船

首衝突），ケース②（船尾衝突），ケース③（真横衝突），ケース④（斜め船

首衝突）及びケース⑤（斜め船尾衝突）において，剛壁幅毎に作用する最大衝

突荷重を図 4.5.6－35 に示す。 

 

 

図 4.5.6－35 剛壁幅毎に作用する最大衝突荷重 
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している。 
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漂流物衝突による施設評価においては，施設の延長（荷重の作用幅）に応じ

て「施設全体に作用する衝突荷重」を設定し，施設全体の評価を実施する。 
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施設評価において，「施設全体に作用する衝突荷重」は平均衝突荷重の等分

布荷重として表現するが，図 4.5.6－36 に示すとおり，衝突解析において平均

衝突荷重を上回る局所的な荷重（１ｍ当たりの荷重）が生じていることから，

「施設全体に作用する衝突荷重」では局所的な衝突荷重による影響を適切に

評価できない。 

施設の局所的な損傷を評価する観点から，施設の延長に関わらず，「局所的

な衝突荷重」を設定し，施設評価を実施する。 

 

 

図 4.5.6－36 局所的な衝突荷重 
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（2）漂流物の初期配置が前面海域の場合の衝突荷重の算定 

漂流物の初期配置が前面海域の場合の衝突荷重は，既往の衝突荷重の算定式

である「道路橋示方書（2002）」により算定する。 

以下に算定式を示す。 

 

【道路橋示方書(2002)算定式】（衝突速度：10.0m/s） 

Ｐ ＝ 0.1 Ｗ ｖ 

  ＝ 0.1 × 559 × 10.0 ＝ 559（kN） 

ここに， 

Ｐ：漂流物衝突荷重 

Ｗ：漂流物の重量＊（＝19 トン×3×9.80665≒559kN） 

注記＊「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」に，船舶重量であ

る「漁船の排水トン数は総トン数のほぼ 3 倍としてよい。」と記載 

ｖ：漂流物の衝突速度（＝10.0m/s） 

 

【道路橋示方書(2002)算定式】（衝突速度：6.0m/s） 

Ｐ ＝ 0.1 Ｗ ｖ 

  ＝ 0.1 × 559 × 6.0 ＝ 335.4 ＝ 336（kN） 

ここに， 

Ｐ：漂流物衝突荷重 

Ｗ：漂流物の重量（＝559kN） 

ｖ：漂流物の衝突速度（＝6.0m/s） 
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（3）設計用衝突荷重の設定 

a. 設計用衝突荷重の設定方針 

島根原子力発電所においては，漂流物による衝突荷重を考慮する施設・設

備は，表 4.5.1－1 に示すとおり防波壁（鉄筋コンクリート造）である。な

お，防波壁通路防波扉については，漂流物対策工（鋼製）を設置する。 

漂流物衝突荷重を用いた施設評価においては，船舶（総トン数 19 トン）

の衝突による「施設全体に作用する衝突荷重」を設計用衝突荷重として設定

する。さらに，施設の局所的な損傷を評価する観点から，施設の延長に関わ

らず，「局所的な衝突荷重」も設計用衝突荷重として設定する。 

島根原子力発電所の漂流物衝突荷重は，船舶（総トン数１９トン）の初期

配置を踏まえて，前面海域では「道路橋示方書（2002）」，直近海域では「衝

突解析」により算定する。「衝突解析」による衝突荷重の算定に当たっては，

機関部の衝突影響も考慮する。参考として，「ＦＥＭＡ（2012）」による船

首方向の衝突荷重についても確認する。 

「施設全体に作用する衝突荷重」及び「局所的な衝突荷重」の設計衝突荷

重は，各算定方法による漂流物衝突荷重を包絡するように設定する。 

設計用衝突荷重の設定フローを図 4.5.6－37 に示す。 

 

 
図 4.5.6－37 設計用衝突荷重の設定フロー 
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b. 設計用衝突荷重の設定 

(a) 施設全体に作用する衝突荷重 

・衝突解析 

衝突解析結果より，各衝突形態による衝突荷重は，剛壁幅 6m まではケー

ス①（船首衝突）に包絡され，剛壁幅 7m 以上はケース③（真横衝突）に包

絡されることを確認したことから，衝突解析における「施設全体に作用する

衝突荷重」を図 4.5.6－38 のとおり整理し，評価対象構造物の延長（作用

幅）に応じて衝突荷重を設定する。 

施設評価においては，「施設全体に作用する荷重」は等分布荷重とするこ

とから，最大平均衝突荷重（施設全体に作用する荷重／作用幅）を図 4.5.6

－39 に示す。 

 

 

図 4.5.6－38 施設全体に作用する衝突荷重（衝突解析） 

 

図 4.5.6－39 最大平均衝突荷重（衝突解析） 
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・道路橋示方書（2002） 

漂流物の初期配置が前面海域にある場合は，「道路橋示方書（2002）」に

より衝突荷重を算定する。本算定式による衝突荷重は，船舶の総重量を基に

算定することから，船舶全体の衝突荷重である「施設全体に作用する衝突荷

重」に相当すると考える。「道路橋示方書（2002）」により算定される衝突

荷重を表 4.5.6－13 に示す。 

なお，衝突荷重の詳細な算定方法は，4.5.3(2)に記載している。 

 

表 4.5.6－13 「道路橋示方書（2002）」により算定される衝突荷重 

算定方法 衝突荷重【kN】 

道路橋示方書 

（2002） 
559 

 

（参考）ＦＥＭＡ(2012) 

船首方向の軸剛性を設定することで，「ＦＥＭＡ（2012）」により船首か

ら衝突する場合の衝突荷重を算定することができる。また，「ＦＥＭＡ

(2012)」による衝突荷重は，船舶の総重量を基に算定することから，船舶全

体の衝突荷重である「施設全体に作用する衝突荷重」に相当すると考える。

衝突形態の不確かさを考慮できないが，衝突荷重と比較するため，参考とし

て，「ＦＥＭＡ（2012）」により算定される衝突荷重を表 4.5.6－14 に示す。 

なお，衝突荷重の詳細な算定方法は，参考資料４に記載している。 

 

表 4.5.6－14 「ＦＥＭＡ（2012）」により算定される衝突荷重 

算定方法 衝突荷重【kN】 

ＦＥＭＡ 

（2012） 

1,815 
（船首） 
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4.5－113 

「施設全体に作用する衝突荷重」のうち，「衝突解析」，「道路橋示方

書（2002）」及び「ＦＥＭＡ（2012）」の作用幅毎の衝突荷重を図 4.5.6

－41 に示す。なお，「道路橋示方書（2002）」には衝突形態の概念がない

ことから，衝突解析において衝突荷重が大きくなる船首方向と真横方向か

らの衝突として整理している。 

図 4.5.6－40 より，「衝突解析」による衝突荷重が他の算定方法から算

定される衝突荷重を包絡していることを確認したことから，設計用衝突荷

重の設定においては「衝突解析」の結果を考慮する。 

 

 

図 4.5.6－40 各算定方法による施設全体に作用する衝突荷重 
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4.5－114 

(b) 局所的な衝突荷重 

施設の局所的な損傷を評価する観点から，局所的な荷重（１ｍ当たり）を

設計用衝突荷重として設定する。 

表 4.5.6－15 に，各衝突形態において発生する剛壁１ｍ当たりの衝突荷

重を示す。最も大きな衝突荷重（１ｍ当たり）となる船首から衝突した場合

の衝突荷重（ケース①）を考慮して，設計用衝突荷重を設定する。なお，添

付資料６に示す機関部による影響を考慮した衝突荷重 417kN を包絡してい

ることを確認した。 

 

表 4.5.6－15 衝突荷重における局所的な衝突荷重 

衝突形態 
１ｍ当たりの 

衝突荷重【kN】 

① 船首 
1,107 

（最大値） 

② 船尾 937 

③ 真横 736 

④ 斜め船首 444 

⑤ 斜め船尾 884 

（参考） 

機関部の衝突による影響 
417 

 

(c) まとめ 

「施設全体に作用する衝突荷重」は，「衝突解析」，「道路橋示方書」及

び「ＦＥＭＡ（2012）」から算定される荷重を比較した結果，「衝突解析」

により算定される衝突荷重が最も大きくなることから，「衝突解析」より算

定される荷重を踏まえ，設計用衝突荷重を設定する。「施設全体に作用する

衝突荷重」は，評価対象構造物の延長に応じた作用幅より設計用衝突荷重を

設定する。例えば，作用幅が 24m の場合，衝突解析から算定される 7,395kN

を踏まえ設計用衝突荷重は保守的に 7,400kN を設定する。 

「局所的な衝突荷重」として，船首から衝突した場合の衝突荷重である

1,107kN を踏まえ，設計用衝突荷重は保守的に 1,200kN を設定する。 

総トン数 19 トンの漁船における設計用衝突荷重のまとめを図 4.5.6－41

に示す。評価対象構造物の延長に応じて設定する「船体寸法に応じた分布的

な衝突荷重」の設計用衝突荷重を表 4.5.6－16 に示す。 

評価対象構造物に対する漂流物衝突荷重の載荷方法を添付資料９に示す。

漂流物対策工を設置した評価対象構造物については，漂流物対策工による

荷重の分散を考慮して評価を実施する。 
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4.5－添付 2－1 

添付資料 2 

 

津波防護施設に考慮する漂流物の選定 

 

1. 概要 

津波防護施設に到達すると評価された漂流物において，既往の算定式を用いて漂流

物による衝突荷重を比較し，津波防護施設に考慮する漂流物を選定する。 

 

2. 津波防護施設に到達する漂流物 

津波防護施設に到達する漂流物一覧を表 1 に示す。 

 

表 1 津波防護施設に到達する漂流物の評価結果 

調査対象 到達する漂流物 重量等 
考慮す

る津波 *1 

到達 

形態 
配置場所 

発電所

構内 

海

域 

作業船 総トン数：約 10 トン 海域 浮遊 直近海域 

漁船 総トン数：約 0.7 トン 
東縁 

海域 
浮遊 直近海域 

陸

域 

荷揚場詰所 

（壁材（ＡＬＣ版）） 

－ 

（がれき化して漂流） 
東縁 浮遊 直近海域 

防舷材 約 1t 東縁 浮遊 直近海域 

枕木 約 12kg 東縁 浮遊 直近海域 

発電所

構外 

海

域 

漁船 

（500m 以内（操業）） 
総トン数：約 3 トン未満 

東縁 

海域 
浮遊 直近海域 

漁船 

（500m 以遠（操業）） 
総トン数：約 19 トン 

東縁 

海域 
浮遊 前面海域 

注記＊1：「東縁」は日本海東縁部に想定される地震による津波，「海域」は海域活断層から想定される

地震による津波を表す。 

 

表 1 に記載されている発電所構内の陸域における漂流物のうち，壁材（ＡＬＣ版）に

おいては，がれき化して細分化されること，防舷材においては，ゴム製の外層内に空気

を注入している防舷材であり剛性が著しく小さいことから，これらの漂流物による衝突

荷重はその他の漂流物による衝突荷重に包絡されると判断した。 

したがって，漂流物選定のために実施する，既往の算定式による衝突荷重の比較にお

いては，枕木及び船舶（作業船・漁船）を対象とする。 

また，発電所構外の海域における漂流物のうち，漁船（500m 以内（操業））について

は，操業区域及び航行の不確かさを考慮して，発電所周辺漁港で最大となる漁船である，

総トン数 19 トンの漁船を考慮する。 

津波防護施設に考慮する漂流物の選定に当たり，既往の算定式による衝突荷重を比較

する漂流物のまとめを表 2 に示す。  
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4.5－添付 2－2 

 

表 2 既往の算定式により衝突荷重を算定し比較を行う漂流物 

配置場所 
考慮する

津波＊1 
漂流物 質量＊2 材質 

直近海域 

東縁 

船舶 

（総トン数 0.7 トン） 
2.1t 

ＦＲＰ 
船舶 

（総トン数 3 トン） 
9t 

船舶 

（総トン数 19 トン） 
57t 

枕木 12kg 木材 

海域 

船舶 

（総トン数 0.7 トン） 
2.1t 

ＦＲＰ 

船舶 

（総トン数 3 トン） 
9t 

船舶 

（総トン数 10 トン） 
30t 

船舶 

（総トン数 19 トン） 
57t 

前面海域 

東縁 
船舶 

（総トン数 19 トン） 
57t ＦＲＰ 

海域 
船舶 

（総トン数 19 トン） 
57t ＦＲＰ 

注記＊1：「東縁」は日本海東縁部に想定される地震による津波，「海域」は海域活断層から想定さ

れる地震による津波を表す。 

注記＊2：漁船及び作業船の質量は，「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（2014）」に「漁船の

排水トン数は総トン数のほぼ 3 倍として良い」と記載があり，排水トン数は質量と同意義で

あるため，総トン数の 3 倍の値を採用する。 

 

 

3. 既往の算定式による衝突荷重の算定 

津波防護施設に考慮する漂流物の選定に当たり，漂流物による既往の荷重算定式の整

理一覧を表 3，漂流物による衝突荷重算定方法の整理を表 4 に示す。 
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4.5－添付 2－3 
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3
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縦
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縮
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験
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漂
流
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形
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柱
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角
柱
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球
　
漂
流
物
重
量
:
0
.
5
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8
N
～
2
9
.
7
9
2
N

受
圧
板
を
陸
上
構
造
物
と
想
定
し
，
衝
突
体
を
受
圧
板
前
面
8
0
c
m
(
現
地
換
算
8
0
m
)
離
れ
た
位
置
に
設
置
し
た

状
態
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衝
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さ
せ
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実
験
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あ
る
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模
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縮
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1
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場
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現
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仮
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。
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合

E
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重
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度
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W
0
:
排
水
ト
ン
数
，
W
’
:
付
加
重
量
，
D
:
喫
水
，

L
:
横
付
け
の
場
合
は
船
の
長
さ
,
縦
付
け
の
場
合
は
船
の
幅
，
γ

w
:
海
水
の
単
位
体
積
重
量
，
g
:
重
力
加
速
度

「
漁
港
・
漁
場
の
施
設
の
設
計
の
手
引
」
(
2
0
0
3
)
に
記
載
さ
れ
て
い
る
，
接
岸
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
算
定
式
に
対

し
，
接
岸
速
度
を
漂
流
物
速
度
と
す
る
こ
と
で
，
衝
突
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
算
定
で
き
る
。

漁
船
の
他
，
車
両
・
流
木
・
コ
ン
テ
ナ
の
衝
突
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対
し
て
，
支
柱
及
び
漂
流
物
捕
捉
ス
ク
リ
ー

ン
の
変
形
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
吸
収
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
，
漂
流
物
の
進
入
を
防
ぐ
た
め
の
津
波
漂
流
物
対
策

施
設
の
設
計
に
適
用
さ
れ
る
式
で
あ
る
。

5
F
E
M
A

(
2
0
1
2
)

流
木

コ
ン
テ
ナ

F
i
:
衝
突
力
，
u
m
a
x
:
最
大
流
速
，
m
:
漂
流
物
の
質
量
，
c
:
付
加
質
量
係
数
，
k
:
漂
流
物
の
有
効
剛
性

「
運
動
方
程
式
に
基
づ
く
衝
突
力
方
程
式
」

非
減
衰
系
の
振
動
方
程
式
に
基
づ
い
て
お
り
，
衝
突
体
及
び
被
衝
突
体
の
両
方
と
も
完
全
弾
性
体
で
，
か
つ

衝
突
時
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
減
衰
が
一
切
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
前
提
条
件
で
の
算
定
式
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
衝
突

時
に
塑
性
変
形
を
伴
う
漂
流
物
の
衝
突
荷
重
算
定
で
は
，
個
別
の
漂
流
物
に
対
し
て
，
実
現
象
を
再
現
す
る

よ
う
な
軸
剛
性
を
適
切
に
定
め
る
必
要
が
あ
る
。

6
水
谷
ほ
か

(
2
0
0
5
)

コ
ン
テ
ナ

漂
流
す
る
コ
ン
テ
ナ
の
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
ｍ
:
漂
流
衝
突
力
，
d
t
:
衝
突
時
間
，
η

m
:
最
大
遡
上
水
位
，
ρ

w
:
水
の
密
度
，
B
c
:
コ
ン
テ
ナ
幅
，

V
x
:
コ
ン
テ
ナ
の
漂
流
速
度
，
W
:
コ
ン
テ
ナ
重
量
，
g
:
重
力
加
速
度

「
実
験
に
基
づ
く
推
定
式
」
(
縮
尺
1
/
7
5
の
模
型
実
験
)

使
用
コ
ン
テ
ナ
:
長
さ
を
2
0
f
t
と
4
0
f
t
，
コ
ン
テ
ナ
重
量
:
0
.
2
N
～
1
.
3
N
程
度
，

遡
上
流
速
:
1
.
0
m
/
s
以
下
，
材
質
:
ア
ク
リ
ル

被
衝
突
体
の
直
近
の
エ
プ
ロ
ン
上
に
コ
ン
テ
ナ
を
設
置
し
て
衝
突
力
を
求
め
た
算
定
式
で
あ
る
。
衝
突
体
と

水
塊
が
一
体
と
な
っ
て
衝
突
し
，
衝
突
前
の
運
動
量
が
全
て
力
積
と
し
て
作
用
す
る
も
の
と
し
て
考
え
た
算

定
式
で
あ
り
，
右
辺
の
第
1
項
は
付
加
質
量
に
よ
る
荷
重
を
表
し
て
い
る
。

7
有
川
ほ
か

(
2
0
0
7
,
2
0
1
0
)

コ
ン
テ
ナ

流
木

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
に
鋼
製
構
造
物
(
コ
ン
テ
ナ
等
)
が
漂
流
衝
突
す
る
際
の
衝
突
荷
重
を
提
案
し
て
い
る
。

F
:
衝
突
力
，
a
:
衝
突
面
半
径
の
1
/
2
 
(
コ
ン
テ
ナ
衝
突
面
の
縦
横
長
さ
の
平
均
の
1
/
4
)
，
E
:
ヤ
ン
グ
率
，

ν
:
ポ
ア
ソ
ン
比
，
m
:
質
量
，
v
:
衝
突
速
度
，
γ
p
:
塑
性
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
減
衰
効
果

m
や
k
の
添
え
字
は
衝
突
体
と
被
衝
突
体
を
示
す
。

ま
た
，
「
①
松
冨
(
1
9
9
9
)
」
に
な
ら
い
，
上
式
に
お
い
て
m
＝
C
M
A
m
（
C
M
A
:
サ
ー
ジ
タ
イ
プ
の
1
.
7
）
と
す
る
こ
と

で
，
流
木
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
版
に
対
す
る
衝
突
力
を
評
価
で
き
る
と
し
て
い
る
。

「
実
験
に
基
づ
く
推
定
式
」
(
縮
尺
1
/
5
の
模
型
実
験
)

使
用
コ
ン
テ
ナ
:
長
さ
1
.
2
1
m
,
高
さ
0
.
5
2
m
,
幅
0
.
4
9
m
，
衝
突
速
度
:
1
.
0
～
2
.
5
m
/
s
程
度
，
材
質
:
鋼
製

水
理
模
型
実
験
で
は
，
コ
ン
テ
ナ
を
被
衝
突
体
の
全
面
1
.
2
1
m
（
現
地
換
算
6
.
0
5
m
）
に
設
置
し
て
衝
突
力
を

求
め
た
算
定
式
で
あ
る
。
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4.5－添付 2－4 
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4.5－添付 2－5 

表 4 漂流物による衝突荷重算定方法の整理 

No 算定方法 種類 
漂流物の 
初期配置 

適
用
流
速 

適用性 

１ 

松冨 
(1999) 

流木 
直近海域 
直近陸域 

衝
突
速
度 

個別の流木(丸太)の種類等に応じて,
実現象を再現できるパラメータを適
切に設定することが可能であれば,直
近陸域又は直近海域からの流木に対
して適用可能と判断する。 

２ 

池野・田中 
(2003) 

流木 直近陸域 

段
波
速
度 

流木を対象とした算定式であるが,実
験の模型縮尺(1/100)を考慮すると,
原子力発電所における漂流物衝突事
象への適用は困難と判断する。 

３ 

道路橋示方書 
(2002) 

流木 
ＦＲＰ製
船舶等 

前面海域 

表
面
流
速 

漂流物が流下(漂流)して来た場合に,
表面流速(津波流速)を与えることで
漂流流速に対する漂流物荷重を算定
できる。新規制基準適合性審査（東北
電力（株）女川原子力発電所等）にお
いて適用実績があるため，初期配置が
前面海域の漂流物に対して適用可能
と判断する。 

４ 

津波漂流物 
対策施設設計 
ガイドライン 
(2014) 

船舶等 
前面海域 
直近海域 

漂
流
物
速
度 

船舶，車両，流木，コンテナ等の漂流
物を対象としているが，鋼管杭等の支
柱の変形及びワイヤロープの伸びに
より衝突エネルギーを吸収する考え
方であり，弾性設計においての適用は
困難であると判断する。 

５ 
ＦＥＭＡ 
(2012) 

流木 
コンテナ 
ＦＲＰ製

船舶 

直近海域 

最
大
流
速 

個別の漂流物に対して,実現象を再現
できるパラメータ(軸剛性等）を適切
に設定することが必要である。新規制
基準適合性審査（東北電力（株）女川
原子力発電所）において，初期配置が
直近海域の総トン数5トンのＦＲＰ製
船舶の船首方向衝突に対して適用実
績があるため，ＦＲＰ製船舶の船首方
向衝突に対して適用可能と判断する。 

６ 

水谷ほか 
(2005) 

コンテナ 直近陸域 

漂
流
速
度 

エプロン上にコンテナを設置して衝
突力を求めるという特殊な実験によ
り得られた式であることに留意する
必要はあるが,直近陸域からのコンテ
ナに対して適用可能と判断する。 

７ 

有川ほか 
(2007,2010) 

流木 
コンテナ 

直近海域 
直近陸域 

衝
突
速
度 

剛性に係る k 値を適切に定める必要
があり,対象としている種類以外への
適用性がある k値に係る k1 及び k2 の
値が不明であるため,現状は当該式が
対象としている種類(流木，コンテナ)
以外への適用は困難と判断する。 
したがって,直近陸域又は直近海域か
らの流木及びコンテナに対して適用
可能と判断する。 
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4.5－添付 2－6 

表 3 及び表 4 の整理結果を基に，各漂流物による衝突荷重の比較結果のまとめを表 5

に示す。漂流物による衝突荷重は，対象となる漂流物の初期配置の適用性を考慮して，

既往の算定式を選定する。 

 

【船舶】 

船舶の初期配置は，直近海域又は前面海域となる。表 4 より，既往の算定式の適用性

を考慮して，初期配置が直近海域の場合は，「ＦＥＭＡ（2012）」，初期配置が前面海

域の場合は，「道路橋示方書（2002）」により衝突荷重を算定して比較する。 

なお，ＦＥＭＡ（2012）による衝突荷重の算定に当たっては，衝突物の軸剛性を設定

する必要があり，船舶の船首方向における軸剛性は，添付資料 4 に記載のとおり「構造

物の衝撃挙動と設計法（(社)土木学会，1994）」を基に設定が可能である。この軸剛性

は，総トン数が大きくなると船体寸法，板厚及び質量が大きくなることで軸剛性も大き

くなるが，本検討においては，安全側に総トン数 19 トンにおける船首方向の軸剛性

（1.71×105N/m）を船舶の代表値として設定する。 

 

【枕木】 

枕木の初期配置は，直近陸域となる。表 4 より，既往の算定式の適用性を考慮して，

「松冨（1999）」，「ＦＥＭＡ（2012）」及び「有川ほか（2007，2010）」により衝突

荷重を算定して比較する。 
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4.5－添付 2－7 

表 5 漂流物による衝突荷重の比較結果のまとめ 

考慮
する
津波 

配置 
場所 
＊1 

漂流物 質量 
衝突荷重 

(kN) 
算定式 

衝突 
速度 
(m/s) 

東縁 

直近 
海域 

船舶 
(総トン数 0.7 トン) 

2.1t 348＊2 

ＦＥＭＡ
(2012) 

10.0 

船舶 
(総トン数 3 トン) 

9t 721＊2 

船舶 
(総トン数 19 トン) 

57t 1,815 

枕木 
12

㎏ 

158 松冨(1999) 

133 
有川ほか

(2007,2010) 

99 
ＦＥＭＡ
(2012) 

前面 
海域 

船舶 
(総トン数 19 トン) 

57t 559 
道路橋示方書 

(2002) 

海域 

直近 
海域 

船舶 
(総トン数 0.7 トン) 

2.1t 209＊2 

ＦＥＭＡ
(2012) 

6.0 

船舶 
(総トン数 3 トン) 

9t 433＊2 

船舶 
(総トン数 10 トン) 

30t 790＊2 

船舶 
(総トン数 19 トン) 

57t 1,089 

前面 
海域 

船舶 
(総トン数 19 トン) 

57t 336 
道路橋示方書 

(2002) 

注記＊1：「東縁」は日本海東縁部に想定される地震による津波，「海域」は海域活断層から想定される

地震による津波を表す。 

＊2：衝突荷重の算定に当たり，最大となる総トン数 19 トンの船首方向の軸剛性を用いているた

め，各船舶の総トン数に応じた衝突荷重に対して安全側の値となっている。 
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4.5－添付 2－8 

4. 津波防護施設に考慮する漂流物の選定結果 

津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が直近海域となる漂流物は，作業船

（総トン数 10 トン）及び漁船（総トン数 0.7 トン及び 3 トン），壁材（ＡＬＣ版），

防舷材（約 1t）及び枕木（約 12kg）に加え，漁船の操業区域及び航行の不確かさを考

慮して，総トン数 19 トンの漁船を考慮する。これらのうち，既往の算定式を用いて漂

流物による衝突荷重を比較した結果より，総トン数 19 トンの漁船を初期配置が直近海

域における漂流物として評価する。なお，初期配置が直近海域において対象となる漂流

物のうち，壁材（ＡＬＣ版）においては，がれき化して細分化されること，防舷材にお

いては，ゴム製の外層内に空気を注入している防舷材であり剛性が著しく小さいことか

ら，これらの漂流物による衝突荷重はその他の漂流物による衝突荷重に包絡されると判

断した。 

津波防護施設に到達する漂流物のうち，初期配置が前面海域となる漂流物は，船舶（総

トン数 19 トン）を評価する。 

以上より，津波防護施設に考慮する漂流物の選定に当たり，対象漂流物となる枕木及

び船舶（作業船・漁船）において，対象漂流物の初期配置，重量等及び材質を踏まえた

適用性を考慮し，既往の算定式による衝突荷重を比較した結果，漂流物による衝突荷重

が最大となる船舶（総トン数 19 トン）を津波防護施設に考慮する漂流物として選定す

る。 
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4.5－添付 3－1 

添付資料 3 

 

島根原子力発電所におけるＦＲＰ船舶に係る衝突解析条件の妥当性 

 

1. 検討概要 

島根原子力発電所においては，ＦＲＰ船舶による衝突に対し，３次元非線形構造解

析を用いて衝突荷重を算定している。 

小型船舶（総トン数 20 トン未満）は，その多くがＦＲＰ製船舶であり，津波によ

り陸上に打ち上げられる事例が多く記録されている。 

ＦＲＰ製船舶を対象とした衝突荷重の算定に係る評価手法は確立されていないが，

ＦＲＰ船舶による衝突荷重の算定について，ＦＲＰ製の船舶を用いた落下衝突実験に

おける衝突荷重の計測及び３次元非線形構造解析を用いた衝突荷重算定に関する研

究より，衝突解析による衝突荷重の推定方法の妥当性を確認する。 

さらに，島根原子力発電所におけるＦＲＰ製船舶に係る衝突解析条件の妥当性を確

認した。衝突解析による衝突荷重の妥当性検討フローを図 1－1 に示す。 

 

 

図 1－1 衝突解析による衝突荷重の妥当性検討フロー 

 

  

○衝突実験に係る文献概要（添付資料３（2章））
• FRP小型船舶の落下衝突実験結果の確認
• 衝突解析によるFRP小型船舶落下衝突実験の再現解析結果の確認

○島根原子力発電所における解析条件の妥当性確認（添付資料３（3章））
• 文献に記載されたFRP小型船舶を模擬した当社解析モデル作成
• 当社解析モデルを使用した衝突解析の実施
• 落下衝突実験における衝突荷重と当社解析モデルを使用した衝突解析結果

の比較による当社解析モデルの妥当性の確認

○島根原子力発電所における津波漂流物に対する衝突解析
（4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定）
• 島根原子力発電所において津波漂流物として選定されたFRP小型船舶に対

し，文献により妥当性を確認した解析条件を用いた解析モデルを作成
• 前記解析モデルによる衝突解析の実施
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2. 衝突実験に係る文献概要
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2.3 文献確認結果のまとめ 
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3. 島根原子力発電所における解析条件の妥当性確認
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c. 船体質量 

実験船を模擬した当社解析モデルについて，船体を構成する船殻（船側，外板，

甲板，隔壁及び竜骨）の質量は約 0.85t であるため，船体質量 1.69t に対する差

分については，実験船の重心位置と同じとなる位置に集中質量として模擬した。 

 

d. 材料特性 

ＦＲＰに関する材料特性の設定に当たって，既往文献から適用性を整理したう

えで設定する。 

ここで，ＦＲＰ製の小型船舶の製造においては，一般的にハンドレイアップ法

により施工され，船体構造に用いるＦＲＰの構成については，「小型船舶の船体

構造用材料（ＦＲＰ積層構成）に関する調査研究報告書（日本小型船舶検査機構，

2019）」によると，「強化プラスチック船(ＦＲＰ船)基準が細則に追加された昭

和 52 年当時の主なＦＲＰの積層構成は，主要材料をガラス繊維基材とする場合，

チョップストランドマット(M)とロービングクロス(R)を 1 対 1 で重ねる(MR)の積

層構成を 1 単位として積層する(MR)×n の工法が推奨されていた。」，「ＦＲＰ

暫定基準の原形が策定されてから 40 年経った現在でも，ＦＲＰ製の小型船舶の部

材の積層構成は，昭和 52 年当時の標準的な積層構成(MR)の延長上にあり，船舶の

高速化・高出力化に伴う部材の強化の必要性が生じた場合には，当時の積層構成

にマット(M)とクロス(R)を各 1 層ずつ追加するような積層構成にせざるを得ない

状況である。」と記載がある。 

上記より，ＦＲＰ船体構造に用いるＦＲＰは，チョップストランドマット（以

下，「マット」という。）とロービングクロス（以下，「クロス」という。）の

二種類のガラス繊維基材を用いた積層構造であると考えられることを踏まえ，Ｆ

ＲＰに関するヤング係数（曲げ剛性），ポアソン比，曲げ強度，単位体積重量及

び破壊ひずみの各材料特性については，引用文献の適用性を確認して設定した。

なお，実験船を模擬した当社解析モデルの材料特性においては，船体全体で一律

の設定とした。 
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ⅰ）ヤング率（曲げ弾性） 

ＦＲＰのヤング率（曲げ弾性）の設定について，引用文献の適用性の整理結

果及び採用値を表 3－2 に示す。 

ＦＲＰのヤング率（曲げ弾性）の増加に伴い，船体衝突荷重も増加すると考

えられるため，表 3－2に示す適用性のある文献値において，最大値である 12GPa

を採用する。 

 

表 3－2 ＦＲＰのヤング率（曲げ弾性）の整理結果及び採用値 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

「強化プラスチック船規
則（日本海事協会，
2018年）」

本規則は，「長さが35m未満の普通の形状の
FRP船（油タンカーを除く。）で，普通の主要
寸法比を有するものに適用する。」とされてお
り，船体構成部材であるガラス繊維基材の
マット及びクロスの曲げ弾性係数を示したもの
であるため適用可能と判断した。

6.86 ○

本規則は「強化プラスチック船規則」に対する
検査要領であり，船体材料を構成するガラス
繊維基材のマットにおける標準状態の曲げ弾
性係数を示したものであるため，適用可能と
判断した。

6.37 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のマット
における湿潤状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

5.79 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のクロス
における標準状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

11.78 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のクロス
における湿潤状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

9.41 ○

本図書は，「漁港漁場整備法」に基づき「漁
港・漁場の施設の設計において参考となる技
術的な知見を記載したものである。」とされて
おり，ハンドレイアップ成形法による船体材料
を構成するガラス繊維基材のマットにおける
曲げ弾性率を示したものであるため，適用可
能と判断した。

7～9 ○

ハンドレイアップ成形法による船体材料を構
成するガラス繊維基材のマット及びクロス積層
品における曲げ弾性率を示したものであるた
め，適用可能と判断した。

9～12 ○

「船舶海洋工学シリーズ
⑥ 船体構造構造編（藤
久保昌彦・吉川孝男・深
沢塔一・大沢直樹・鈴木
英之，2012年）」

本文献は，船体構造が詳細に示されており，
ＦＲＰの小型船舶の典型例として，ＦＲＰのヤン
グ率が記載されていることから，適用可能と判
断した。

10.7 ○

本文献は，非金属材料の物性値を幅広く掲
載されており，漁船の成形法であるハンドレイ
アップ成形法によるマットの曲げ弾性率を示し
たものであるため，適用可能と判断した。

10.30～
10.79

○

ハンドレイアップ成形法によるクロスの曲げ弾
性率を示したものであるため，適用可能と判
断した。

10.69～
11.18

○

12

【ヤング率（曲げ弾性）の
増加に伴い船体衝突荷
重も増加すると考えられ
るため最大値を採用】

ヤング率
（曲げ弾性）
【単位：GPa】

「強化プラスチック船規
則検査要領（日本海事
協会，2018年）」

「漁港・漁場の施設の設
計参考図書（水産庁，
2015年）」

「非金属材料データブッ
クプラスチック・FRP・ゴ
ム・接着剤・塗料・木材
及び木質材料・セラミッ
クス［改訂2版］（日本規
格協会，1985年）」
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ⅱ）ポアソン比 

ＦＲＰのポアソン比の設定について，引用文献の適用性の整理結果及び採用

値を表 3－3 に示す。 

ＦＲＰのポアソン比の増加に伴い，船体衝突荷重も増加すると考えられるた

め，表3－3に示す適用性のある文献において，最大値である0.358を採用する。 

 

表 3－3 ＦＲＰのポアソン比の整理結果及び採用値 

 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

「非金属材料データブッ
クプラスチック・FRP・ゴ
ム・接着剤・塗料・木材
及び木質材料・セラミッ
クス［改訂2版］（日本規
格協会，1985年）」

本文献は，非金属材料の物性値を幅広く掲載
しており，漁船の成形法であるハンドレイアップ
成形法によるマットのポアソン比を示したもので
あるため，適用可能と判断した。

0.320～
0.358

○

「3相森・田中平均化手
法のハイブリッドFRP梁
への応用（土木学会，
2014）」

本文献は，Ｉ型断面を有するＦＲＰ梁構造に対
する，ガラス繊維基材としたＦＲＰのポアソン比
が示されているが，船舶とは使用目的が異なる
ため，適用不可と判断した。

0.1，0.29，
0.308

×

0.358

【ポアソン比の増加に伴
い船体衝突荷重も増加
すると考えられるため最

大値を採用】

ポアソン比
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ⅲ）曲げ強度 

ＦＲＰの曲げ強度の設定について，引用文献の適用性の整理結果及び採用値

を表 3－4 に示す。 

ＦＲＰの曲げ強度の増加に伴い，船体衝突荷重も増加すると考えられるため，

表 3－4 に示す適用性のある文献において，最大値である 260MPa を採用する。 

 

表 3－4 ＦＲＰの曲げ強度の整理結果及び採用値 

 

 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

「強化プラスチック船
規則（日本海事協
会，2018年）」

本規則は，「長さが35m未満の普通の形状の
FRP船（油タンカーを除く。）で，普通の主要寸
法比を有するものに適用する。」とされており，
船体構成材料であるガラス繊維基材のマット及
びクロスにおける曲げ強度を示したものである
ため、適用可能と判断した。

150 ○

本規則は「強化プラスチック船規則」に対する
検査要領であり，船体構成材料であるガラス繊
維基材のマットにおける標準状態の曲げ強さを
示したものであるため，適用可能と判断した。

150 ○

船体構成材料であるガラス繊維基材のマットに
おける湿潤状態の曲げ強さを示したものである
ため，適用可能と判断した。

132 ○

船体構成材料であるガラス繊維基材のクロスに
おける標準状態の曲げ強さを示したものである
ため，適用可能と判断した。

260 ○

船体構成材料であるガラス繊維基材のクロスに
おける湿潤状態の曲げ強さを示したものである
ため，適用可能と判断した。

212 ○

本図書は，「漁港漁場整備法」に基づき「漁港・
漁場の施設の設計において参考となる技術的
な知見を記載したものである。」とされており，
ハンドレイアップ成形法による船体材料を構成
するガラス繊維基材のマットにおける曲げ強度
を示したものであるため，適用可能と判断した。

120～180 ○

ハンドレイアップ成形法による船体材料を構成
するガラス繊維基材のマット及びクロス積層品
における曲げ強度を示したものであるため，適
用可能と判断した。

200～250 ○

曲げ強度
【単位：MPa】

260

【曲げ強度の増加に伴
い船体衝突荷重も増加
すると考えられるため最

大値を採用】

「強化プラスチック船
規則検査要領（日本
海事協会，2018年）」

「漁港・漁場の施設の
設計参考図書（水産
庁，2015年）」
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ⅳ）単位体積重量 

ＦＲＰの単位体積重量の設定について，引用文献の適用性の整理結果及び採

用値を表 3－5 に示す。 

ＦＲＰの単位体積重量の増加に伴い，船体衝突荷重も増加すると考えられる

ため，表 3－5 に示す適用性のある文献において，最大値である 1.6t/m3 を採用

する。 

 

表 3－5 ＦＲＰの単位体積重量の整理結果及び採用値 

 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

本図書は，「漁港漁場整備法」に基づき
「漁港・漁場の施設の設計において参考と
なる技術的な知見を記載したものである。」
と記載されており，ハンドレイアップ成形法
による船体材料を構成するガラス繊維基
材のマットにおける比重を示したものである
ため，適用可能と判断した。

1.4 ○

ハンドレイアップ成形法による船体構成材
料であるガラス繊維基材のマット及びクロ
ス積層品における比重を示したものである
ため，適用可能と判断した。

1.5～1.6 ○

「船舶海洋工学シリー
ズ⑥ 船体構造構造編
（藤久保昌彦・吉川孝
男・深沢塔一・大沢直
樹・鈴木英之，2012
年）」

本文献は，船体構造が詳細に示されてお
り，ＦＲＰの小型船舶の典型例として，ＦＲＰ
の比重が記載されていることから，適用可
能と判断した。

1.51 ○

「漁港・漁場の施設の
設計参考図書（水産
庁，2015年）」

1.6

【単位体積重量の増加
に伴い船体衝突荷重も
増加すると考えられるた

め最大値を採用】

単位体積重量

【単位：ｔ/m3】

351



4.5－添付 3－20 

ⅴ）破壊ひずみ 
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ⅰ）～ⅴ）の整理結果より，本解析に用いるＦＲＰの材料特性のまとめを表

3－7 に示す。 
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(3) 衝突条件 

当社衝突解析において，被衝突物は衝突実験において荷重を計測した受圧板は十

分に剛な構造であることから剛壁とした。また，受圧板は鋼製であることを踏まえ，

剛壁の材質は鋼材とした。鋼材と船体間の摩擦係数については，衝突実験の衝突形

態を再現できる値を採用した。 

当社衝突解析における衝突条件及び材料特性を表 3－8 に，衝突モデルを図 3－5

に示す。 

 

表 3－8 衝突条件及び被衝突物の材料特性 

衝突速度【m/s】 9.9（重力加速度を考慮） 

被衝突物 

材質 鋼製（剛壁） 

要素 シェル要素 

ヤング率【GPa】 205 

ポアソン比 0.3 

密度【t/m3】 7.85 

摩擦係数 0.30 

 

 

 

図 3－5 衝突モデル 

  

9.9m/s

剛壁
ヤング率205GPa
ポアソン比0.3
密度7.850ton/m3

2022/6/6 6

剛壁 

ヤング率：205GPa 

ポアソン比:0.3 

密度：7.85ｔ/m3 
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4. まとめ 

ＦＲＰ製小型船舶について船首からの落下衝突実験を行った文献を確認し，船体の

破壊挙動と衝突荷重を把握した。また，衝突実験の再現解析を実施し，衝突実験の衝

突荷重を推定できる手法が構築されていることを確認した。 

これら文献の確認の結果を踏まえ，実験船を模擬した当社解析モデルを作成し，当

該モデルを用いた衝突解析結果と文献の衝突実験結果を比較することにより，解析手

法の妥当性を確認できた。 

以上より，ＦＲＰ製小型船舶による衝突荷重について３次元非線形構造解析により

推定することは可能であり，当社解析モデルを用いた解析手法及び解析条件は妥当で

あると判断した。 
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添付資料 4 

 

ＦＥＭＡ(2012)によるＦＲＰ製船舶の衝突荷重 

 

1. 検討概要 

「ＦＥＭＡ（2012）」により漂流物による衝突荷重を算定するには，対象漂流物の「有

効軸剛性（以下「軸剛性」という。）」が必要となる。車両や鋼製船舶の軸剛性について

は，文献等で公知化されているが，ＦＲＰ製船舶の軸剛性は，文献等において公知化され

たものがない。一方，新規制基準適合性審査（東北電力（株）女川原子力発電所）では，

総トン数 5 トンのＦＲＰ製船舶に対して，「構造物の衝撃挙動と設計法（(社)土木学会，

1994）」（以下「土木学会（1994）」という。）の文献等を用いて，船首方向の軸剛性を

設定し，「ＦＥＭＡ（2012）」により衝突荷重を算定している実績がある。そのため，本

検討においても同様の手法により，総トン数 19 トンのＦＲＰ製船舶の衝突荷重を算定す

る。 

なお，「土木学会（1994）」は鋼製船舶を対象としており，ＦＲＰ製船舶の軸剛性の設

定においては，座屈強度をＦＲＰ材料に置き換えて算出するため，ＦＲＰ製船舶と鋼製船

舶の類似（同等）性及び用いる知見の適用性（軸剛性の設定方法の妥当性）を示した上で，

漂流物による衝突荷重を算定する。 

 

2. 衝突時における船舶の破壊に関する整理 

被衝突物は鉄筋コンクリート造又は鋼製であり，ＦＲＰ製船舶に対して剛性，強度及び

座屈強度が大きいと考えられる。 

そのため，ＦＲＰ製船舶が被衝突物に衝突した場合，「土木学会（1994)」で記載されて

いる鋼製船舶の破壊進展と同様に，ＦＲＰ製船舶の圧壊が進み，圧壊が進むにつれて衝突

エネルギーが減少しつつ圧壊荷重が上限となって圧壊は終了する。これと同時に，被衝突

側の強固な弾性体である構造物にその圧壊荷重（最大荷重）が作用する。「土木学会（1994)」

によると，剛性及び強度が大きいケーソンのような海洋構造物に対する船舶の圧壊荷重と

変形量及び圧壊荷重と圧壊量との関係が記載されており，図 2－1 に示すような破壊進展

となる。 

船舶の衝突初期は，船首が傾斜しているため接触面が小さく，圧壊が進むに従って荷重

（反力）がほぼ直線的に増加する。船舶の破壊が進み，船首傾斜部破壊後に船体面（隔壁

等）が構造物に接触すると，その後の荷重はほぼ一定値に達する。この時の荷重は，船首

側からの圧壊による座屈荷重とほぼ同等と判断できるとされている。 

以上を踏まえ，ＦＲＰ製船舶の圧壊荷重を求めた上で，軸剛性を算出する。 
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図 2－1 荷重と船首の変形量及び圧壊荷重と圧壊量 

（「土木学会（1994）」に一部加筆）  

船首傾斜部 

圧壊荷重と船首の変形量の関係 

船首傾斜部 
の長さ＝LsF 

傾きが軸剛性＝P/LsF 

船首部の標準型 

圧壊荷重 Pc 

圧壊荷重と圧壊量の関係 

圧壊荷重 Pc 

圧壊荷重到達後も 
衝突荷重が線形で 
増大することを考慮 
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3. 土木学会(1994)による軸剛性の設定方法 

「土木学会（1994)」では，船舶の圧壊荷重（船首強度）Pc について，図 3－1 に示す平

板の座屈応力度の算定式から座屈強度σc を算出し，船首形状寸法等を乗じることで求め

られるとしている。「土木学会（1994)」では，大型の鋼製船舶を対象としているが，座屈

強度σc の算定式は一般的な平板の座屈応力度の算定式であることから，ヤング率とポア

ソン比を適切に考慮することで，鋼製以外の船舶にも適用可能である。 

また，「土木学会（1994)」によると，前述のとおり船舶の破壊が進み，船首傾斜部がす

べて破壊した際に圧壊荷重 Pc に達し，その後圧壊荷重 PC が一定値として作用することと

なる。そのため，圧壊荷重 Pc を船首傾斜部の長さ Lsf で除した値が船舶の軸剛性 kC とな

る。なお，この軸剛性 kCは，船首傾斜部（船首方向）を対象としている。 

船舶の衝突荷重は，図 2－1 に示すとおり，圧壊荷重に到達後は一定値となることが想

定されるが，安全側に圧壊荷重到達後も衝突荷重が線形で増加すると仮定して評価を行う。 

なお，「基礎からわかるＦＲＰ(強化プラスチック協会編，2016)」によると，「圧縮荷

重が作用する場合には，圧縮強度を基準に構造設計するのではなく，座屈強度を基準に構

造設計する必要がある。」とされていることから，ＦＲＰ製船舶の圧壊荷重に座屈強度を

用いることは妥当と判断できる。 

以上を踏まえ，「土木学会（1994)」に記載されている圧壊荷重の算出方法を用いて，軸

剛性を算出する。「土木学会（1994）」で記載されている船首強度（圧縮荷重）の計算例

を図 3－2 に示す。 

 

図 3－1 「土木学会（1994）」を用いた軸剛性 kCの算定方法 

  

σC :座屈強度(tf/㎡)
k ：座屈係数(b/a+a/b)2

a ：横肋骨心距(mm)
b ：縦肋骨心距(mm)
E ：ヤング率(tf/㎡)
ν：ポアソン比
t ：船側外板厚(mm)

PC :圧壊荷重(船首強度)(kN)
D ：船の深さ(m)
θ：船首角度(°)

kC : 軸剛性(N/m)
Lsf ：船首傾斜部の長さ(m)

船首角度

船首部の標準型
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図 3－2 「土木学会（1994）」で示されている計算例 

（「土木学会（1994）」より引用） 
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また，「甲斐田・木原（2017）」＊１では，既往の文献である「有田（1988）」＊２を整理

し，大型の鋼製船舶（総トン数 400～4000 トン）の船首方向に対する軸剛性が記載されて

いる。そこで，これらの大型の鋼製船舶に対して，「土木学会（1994）」による設定方法

を基に軸剛性を算出し，「甲斐田・木原（2017）」に記載されている軸剛性との比較結果

を表 3－1 に示す。 

 

注記＊1：甲斐田秀樹・木原直人（2017）:原子力発電所における津波漂流物の影響評価

技術―現状調査とその適用に関する考察―，電力中央研究所報告 O16010，

2017. 

＊2：有田喜久雄（1988）:船舶等の衝突強度に関する研究，船舶技術研究所報告，

第 25 巻，第１号，1988，pp.35－125. 

 

比較結果として，「土木学会（1994）」の方法により算出した軸剛性と「甲斐田・木原

（2017）」に記載されている軸剛性は，おおむね同程度となることを確認した。また，「土

木学会（1994）」の方法により算出した軸剛性の方が，「甲斐田・木原（2017）」の記載

値より大きい傾向となることを確認した。  
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4. 鋼製船舶を対象とした方法をＦＲＰ製船舶に用いることの妥当性 

「土木学会（1994)」で示されている座屈強度σc の算定式は，一般的な平板の座屈応力

度の算定式であるため，ヤング率とポアソン比で適切に考慮することで，ＦＲＰ製船舶に

適用することが可能であると考えられるが，「土木学会（1994)」で検討対象としている船

舶が鋼製船舶であることを踏まえ，ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶の形状，構造，材質及び損傷

モードに関する類似（同等）性について確認を行った。 

 

4.1 船舶の形状に関する類似（同等）性 

「小型漁船のインベントリ分析に関する研究－A:モデル船の建造・運航状況調査一

（海上技術安全研究所報告第 3 巻第 5 号（平成 15 年)）」（以下「海技研報告（平成 15

年）」という。）に，総トン数 14 トンのアルミ合金漁船とＦＲＰ製の船舶の図面が記

載されている（図 4－1 及び図 4－2）。 

これらの図面から，ＦＲＰ製漁船とアルミ合金漁船の寸法，外形及び断面はおおむね

同形状であることを確認した。加えて，評価対象である総トン数 19 トンは，「海技研

報告（平成 15 年）」に記載の総トン数 14 トンに対して，総トン数もおおむね同等であ

ることから，ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶の形状は類似性を有すると判断できる。 
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図 4－1 総トン数 14 トンのアルミ合金漁船（「海技研報告（平成 15 年）」より引用） 
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図 4－2 総トン数 14 トンのＦＲＰ漁船（「海技研報告（平成 15 年）」より引用） 
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4.2 船舶の構造に関する類似（同等）性 

座屈強度を算出する際に必要となる船側外板厚等について，ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶

の算出方法を比較し，両者に類似性があることを確認した（表 4－1)。 

 

・「強化プラスチック船規則（日本海事協会，2018）」によると，中央部の船側外板厚

は 15S√(d+0.026L)(S:肋骨の心距，d:計画最大満載喫水，L:船の長さ）と記載されて

いる。この算定式に関して「強化プラスチック船規則解説（日本海事協会会誌，1978）」

では，「波浪中を航行する船が受ける外力は，船の大きさ，形状等によって異なるが，

特別な場合を除き，船体の材質によって変わらないと考えられる。したがって船底や

船側の波浪外力，水密隔壁や深水タンク隔壁に作用する外力は，すべて鋼船規則に定

められている外力を用いた。」と記載があり，外板厚を算出するために用いる外圧（水

頭）について「荷重を鋼船規則に合わせ，波浪変動圧を考慮に入れた（d+0.026L）と

した。」と記載されている。よって，ＦＲＰ製船舶の船側外板厚の算定式は，鋼製船

舶を基本としているため，両者は類似性を有する。 

・縦強度，甲板，肋骨，船底等の主要構造について，「鋼船規則（日本海事協会)」及び

「小型鋼製漁船構造基準（(社)漁船協会，昭和 46 年)」の鋼製船舶を基に「強化プラ

スチック船規則（日本海事協会，2018)」で規定されていることから，ＦＲＰ製船舶と

鋼製船舶の構造は類似性を有する。 

 

4.3 船舶の材質における力学特性の類似（同等）性 

「土木学会（1994)」で検討対象としている船舶が鋼製船舶であることを踏まえ，各

船舶の主要な構成材料である鋼材とＦＲＰ材の材質の力学特性について整理を行い，両

者に類似性があることを確認した（表 4－1)。 

 

・船舶に用いられるＦＲＰ（Fiber Reinforced Plastics ：繊維強化プラスチック）の

主材料は，ガラス繊維基材と樹脂液（液状不飽和ポリエステル樹脂）である（「強化

プラスチック船規則（日本海事協会，2018）」を参考)。 

・「ＦＲＰ成形入門講座（日本プラスチック加工技術協会）」によると，ＦＲＰの材料

力学的特性について，「ＦＲＰ材料はガラス繊維，マトリックスの種類，組成，形体

によってその特性が広範囲に変化する。例えば，無方向性のランダマイドガラスマッ

トを用いると，ほぼ等方性材料として扱うことができる。」と記載されている。また，

船舶にはあらゆる方向からの波が外力として作用することから，異方性材料とならな

いようガラス繊維基材を組み合わせて成形される。 

・「基礎からわかるＦＲＰ（強化プラスチック協会編，2016）」によると，「ＦＲＰは

微視的には不均質材料であるが，巨視的には等方性または直交異方性の力学特性を持

つ均質材料として扱うことができる。このような場合には，等方性または直交異方性
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の座屈理論をそのまま利用できる。」としている（図 4－3）。前述と同様に，船舶に

はあらゆる方向からの波が外力として作用することから，異方性材料とならないよう

ガラス繊維基材を組み合わせて成形されるため，等方性の力学特性を持つ鋼材とＦＲ

Ｐは類似した力学特性を有する。 

・「ＦＲＰ成形入門講座（日本プラスチック加工技術協会）」によると，「ＦＲＰ材料

は金属材料と異なり，はっきりとした降伏点を示さず，破壊寸前まではほぼ弾性変形

を示し，その応力-ひずみ曲線は図のようになり，弾性吸収エネルギーが非常に大き

いことが特徴で，外力の吸収が金属材料に比較して大きいため，ＦＲＰ材料で作られ

た構造物は与えられるショックが小さい。」ことが示されている（図 4－4）。「強化

プラスチック船規則解説（日本海事協会会誌，1978）」及び「基礎からわかるＦＲＰ

（強化プラスチック協会編，2016）」でも同様の特徴を有することが記載されている。

これらのことから，ＦＲＰは破壊寸前までは鋼材の降伏強度以内と同様に弾性変形す

るという点で類似している。 

 

 

図 4－3 ＦＲＰの材料異方性 

（「基礎からわかるＦＲＰ(強化プラスチック協会編，2016)より引用」） 

 

 

図 4－4 ＦＲＰの応力－ひずみ関係 

（「ＦＲＰ成形入門講座（日本プラスチック加工技術協会）」より引用）  
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4.4 船舶の損傷モードの類似（同等）性 

「土木学会（1994)」で検討対象としている船舶が鋼製船舶であることを踏まえ，そ

れぞれの材料である鋼材とＦＲＰ材の損傷モードについて整理を行い，両者に類似性が

あることを確認した（表 4－1)。 

 

・「ＦＲＰ構造設計便覧（強化プラスチック協会，1994）」によると，「ＦＲＰ構造は

薄肉シェルのことが多いが，もし外圧が作用して面内に発生する圧縮応力が大きくな

ると，構造は不安定となり，いわゆる座屈現象をおこして大変形を生じ，破損する恐

れがあり，座屈限界応力が問題となる。また構造物の固有振動数が，外力からの加振

振動数に近い場合には，いわゆる共振現象をおこし，機能を阻害したり，過大振幅に

なって材料が疲労破壊する恐れがあり，固有振動数が問題となる。」と記載されてお

り，主に座屈と共振による損傷モードが考えられるが，評価対象事象は衝突であるた

め，座屈による損傷モードが想定される。これは，鋼製の圧縮材と同様の損傷モード

である。 

・評価対象としている小型船舶の構造は半円筒形のような構造で，船底と船側が主に竜

骨と隔壁で構造が区切られており，さらに縦断及び横断方向に肋骨が配置されている。

そのため，ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶は，それぞれ構成している部位の材質は異なるも

のの，どちらも主として薄板を組み合わせた構造である。 

・船舶は 10.0ｍ/ｓと速い速度で被衝突物に衝突するため，非常に大きな力が一方向（圧

縮方向）に作用するため，ＦＲＰ製船舶も鋼製船舶も薄板構造であり，圧縮系の座屈

を引き起こしやすいという点で類似性を有する。 

・なお，ＦＲＰ材は，局所的にトランスバースクラックや層間はく離等の損傷モードが

考えられるが，衝突速度が 10.0ｍ/ｓと速い速度であり，船舶の重量が 57t であるた

め，このような局所的かつ初期的な損傷モードは支配的とはならない。また，上述の

とおり，船舶に一方向から極端に大きな力が極めて短い時間で作用するため，圧縮座

屈が支配的となると考えられる。 
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4.5 鋼製船舶を対象とした方法をＦＲＰ製船舶に用いることの妥当性 

前述の整理結果を表 4－1 に示す。ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶は形状，構造，材質に関

して類似（同等）性を有することから，ＦＲＰ製船舶の圧壊荷重算出にあたり「土木学

会（1994）」の方法を用いることは妥当であると判断した。 

 

表 4－1 ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶の類似（同等）性に関する整理 

項目 引用文献 確認内容 
類似性 
（同等） 

全体 

形状 

・海技研報告 

（平成 15 年） 

文献に示されているＦＲＰ漁船

とアルミ合金漁船の寸法，外

形及び断面がほぼ同じである

ことを確認。 

○ 

船側 

外板厚 

・強化プラスチック船規則 

（日本海事協会，2018） 

・強化プラスチック船規則解説 

（日本海事協会会誌，1978） 

ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶に作

用する外力が同じであり，ＦＲ

Ｐ製 船 舶 の船 側 外 板 厚 算 定

式が鋼製船舶を基にしている

ことを確認。 

○ 

その他 

の主要 

構造 

・強化プラスチック船規則 

（日本海事協会，2018） 

・強化プラスチック船規則解説 

（日本海事協会，1978） 

・鋼船規則（日本海事協会） 

・小型鋼製漁船構造基準 

（（社）漁船協会，昭和４６年） 

ＦＲＰ製船舶の縦強度，甲板，

肋 骨 ，船 底 等 の主 要 構 造 が

鋼製船舶の構造を参考として

いることや，同様の考えを採用

していることを確認。 

○ 

材質の 

力学 

特性 

・強化プラスチック船規則 

（日本海事協会，2018） 

・ＦＲＰ成形入門講座 

（日本プラスチック加工技術協会） 

・強化プラスチック船規則解説 

（日本海事協会，1978） 

・基礎からわかるＦＲＰ 

（強化プラスチック協会編，2016） 

ＦＲＰ製船舶の材料であるＦＲ

Ｐは，等方性又は直交異方性

の力学的特性を持ち，鋼製船

舶の材料である鋼材と同様に

均質材料であることを確認。ま

た，ＦＲＰは破壊直前まで鋼材

（降伏強 度以内 ）と同様 に弾

性変形することを確認。 

○ 

損傷 

モード 

・ＦＲＰ構造設計便覧 

（強化プラスチック協会，1994） 

ＦＲＰ製船舶と鋼製船舶は，ど

ちらも薄板を組み合わせた構

造であるため，圧縮方向の力

が作用した場合に座屈しやす

いことを確認。 

○ 
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5. ＦＲＰ製船舶の構造及び材料特性に係る条件の設定 

ＦＲＰ製船舶の座屈強度の算出に用いる，船舶の船体構造条件の設定結果を表 5－1 に，

ＦＲＰの材料特性の設定結果として，ＦＲＰのヤング率（曲げ弾性）の設定結果を表 5－

2 に，ポアソン比の設定結果を表 5－3 に示す。なお，材料特性の設定に当たっては，文献

における適用性を考慮して，ＦＥＭＡ（2012）による衝突荷重が大きくなる安全側の設定

値を採用する。 

 

表 5－1 船舶の船体構造条件の設定 

項目 記号 単位 値 引用文献等 

船舶長さ L ｍ 19.40  対象船舶の船舶検査資料記載の登録長さ 

船舶深さ D ｍ 1.85  対象船舶の船舶検査資料記載の登録深さ 

計画最大 
満載喫水 

d ｍ 2.20  
津波漂流物対策施設設計ガイドライン（平成 26 年 3 月）
の総トン数（G.T.）20 トン漁船の喫水の最大値 

船側 
外板厚＊ 
（船首部） 

t ｍｍ 10.48  

強化プラスチック船規則（日本海事協会，2018）の船首
部の外板厚 
 ｔ＝15 × s ×（d ＋ 0.026 × L）0.5× 0.85 
  s：肋骨の心距＝0.5m 
  d：計画最大満載喫水＝2.20m 
  L：船舶長さ＝19.40m 

肋骨心距 s ｍｍ 500  
強化プラスチック船規則（日本海事協会，2018）の肋骨
の心距（＝縦肋骨心距（a）＝横肋骨心距（b）） 

船首角度 θ ° 45  対象船舶の計測結果 

船首傾斜 
部の長さ 

Lsf ｍ 3.20  対象船舶の計測結果 

注記＊：船側外板厚は「土木学会（1994)」においても算定方法が記載されているが，Ｆ

ＲＰ製船舶であるため「強化プラスチック船規則(2018)」を採用する。 
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表 5－2 ＦＲＰのヤング率（曲げ弾性）の設定 

 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

「強化プラスチック船規
則（日本海事協会，
2018年）」

本規則は，「長さが35m未満の普通の形状の
FRP船（油タンカーを除く。）で，普通の主要
寸法比を有するものに適用する。」とされてお
り，船体構成部材であるガラス繊維基材の
マット及びクロスの曲げ弾性係数を示したもの
であるため適用可能と判断した。

0.70

×10
6 ○

本規則は「強化プラスチック船規則」に対する
検査要領であり，船体材料を構成するガラス
繊維基材のマットにおける標準状態の曲げ弾
性係数を示したものであるため，適用可能と
判断した。

0.65

×106 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のマット
における湿潤状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

0.59

×10
6 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のクロス
における標準状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

1.20

×10
6 ○

船体材料を構成するガラス繊維基材のクロス
における湿潤状態の曲げ弾性係数を示したも
のであるため，適用可能と判断した。

0.96

×106 ○

本図書は，「漁港漁場整備法」に基づき「漁
港・漁場の施設の設計において参考となる技
術的な知見を記載したものである。」とされて
おり，ハンドレイアップ成形法による船体材料
を構成するガラス繊維基材のマットにおける
曲げ弾性率を示したものであるため，適用可
能と判断した。

0.71
～0.92

×106

○

ハンドレイアップ成形法による船体材料を構
成するガラス繊維基材のマット及びクロス積層
品における曲げ弾性率を示したものであるた
め，適用可能と判断した。

0.92
～1.22

×10
6

○

「船舶海洋工学シリーズ
⑥ 船体構造構造編（藤
久保昌彦・吉川孝男・深
沢塔一・大沢直樹・鈴木
英之，2012年）」

本文献は，船体構造が詳細に示されており，
ＦＲＰの小型船舶の典型例として，ＦＲＰのヤン
グ率が記載されていることから，適用可能と判
断した。

1.09

×106 ○

本文献は，非金属材料の物性値を幅広く掲
載されており，漁船の成形法であるハンドレイ
アップ成形法によるマットの曲げ弾性率を示し
たものであるため，適用可能と判断した。

1.05
～1.20

×106
○

ハンドレイアップ成形法によるクロスの曲げ弾
性率を示したものであるため，適用可能と判
断した。

1.09
～1.14

×106
○

ヤング率
（曲げ弾性）

【単位：tf/m2】

1.22×10
6

【ヤング率（曲げ弾性）
の増加に伴い船体衝
突荷重も増加するため

最大値を採用】

「強化プラスチック船規
則検査要領（日本海事
協会，2018年）」

「漁港・漁場の施設の設
計参考図書（水産庁，
2015年）」

「非金属材料データブッ
クプラスチック・FRP・ゴ
ム・接着剤・塗料・木材
及び木質材料・セラミッ
クス［改訂2版］（日本規
格協会，1985年）」
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表 5－3 ポアソン比の設定 

 

 

表 5－1～3 にて設定した船舶条件を基に，「土木学会（1994)」に準じて圧縮荷重 PC を

算定するとともに，ＦＲＰ製の船舶の軸剛性（船首方向）を設定した結果を表 5－4 に示

す。 

 

表 5－4 船舶の軸剛性の設定結果 

項目 記号 単位 値 

船
体
構
造 

船舶長さ L ｍ 19.40  

船舶深さ D ｍ 1.85  

船側外板厚 
（船首部） 

t ｍｍ 10.48  

肋骨心距 
s 

(=a,b) 
ｍｍ 500  

船首角度 2θ ° 90  

船首傾斜 
部の長さ 

Lsf ｍ 3.20  

材
料
物
性 

ヤング率 
(曲げ弾性率) 

E tf/ｍ2 1.22×106 

ポアソン比 ν － 0.358 

座屈強度 σC tf/ｍ2 2,024 

圧縮荷重 PC kN 544.4 

軸剛性（船首部） kC N/ｍ 1.71×105 

  

項目 引用文献 適用性
引用

文献値
評価

採用値
【採用理由】

「非金属材料データブッ
クプラスチック・FRP・ゴ
ム・接着剤・塗料・木材
及び木質材料・セラミッ
クス［改訂2版］（日本規
格協会，1985年）」

本文献は，非金属材料の物性値を幅広
く掲載しており，漁船の成形法であるハ
ンドレイアップ成形法によるマットのポア
ソン比を示したものであるため，適用可
能と判断した。

0.320～
0.358

○

「3相森・田中平均化手
法のハイブリッドFRP梁
への応用（土木学会，
2014）」

本文献は，Ｉ型断面を有するＦＲＰ梁構造
に対する，ガラス繊維基材としたＦＲＰの
ポアソン比が示されているが，船舶とは
使用目的が異なるため，適用不可と判
断した。

0.1，
0.29，
0.308

×

ポアソン比

0.358

【ポアソン比の増加に伴
い船体衝突荷重も増加
するため最大値を採用】
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6. ＦＥＭＡ（2012）による荷重の算定 

前章で設定したＦＲＰ製の船舶の軸剛性（船首部）を用いて，漂流物による衝突荷重を

「ＦＥＭＡ（2012）」に準じて算定した結果を表 6－1 に示す。なお，衝突荷重は，日本海

東縁部に想定される地震による津波における衝突速度 10.0ｍ/ｓについて算定する。 

 

【ＦＥＭＡ（2012）の式】 

 

 

表 6－1 ＦＥＭＡ（2012）による衝突荷重の算定結果 

項目 記号 単位 値 

衝突速度 umax ｍ/ｓ 10.0 

軸剛性（船首部） kC N/ｍ 1.71×105 

漂流物の質量 ｍ kgf 57,000 

付加質量係数 c － 1 

衝突荷重 F i 
N 1,815,000 

kN 1,815 

 

上記の算定結果より，ＦＲＰ製の総トン数 19 トン船舶において，「ＦＥＭＡ（2012）」

による衝突荷重は，衝突速度 10.0ｍ/ｓで 1,815kN となる。なお，この「ＦＥＭＡ（2012）」

による衝突荷重は，船舶の総質量に対する船首方向からの衝突を対象としているため，船

幅が荷重の作用幅となると考えられる。 

 

Fi 
umax
kC
m
c 

：衝突力
：最大流速（m/s）
：漂流物の有効軸剛性(N/m)
：漂流物の質量（kgf）
：付加質量係数

ここに，
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添付資料 5 

建築物荷重指針・同解説（2015）を参考にした静的設計荷重の算定例 

1. 建築物荷重指針・同解説(2015)で示されている三角波の例

建築物荷重指針・同解説(2015)によれば，衝突荷重の算定方針として，「衝突実験デ

ータが得られている場合は，その衝突荷重の時刻歴の最大値を静的設計荷重として与え

る。衝突実験データが得られていない場合は，衝突シミュレーション解析またはエネル

ギー論的手法により衝突荷重の時刻歴を求め，力積を等しくした三角波として近似し，

その三角波の最大値を静的設計荷重として与える。」とされており，衝突シミュレーシ

ョン解析の時刻歴から三角波を設定している例を図 1 に示す。 

また，建築物荷重指針・同解説(2015)によれば，「衝突時の運動エネルギーがすべて

衝突体の変形による内部エネルギーとして吸収されるハードインパクトを仮定した。ハ

ードインパクトは，一般に安全側の結果を与える。」とされており，本検討で実施した

衝突解析も被衝突体を剛壁に設定しており，同様の仮定となっている。 

図�1 建築物荷重指針・同解説(2015)で示されている三角波の例
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2. 衝突解析結果の三角波(衝突速度：10.0ｍ/s) 

衝突解析で得られた衝突荷重の時刻歴（図 2）から力積を等しくした三角波を

近似し，その三角波の最大荷重を算出した(図 3 及び表 1)。具体的には三角波の

最大荷重時刻は解析で得られた瞬間最大荷重発生時刻と同時刻とし，三角波の

底辺となる作用時間も解析で得られた時間とし，三角波の最大荷重を算出した。

なお，斜め船首及び斜め船尾からの衝突時は，「4.5.6 漂流物による衝突荷重

の算定」に示す衝突状況によると，まず初めに船首又は船尾が衝突した後，船体

が回転して 2 回目の船体衝突が生じることが確認できるが，安全側に 2 回目衝

突の力積については初めの衝突の荷重作用時間内に発生していることとし，一

つの三角波として算出する。 

三角波の最大荷重はケース③（真横衝突）の 1,728kN であり，全てのケース

で衝突解析の瞬間最大荷重よりも小さくなることを確認した。 

以上より，衝突荷重として，衝突解析の時刻歴の瞬間最大荷重を用いて静的

に評価することは，安全側の荷重評価となることを確認した。 

 

 

図 2 衝突速度 10.0ｍ/s における衝突解析結果（時刻歴） 
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図 3 衝突速度 10.0ｍ/s における衝突解析結果を三角波で近似  
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表 1 衝突速度 10.0ｍ/s における三角波の最大荷重 

ケース 衝突形態 

衝突解析 
三角波の 
最大荷重
（kN） 

力積 
（kN・s） 

瞬間最大 
荷重(kN) 

瞬間最大荷重 
の発生時刻（s） 

衝突荷重の 
作用時間（s） 

① 船首衝突 601 3,078 0.37 1.20 1,002 

② 船尾衝突 584 3,019 0.48 1.57 744 

③ 真横衝突 613 7,395 0.03 0.71 1,728 

④ 
斜め船首

衝突 
432 1,073 0.31 

0.94 

（2.85）＊ 
920 

⑤ 
斜め船尾

衝突 
468 1,294 2.48 

1.36 

（2.90）＊ 
688 

注記＊：（）内の値は 2 回目衝突を考慮した場合における衝突荷重の作用時間 

 

 

3. 衝突解析の三角波（衝突速度：6.0m/s） 

追而  
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添付資料 6 

 

ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響の確認 

 

1. 概要 

「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」では，図1－1のとおり総トン数19トンのＦＲ

Ｐ製船舶の衝突解析において船体の破壊は機関部まで到達せず，被衝突物（剛壁）に機関

部が衝突しないことを確認している。船体破壊の進行状況について，衝突解析においては

船体のＦＲＰの材料特性で設定している破壊ひずみの影響が大きいと考えられる。 

本資料では，機関部衝突の影響確認としてＦＲＰの構成則を変更した衝突解析を行い，

被衝突物への機関部衝突の有無を確認する。その結果，機関部の衝突が確認された場合は，

機関部の衝突荷重を算定したうえで，機関部衝突発生時における船体の衝突荷重を加え，

設計用衝突荷重への影響確認を行う。 

 

（船尾からの衝突） 

 

（真横からの衝突） 

 

図 1－1 総トン数 19 トンのＦＲＰ製船舶の衝突状況 

（「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」より抜粋） 

 

  

衝突後1.80秒

剛壁

側面

衝突後0.50秒

剛壁

平面

剛壁 
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2. ＦＲＰ製船舶の機関部衝突の影響確認 

(1) 機関部衝突影響確認の概要 

ＦＲＰ製船舶の機関部衝突の影響確認において，機関部の構造や板厚等の情報の取

得が困難であるため，衝突解析に用いる３次元ＦＥＭモデルに考慮せず，剛壁に対す

る機関部の設置範囲の衝突有無を確認する。 

また，衝突解析における解析条件は，「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」にお

ける解析条件から，ＦＲＰの構成則を表 2－1 のとおり変更して衝突解析を行う。機

関部の衝突が確認された場合は，衝突解析による機関部衝突時の衝突速度を抽出し，

機関部の衝突荷重を既往の衝突荷重算定式を用いて算出する。 

また，機関部衝突時は，船体の衝突荷重の同時作用も考慮するため，機関部の衝突

発生時刻における船体の衝突荷重と既往の算定式により算出した機関部の衝突荷重

を合算した衝突荷重を確認する。 

本検討におけるＦＲＰの構成則を表 2－1 に示す。また，その他の解析条件を表 2－

2 に示す。 

 

表 2－1 機関部衝突の影響検討におけるＦＲＰの構成則 

 機関部衝突の影響確認における 

総トン数 19 トン船舶の 

ＦＲＰの構成則 

「4.5.6 漂流物による衝突荷重の

算定」における総トン数 19 トン船

舶のＦＲＰの構成則 

ＦＲＰの 

構成則 

破壊ひずみが小さくなると船体破壊の

進行が早くなるため，安全側に塑性域

を考慮しない弾性材料とし，曲げ強度

に相当するひずみ到達時にシェル要素

は削除する設定とする。 

 

 

破壊ひずみが大きくなると船体破壊

の進行が遅くなるため，曲げ強度に

達するまで弾性挙動とし，その後は

文献を踏まえ保守的に設定した破壊

ひずみ到達時にシェル要素は削除す

る設定とした。 

 

  

σ(応力)

ε(ひずみ)

σ=200MPa

5％
(破壊ひずみ)

弾性域 塑性域塑性域（非考慮）

σ=260MPa

2.17％
（破壊ひずみ）
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表 2－2 機関部衝突の影響確認におけるＦＲＰの材料特性の設定 

項目 単位 採用値＊ 

ヤング率 
(曲げ弾性) GPa 12 

ポアソン比 ― 0.358 

曲げ強度 ＭＰａ 260 

単位体積重量 t/ｍ3 1.6 

注記＊：「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」における材料特性と同様 
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(2) 衝突解析による機関部衝突の確認結果 

衝突解析結果より，機関部が衝突する可能性のある衝突形態において，機関部の衝

突有無を確認する。機関部衝突が発生する場合，機関部衝突の衝突荷重を算定するた

め，当該時刻の衝突速度を確認する。 

衝突速度 10.0m/s においてケース①（船首衝突），ケース②（船尾衝突），ケース

③（真横衝突），ケース④（斜め船首衝突）及びケース⑤（斜め船尾衝突）の５ケー

スの衝突解析による衝突状況を図 2－1 に示す。衝突状況より，すべてのケースで機

関部は剛壁に衝突しないが，機関部が剛壁に最も接近するケースは，ケース③（真横

衝突）となった。機関部の衝突有無の確認結果を表 2－3 に示す。 
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ケース① 船首衝突（衝突しない） 

  

 

ケース② 船尾衝突（衝突しない） 

 

図 2－1（1/3） 衝突解析による機関部の損傷状況 

 

 

剛

壁機関部

機関部

剛

壁
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ケース③ 真横衝突（衝突しない：剛壁に最も接近する時刻0.40秒） 

 

 

 

ケース④ 斜め船首衝突（衝突しない） 

 

図 2－1（2/3） 衝突解析による機関部の損傷状況 
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機関部
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ケース⑤ 斜め船尾衝突（衝突しない） 

 

 

図 2－1（3/3） 衝突解析による機関部の損傷状況 

 

 

表2－3 機関部の衝突する可能性の確認結果（衝突速度10.0m/s） 

ケース 衝突方向 
機関部損傷の 
可能性有無 

① 船首 無 

② 船尾 無 

③ 真横 
無 

（剛壁に最も接近する） 

④ 斜め船首 無 

⑤ 斜め船尾 無 

 

 

 

  

剛壁

機関部
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機関部が剛壁に最も接近するケース③（真横）を選定し，機関部が剛壁に衝突するもの

として仮定し，機関部の衝突による影響検討を実施する。ケース③（真横衝突）におけ

る速度の時刻歴を図2－2に示す。図2－2より，ケース③（真横衝突）において機関部の

衝突時刻を0.40秒と仮定した場合における，機関部の衝突速度は1.42m/sとなるため，安

全側に機関部の衝突速度を2.0m/sとして，衝突荷重を算定する。 

ケース③ 真横衝突 

  

 

図 2－2 機関部衝突時の速度 
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3. 既往の算定式による機関部の衝突荷重の算定方法 

機関部の衝突荷重の算定に当たっては，「道路橋示方書（2002）」及び「ＦＥＭＡ

（2012）」を用いる。 

「ＦＥＭＡ（2012）」による機関部の衝突荷重算定にあたり，機関部の軸剛性が衝突

荷重の算定において重要なパラメータとなる。船舶の機関部が全て剛性の大きい鋼材で

構成されていると仮定すると，以降の整理結果より機関部の衝突は，車両の衝突に置き

換えることが可能であると判断し，船舶機関部の軸剛性として車両の軸剛性を用いて算

出する。 

 

・ＦＲＰ製船舶（総トン数 19 トン）の主機関は４ストロークディーゼルであり，普通

車のエンジンも同様に４ストローク機関が一般的であるため，自動車エンジンと FRP

製船舶の機関部は同等である。 

・車両のエンジンは，一般的に車体前方に固定されており，バンパービーム，クラッシ

ュボックス，フロントサイドメンバー等（図 3－1）に囲まれ，外部からの衝撃を受

け難い構造となっている。一方，ＦＲＰ製船舶（総トン数 19 トン）の機関部は，一

般的に船殻に直接取り付けられており，車両のようにフロントサイドメンバーのよ

うな機関部を保護するような構造はないため，車両のエンジンは，ＦＲＰ製船舶の

機関部よりも剛性の高いもので囲まれている。 

 

 

 

図 3－1 車体構造（高畠ほか（2015）＊） 

 

注記＊：高畠大輔・木原直人・宮川義範・甲斐田秀樹・柴山淳・池野正明（2015）:津波漂流

物の衝突力推定における軸剛性モデル，土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol.71，

No.2，I_1015-Ⅰ_1020，2015. 
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車両の軸剛性の設定における既往文献の整理結果を以下に示す。 

 

【甲斐田・木原（2017）＊1】 

甲斐田・木原（2017）では，高畠ほか（2015）及び久保田・國分（1995）＊2 の文献を

基に，車両の車種ごとにおける軸剛性を以下のとおり整理されている。 

・大型乗用車 ：1.3×106 ～ 2.8×106 N/m 

（久保田・國分（1995）の試験結果から算定） 

・セダン型乗用車 ：9.0×105 ～ 2.4×106 N/m 

（久保田・國分（1995）の試験結果から算定） 

・軽自動車 ：6.3×103 ～ 2.1×106 N/m 

（高畠ほか（2015）の実験結果） 

 

【久保田・國分（1995）】 

久保田・國分（1995）では，米国道路交通安全局（NHTSA）が車両の衝突特性を評価す

るために実施しているＮＣＡＰ（New Car Assessment Program）の試験データを基に，

各車種における荷重変形特性として，荷重と変形量の関係が整理されている。 

 

注記＊1：甲斐田秀樹・木原直人（2017）:原子力発電所における津波漂流物の影響評価技術

―現状調査とその適用に関する考察―，電力中央研究所報告 O16010，2017. 

＊2：久保田正美・國分善晴（1995）:前面形状別の車体エネルギ吸収特性，自動車研究，

17-1，pp19-22，1995. 

 

久保田・國分（1995）及びＮＣＡＰの試験データには，大型乗用車の規模について明

確に記載されていないが，一般的にバス等の大型乗用車は，普通自動車の最大車両総重

量約 3.5 トン（道路交通法施行規則）よりも重い。したがって，総トン数 19 トン船舶

の機関部（重量４トン）の軸剛性は，重量が同等以上と想定される「甲斐田・木原（2017）」

の大型乗用車の軸剛性（上限値＝2.8×106N/m）を用いる。 
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4. 機関部の衝突荷重の算定結果 

機関部の衝突荷重を「道路橋示方書（2002）」及び「ＦＥＭＡ（2012）」により算定す

る。なお，衝突荷重の算定に用いる衝突速度は，図 2－2 の結果から安全側に 2.0m/s とす

る。なお，対象となる船舶に対する調査結果より，船舶（総トン数 19 トン）に搭載され

ているエンジンの最大重量は 4.0ｔ（型式：S6R2－MTK3L）であることを確認している。 

以下に「道路橋示方書（2002）」及び「ＦＥＭＡ（2012）」の算定式を，表 4－1 に機

関部の衝突荷重の算定結果を示す。「道路橋示方書（2002）」による衝突荷重は，「Ｆ

ＥＭＡ（2012）」による衝突荷重に包絡されることから，機関部の衝突荷重は「ＦＥＭ

Ａ（2012）」により算定される 389kN を選定する。 

 

【衝突荷重算定式：道路橋示方書（2002）】 

𝑃 = 0.1𝑊𝑣 

 

 

 

 

 

【衝突荷重算定式：ＦＥＭＡ（2012）】 

𝐹𝑖 = 1.3𝑢𝑚𝑎𝑥√𝑘𝐶𝑚(1 + 𝑐) 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－1 既往の算定式による機関部の衝突荷重 

算定手法 道路橋示方書（2002） ＦＥＭＡ（2012） 

衝突物 機関部（エンジン） 機関部（エンジン） 

衝突速度（m/s） 2.0 2.0 

質量（tf） 4.0 4.0 

衝突荷重（kN） 8.0 389 

Fi 

umax 

kc 

m 

c 

：衝突力（N） 

：最大流速（m/s）＝ 衝突速度 ＝ 2.0 

：漂流物の有効軸剛性（N/m）＝ 2.8×106 

：漂流物の質量（kgf）＝ 4,000 

：付加質量係数 ＝1 

ここに， 

P 

W 

v 

：衝突力（kN） 

：流送物の重量（kN）＝ 39.3 

：表面流速（m/s）＝ 衝突速度 ＝ 2.0 

ここに， 
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機関部衝突時には，船体の衝突荷重の同時作用についても考慮するため，ケース③（真

横衝突）における船体の衝突荷重の時刻歴を図 4－1，剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴

を図 4－2 に示す。 

図 4－1 より，機関部が衝突すると仮定した時刻 0.40 秒における船体の衝突荷重の集計

値は，198kN となることを確認した。 

図 4－2 より，機関部が衝突すると仮定した時刻 0.40 秒における剛壁 1m 当たりの最大

衝突荷重は，剛壁⑭において 28kN となることを確認した。 

機関部衝突と船体衝突の同時作用を考慮するに当たり，機関部は船体に比べて十分小さ

いことから，安全側に船体の衝突荷重として剛壁 1m 当たりの衝突荷重のうち最大となる

28kN を機関部の衝突荷重と合算する。 

 

 

図 4－1 船体の衝突荷重の時刻歴 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50

荷
重
(k
N
)

時間(sec)

4,198kN(0.04秒)

198kN(0.40秒)

最大荷重発生時

機関部衝突時（仮定）

速度出力点位置

397



 

4.5－添付 6－13 

 

 

 

図 4－2（1/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（2/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（3/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（4/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（5/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（6/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（7/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（8/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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図 4－2（9/9） 剛壁 1m 当たりの衝突荷重の時刻歴 
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5. ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響の確認結果 

ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響の確認結果を表 5－1 に示す。 

ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響の確認として，船体破壊の進行が早くなる条件

（塑性域を考慮しない）によって実施した衝突解析を実施した結果，すべての衝突形態で

機関部が剛壁に衝突しないことを確認した。機関部が剛壁に最も接近するのは，真横衝突

ケースとなるため，安全側に真横衝突ケースにおいては，機関部が剛壁に衝突すると仮定

して，機関部の衝突荷重を算定した。 

機関部の衝突荷重として，既往の算定式のうち安全側の衝突荷重の評価となる「ＦＥＭ

Ａ（2012）」により，衝突速度を 2.0m/s とした場合の衝突荷重を算定した結果，389kN と

なった。船体の衝突荷重として，衝突解析結果より，機関部が衝突すると仮定した時刻 0.40

秒の最大衝突荷重 28kN となった。 

機関部衝突と船体衝突の同時作用を考慮した衝突荷重として，機関部と船体を合算した

衝突荷重は 417kN となるが，船体破壊の進行が遅くなり船体の衝突荷重が大きくなる条件

（塑性域を考慮する）で実施した「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」による船体の

衝突荷重 1,107kN に包絡されることを確認した。 

以上より，機関部における衝突影響は小さいことから，「4.5.6 漂流物による衝突荷

重の算定」において確認した衝突荷重を踏まえて設計用衝突荷重を設定する。 

 

表 5－1 ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響確認結果 

算定対象 算定方法 

衝突荷重【kN】 

機関部衝突の 

影響確認 

「4.5.6 漂流物によ

る衝突荷重の算定」 

機関部 
ＦＥＭＡ

（2012） 
389 － 

船体 衝突解析 28 1,107 

機関部と船体の 

衝突荷重の合計 
417 1,107 
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添付資料 7 

 

ＦＲＰ船舶の衝突解析に関する新規制基準審査実績との比較 

 

島根原子力発電所２号機において，津波防護施設に考慮する漂流物であるＦＲＰ船舶の

衝突解析の実施にあたり，３次元ＦＥＭモデルの設定方法等について，新規制基準審査実

績（東北電力（株）女川原子力発電所２号機）との比較を行う。 

比較を行う項目は以下のとおりとする。 

・衝突解析に用いる解析コード 

・３次元ＦＥＭモデルの船体構造 

・３次元ＦＥＭモデルの材料特性 

 

1. 衝突解析に用いる解析コード 

衝突解析に用いる解析コードの比較結果を表 1－1 に示す。 

 

表 1－1  衝突解析に用いる解析コードに関する比較 

 島根原子力発電所２号機 女川原子力発電所２号機 

解析コード 

 

LS-DYNA Ver. 971 6.1.1 

 

 

LS-DYNA Ver. 971 R6.0.0 

 

 
 

2. ３次元ＦＥＭモデルの船体構造 

衝突解析を行う対象船舶について，島根原子力発電所２号機においては総トン数 19

トン船舶としており，東北電力（株）女川原子力発電所２号機においては総トン数５ト

ン船舶とされている。 

３次元ＦＥＭモデルの船体構造のうち，船体寸法等の比較結果を表 2－1 に，船体板

厚の比較結果を表 2－2 に示す。 
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3. ３次元ＦＥＭモデルの材料特性

衝突物であるＦＲＰ船舶の３次元ＦＥＭモデルにおける材料特性の比較結果を表 3－

1 に，被衝突物の材料特性の比較結果を表 3－2 に示す。 
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4. 衝突解析の衝突速度及び衝突方向 

衝突解析の衝突速度及び衝突方向の比較結果を表 4－1 に，衝突形態の比較結果を図

4－1 に示す。 

 

表 4－１ 衝突解析の解析ケースに関する比較 

島根原子力発電所２号機 女川原子力発電所２号機＊ 

ケース 衝突形態 流速 ケース 衝突形態 流速 

① 船首衝突 

10.0ｍ/ｓ 

① 船首衝突 

13.0ｍ/s 

② 船尾衝突 ② 船尾衝突 

③ 真横衝突 ③ 真横衝突 

④ 斜め船首衝突 ④ 斜め船首衝突 

⑤ 斜め船尾衝突 ⑤ 斜め船尾衝突 

注記＊：女川原子力発電所２号機の情報に係る記載内容については，審査資料等をもと

に独自に解釈したものである  
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 衝突形態 
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図 4－1 衝突形態の比較 

ケース①：船首衝突 ケース②：船尾衝突

ケース③：真横衝突

ケース④：斜め船首衝突 ケース⑤：斜め船尾衝突

10.0m/s
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10.0m/s
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剛壁
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添付資料 8 

 

漂流物衝突荷重算定における総トン数19トン船舶の代表性確認 

 

1. 概要 

島根原子力発電所においては，漂流物の初期配置，漂流物の仕様（材質，重量等），操

業区域及び航行の不確かさを踏まえ，総トン数19トンの漁船を選定している。総トン数19

トン船舶の漂流物衝突荷重は，衝突解析より船体寸法に応じて船首又は真横から衝突する

場合における船体の衝突荷重が最も大きくなることを確認している。また，添付資料６に

おいて，総トン数19トン船舶の船体の破壊が進行しやすいＦＲＰの材料特性の設定におけ

る衝突解析を実施している。結果として，総トン数19トン船舶の船体破壊の進行が早くな

ることにより，機関部が被衝突物に衝突すると仮定した場合においても，船体の衝突荷重

に包絡されることを確認している。 

総トン数19トン船舶よりも総トン数の小さい小型の船舶については，総重量が小さいこ

とから，船体の衝突荷重は総トン数19トン船舶より小さくなる。一方，総トン数19トン船

舶よりも小型の船舶については，総トン数19トン船舶より船体寸法が小さいため，船側か

ら機関部までの距離が短いことから，船舶が被衝突物に衝突した場合に機関部が被衝突物

に衝突する可能性が高くなる。また，船体の破壊が機関部まで至った際には，機関部まで

の距離が短いことから船体の破壊に伴う船体の減速は小さくなり，総トン数19トン船舶よ

り機関部の衝突速度が大きくなる可能性がある。 

本資料では，総トン数19トン船舶よりも小型の船舶において，船体破壊の進行が早くな

るＦＲＰの材料特性を設定した衝突解析を実施することで，船舶寸法の違いによる機関部

の衝突荷重を確認し，総トン数19トン船舶の衝突荷重の代表性を確認する。 
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2. 総トン数 19 トンより小型の船舶に係る衝突解析における解析条件 

総トン数19トン船舶よりも小型の船舶として，船体寸法が小さく，船側から機関部まで

の距離が短い総トン数２トンの船舶を対象として解析する。 

 

(1) 船体構造及び船体板厚 

総トン数２トン船舶の３次元ＦＥＭモデルの船体構造は，添付資料３と同様の設

定とした。 

総トン数２トン船舶における船体板厚の設定を表 2－1，総トン数２トン船舶の

３次元ＦＥＭモデルを図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 総トン数２トン船舶における船体板厚の設定 

板厚 t 引用文献等を基にした設定・算定根拠 
引用文献 
算定値 

(㎜) 

採用値 
(㎜) 

船
首
・
船
尾 

船側外板 
隔壁 
甲板 
（デッキ） 

「強化プラスチック船規則（2018，日本海事協会）」 
 【板厚算定式】 
  ｔ＝15 × s×（d ＋ 0.026 × L）1／2 × 0.85 
   s：肋骨の心距＝0.5m＊1 
   d：計画最大満載喫水＝1.20m＊2 
   L：登録長さ＝7.20m 
・引用文献の算定値に対して，縦,横肋骨のモデル 
を省略していることから板厚の割増しを行い 9.00mm 
を採用 

7.51 9.00 

船
首
・
船
尾
以
外 

船側外板 
隔壁 
甲板 
竜骨 

「強化プラスチック船規則（2018，日本海事協会）」 
 【板厚算定式】 
  ｔ＝15 × s ×（d ＋ 0.026 × L）1／2 
   s：肋骨の心距＝0.5m＊1 
   d：計画最大満載喫水＝1.20m＊2 
   L：登録長さ＝7.20m 
・引用文献の算定値に対して，縦,横肋骨のモデル 
を省略していることから板厚の割増しを行い 10.00mm
を採用 

8.83 10.00 

注記＊１：「強化プラスチック船規則検査要領，日本海事協会，2018」 

＊２：「津波漂流物対策施設設計ガイドライン（沿岸技術研究センター，寒地研究セン

ター，平成 26 年）」に記載の 2G.T.における喫水の最大値 
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図 2－1 総トン数２トン船舶の３次元ＦＥＭモデル 

  

【船首・船尾以外】
甲板板厚＝10ｍｍ

【船首・船尾】
甲板板厚=9ｍｍ

【船首・船尾】
船側外板厚=9mm

【船首・船尾以外】
船側外板厚=10mm

【竜骨】
竜骨板厚=10ｍｍ

【船首・船尾】
船側外板厚=9mm

【船首・船尾】
甲板板厚=9ｍｍ
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4.5－添付 8－4 

(2) 船体質量 

船体質量は，「津波漂流物対策施設設計ガイドライン(2014)」より，総トン数２

トンの３倍である 6.0ｔとする。ただし，船体を構成する船殻（船側，外板，甲板，

隔壁及び竜骨）の質量は約 0.85t であるため，船体質量 6.0ｔに対する差分につい

ては，密度を増大させることにより考慮する。なお，差分質量は，艤装重量や漁獲

物等が支配的であるため，船首・船尾以外の船殻を対象とする。 

 

(3) 材料特性 

ＦＲＰの材料特性は，船舶によらず同様の材料特性であると判断し，船体破壊の

進行に対する影響が大きい破壊ひずみ以外の材料特性は，衝突実験により妥当性を

確認した総トン数 19 トン船舶と同様の設定とした。また，破壊ひずみは，船体破

壊の進行が早くなるように塑性ひずみは考慮せず，曲げ強度到達時のひずみとした。

ＦＲＰの材料特性を表 2－2 に，ＦＲＰ材料の応力－ひずみ関係を図 2－2 に示す。 

 

表 2－2 本解析に用いるＦＲＰ材料の材料特性 

項目 単位 採用値 

ヤング率 
(曲げ弾性) 

GPa 12 

ポアソン比 ― 0.358 

曲げ強度 ＭＰａ 260 

単位体積重量 t/ｍ3 1.6 

破壊ひずみ － 
曲げ強度到達時に
破壊する。 

 

 

図 2－2 応力－ひずみ関係  

σ(応力)

ε(ひずみ)

σ=200MPa

5％
(破壊ひずみ)

弾性域 塑性域塑性域（非考慮）

σ=260MPa

2.17％
（破壊ひずみ）
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4.5－添付 8－5 

(4) 被衝突物 

被衝突物は，「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」と同様に表 2－3 のとお

り設定する。 

表 2－3 被衝突物の材料特性 

被衝突物 

材質 コンクリート 

要素 シェル要素 

ヤング率【GPa】 25 

ポアソン比 0.2 

密度【t/m3】 2.45 

摩擦係数 0.50 

 

 

(5) 解析ケース（衝突形態） 

解析ケース（衝突形態）としては，添付資料６において確認した，総トン数 19 ト

ン船舶の機関部と剛壁の距離が最も近接する真横衝突，及び真横衝突の次に近接す

る船尾衝突の２ケースとする。 

衝突速度は，添付資料６における検討と同様に 10m/s とする。 
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4.5－添付 8－6 

3. 総トン数 19 トンより小型の船舶に係る衝突解析の結果

総トン数２トン船舶の真横衝突の衝突解析による衝突状況，衝突荷重及び衝突速度の時

刻歴を図 3－1 に，船尾衝突の衝突解析による衝突状況，衝突荷重及び衝突速度の時刻歴

を図 3－2 に示す。 

図 3－1 及び図 3－2 より，総トン数２トン船舶において，真横衝突及び船尾衝突ともに

機関部まで船体が破壊せず，機関部は被衝突物に衝突しない結果となった。なお，総トン

数２トン船舶の機関部は，甲板中央部に配置されていると仮定した。 
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4.5－添付 8－7 

図 3－1（1/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（真横衝突） 
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4.5－添付 8－8 

図 3－1（2/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（真横衝突） 

図 3－1（3/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（真横衝突） 
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4.5－添付 8－9 

図 3－2（1/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（船尾衝突） 
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4.5－添付 8－10 

 

図 3－2（2/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（船尾衝突） 

 

 

図 3－2（3/3） 総トン数２トン船舶の衝突解析結果（船尾衝突） 
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4.5－添付 8－11 

4. 総トン数 19 トン船舶に係る衝突解析の結果

「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」及び添付資料６における総トン数 19 トン船

舶の真横衝突の衝突解析による衝突状況を図 4－1 に示す。 

図 4－1 により，「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」では，機関部が剛壁に衝突

していない。また，添付資料６においても機関部は剛壁に衝突していないものの剛壁に

接近しているため，機関部が剛壁に衝突するものとしている。 

「4.5.6 漂流物による衝突荷重の算定」 

「添付資料６ ＦＲＰ製船舶の機関部における衝突影響の確認」 

図 4－1 衝突状況 

機関部に剛壁が最も接近する時刻：衝突後0.40秒

剛壁

衝突運動終了時刻：衝突後0.50秒

剛壁

機関部 

機関部 
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4.5－添付 8－12 

5. まとめ

本資料において，総トン数 19 トン船舶より小型の船舶として総トン数２トン船舶の衝

突解析を実施した。その結果，総トン数２トン船舶の機関部は被衝突物（剛壁）に衝突し

ないことを確認した。 

総トン数 19 トン船舶と総トン数２トン船舶の真横衝突の衝突解析による力積の比較結

果を図 5－1，総トン数と船体質量の相関関係を図 5－2，総トン数と船体板厚＊1 の相関関

係を図 5－3，総トン数と船幅＊2 の相関関係を図 5－4 に示す。 

図 5－1 より，総トン数 19 トン船舶の力積は，総トン数２トン船舶の力積に対して 11

倍程度大きくなっている。図 5－2 より，総トン数と船体質量の相関関係として，総トン

数に比例して質量が大きくなるため，総トン数 20 トン船舶は，総トン数２トン船舶に対

して 10 倍程度増加していることを確認した。 

一方，図 5－3 より，総トン数と船体板厚の相関関係として，総トン数 20 トン船舶は，

総トン数２トン船舶に対して 1.4 倍程度の増加となっており，図 5－4 より，総トン数と

船幅の相関関係として，総トン数 20 トン船舶は，総トン数２トン船舶に対して２倍程度

の増加となっているため，力積及び船体質量の増加率に対して小さいことを確認した。 

以上の結果より，総トン数２トン船舶の衝突解析による衝突荷重の力積は，総トン数 19

トン船舶と比較して，船体質量が小さいことに伴う大幅な力積の減少が生じているが，船

体板厚及び船幅においては，衝突荷重の力積の減少率と比較して，船体板厚及び船幅とも

に減少率が小さいことが，総トン数２トン船舶の船体破壊が小さくなった要因として考え

られる。 

注記＊1：船体板厚は「強化プラスチック船規則（2018）」に準じて算定。 

＊2：船幅は「津波漂流物対策施設設計ガイドライン(2014)」を引用。 

図 5－1 衝突解析結果による力積の比較結果（真横衝突） 
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4.5－添付 8－13 

図 5－2 総トン数と船体質量の相関関係 

図 5－3 総トン数と船体板厚の相関関係 

図 5－4 総トン数と船幅の相関関係 
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4.5－添付 8－14 

総トン数 19 トンより小型の船舶（総トン数２トン）における機関部衝突に対する影響

確認結果を表 5－1 に示す。 

総トン数２トン船舶については，機関部の衝突は発生しなかったため，添付資料６にお

いて，船体破壊の進行が早くなるＦＲＰの材料特性を設定した，総トン数 19 トン船舶の

衝突解析により算定した衝突荷重 417kN より小さいことを確認した。また，「4.5.6 漂

流物による衝突荷重の算定」において算定した総トン数 19 トン船舶に対する剛壁１m 当

たりの衝突荷重 1,107kN に包絡されることも確認した。 

以上より，船舶の総トン数に対する衝突荷重の力積及び船体構造（船体板厚，船幅）の

相関関係を踏まえると，船舶の総トン数が大きいほど，船体の衝突荷重及び機関部の衝突

による衝突荷重が大きくなり，総トン数19トン船舶に対する剛壁１m当たりの衝突荷重に

も包絡されると考えられることから，漂流物衝突荷重算定において総トン数19トン船舶に

よる衝突荷重の代表性を確認できた。 

 

表 5－1 総トン数２トンにおける機関部衝突に対する影響確認結果 

算定 

対象 
算定方法 

機関部の影響による衝突荷重【kN】 

総トン数 

２トン船舶 

「添付資料６ ＦＲ

Ｐ製船舶の機関部衝

突の影響確認」 

「4.5.6 漂流物による

衝突荷重の算定」にお

ける衝突解析結果 

機関部 
ＦＥＭＡ

（2012） 

－ 

機関部は 

衝突しない 

389 

－ 

機関部は 

衝突しない 

船体 衝突解析 0＊1 28＊3 1,107＊2 

衝突荷重の合計 0 417 1,107 

注記＊1：機関部の衝突は発生しなかったため，衝突終了時の衝突荷重を記載 

＊2：剛壁 1m 当たりの最大衝突荷重 

＊3：機関部衝突が想定される時刻における剛壁 1m 当たりの衝突荷重 
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4.5－添付 9－1 

添付資料 9 

漂流物衝突荷重の載荷方法 

1. 概要

船舶（総トン数19トン）の漂流物衝突荷重について，設計用衝突荷重として「施設全体

に作用する衝突荷重」と「局所的な衝突荷重」を設定する（図1－1参照）。本資料では，

評価対象構造物における設計用衝突荷重の載荷方法を説明する。 

また，評価対象構造物のうち防波壁は，漂流物衝突荷重の分散及び漂流物衝突による局

所的な損傷の防止をするため，コンクリート版により構成された漂流物対策工を設置する。

漂流物対策工による漂流物衝突荷重の荷重分散を考慮した評価対象構造物への載荷方法

を説明する。 

（施設全体に作用する衝突荷重） （局所的な衝突荷重） 

図 1－1 設計用衝突荷重のイメージ図 

施設全体に作用する
衝突荷重

平均衝突荷重

局所的な衝突荷重
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4.5－添付 9－2 

2. 漂流物衝突荷重の載荷方法

(1) 施設全体に作用する衝突荷重

船舶（総トン数 19 トン）全体の衝突荷重による影響を考慮するため，「施設全体

に作用する衝突荷重」により評価対象構造物の評価を実施することとし，衝突荷重

を直接受ける部材に加え，評価対象構造物を支持する部材（防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）の鋼管杭，防波壁（逆Ｔ擁壁）のグラウンドアンカ等）を含めて，評価対象

構造物全体の評価を実施する。 

「施設全体に作用する衝突荷重」にて考慮する衝突荷重として，評価対象構造物

の延長に応じた作用幅より設計用衝突荷重（表 2－1）を設定する。 

衝突荷重の載荷方法については，最大衝突荷重発生時の面積よりも小さくなるよ

う，幅方向は評価対象構造物の延長とし，高さ方向は船の登録深さ 1.85m よりも保

守的に単位深さ 1m とする。施設全体に作用する衝突荷重の載荷方法（例）を図 2－1

に示す。 

表 2－1 評価対象構造物に対する設計揚用衝突荷重 

（施設全体に作用する衝突荷重） 

図 2－1 施設全体に作用する衝突荷重の載荷方法（例） 

評価対象構造物の延長
【ｍ】

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

衝突解析から算定される
衝突荷重【kN】

1,107 2,159 2,654 3,049 3,072 3,078 3,085 3,448 3,859 4,271 4,631 5,082 5,529 5,816 6,263

設計用衝突荷重【kN】 1,200 2,200 2,700 3,100 3,100 3,100 3,100 3,500 3,900 4,300 4,700 5,100 5,600 5,900 6,300

評価対象構造物の延長
【ｍ】

16 17 18 19 20 21 22 23 24

衝突解析から算定される
衝突荷重【kN】

6,544 6,776 6,921 7,013 7,045 7,263 7,355 7,387 7,395

設計用衝突荷重【kN】 6,600 6,800 7,000 7,100 7,100 7,300 7,400 7,400 7,400

1m
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4.5－添付 9－3 

(2) 局所的な衝突荷重

衝突解析により，「施設全体に作用する衝突荷重」である平均衝突荷重を上回る局

的な荷重（１ｍ当たりの荷重）が確認されることから，「局所的な衝突荷重」により

評価対象構造物の評価を実施する。 

評価対象構造物を支持する部材において，衝突荷重を直接受ける部材から伝達され

る荷重の絶対値が大きい「施設全体に作用する衝突荷重」（総衝突荷重）に「局所的

な衝突荷重」は包絡される。一方，衝突荷重を直接受ける部材においては，「局所的

な衝突荷重」は「施設全体に作用する衝突荷重」（平均衝突荷重）と比較して１ｍ当

たりの荷重が大きくなり，部材の局所的な評価が厳しくなる可能性がある。よって，

「局所的な衝突荷重」による評価は，衝突荷重を直接受ける部材に対して実施する。 

「局所的な衝突荷重」にて考慮する衝突荷重として，設計用衝突荷重である 1,200kN

を設定する。 

衝突荷重の載荷方法については，幅方向は単位幅 1m，高さ方向は船の登録深さ1.85m

よりも保守的に単位深さ 1m とする。局所的な衝突荷重の載荷方法（例）を図 2－2 に

示す。 

図 2－2 局所的な衝突荷重の載荷方法（例） 

1m

1m
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4.5－添付 9－4 

3. 漂流物対策工を考慮した漂流物衝突荷重の載荷方法

評価対象構造物のうち防波壁は，コンクリート版により構成された漂流物対策工を設置

する計画としており，図3－1のとおりコンクリート版の厚さに応じて，衝突荷重が分散さ

れる。 

図 3－1 漂流物対策工における衝突荷重の分散 

漂流物対策工を介した場合における漂流物衝突荷重の載荷方法（例）を図 3－2 に示

す。局所的な衝突荷重を考慮する場合，漂流物対策工に幅 1m×高さ 1m で衝突する。コン

クリート版の厚さを 50cm とした場合は，漂流物対策工を介して 45°で荷重分散されるこ

とから，防波壁には幅 2m×高さ 2m で衝突荷重が伝達される。 

（漂流物対策工に衝突） （漂流物対策工による荷重分散を踏まえ， 

防波壁に衝突荷重を載荷） 

図 3－2 漂流物対策工を介した場合における漂流物衝突荷重の載荷方法（例） 

漂流物衝突荷重

漂流物対策工

荷重の分散

1m

1m

2m

2m
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